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   おわりに 

  



 

 はじめに  

 

 地理情報システム（GIS：Geographic Information Systems）は、社会・経済・文化活
動を行う上で基本となる地理情報の編集・統合を可能とする基盤的ツールであり、行

政、企業活動、国民生活の幅広い分野に大きな変革をもたらす 21世紀の高度情報化社
会の重要な情報基盤である。 
 
 我が国の GISの強力かつ着実な発展を図るため、政府は、1995年に「地理情報シス
テム（GIS）関係省庁連絡会議」（以下「GIS関係省庁連絡会議」という。）を設置し、
その整備と相互利用の環境づくり等に計画的に取り組んできた。 
 
 GIS関係省庁連絡会議においては、GISは、社会経済活動の広範な分野において、極
めて大きな役割を果たすものであり、GIS の利用を支える地理情報（地図データ、統
計情報等）は、従来の社会基盤に匹敵する利益をもたらす新たな社会基盤であると位

置づけ、1996 年 12 月に「国土空間データ基盤の整備及び GIS の普及の促進に関する
長期計画」、1999年 3月には「国土空間データ基盤標準及び整備計画」を策定し、ま
た 2000年 10月には、「今後の地理情報システム（GIS）の整備・普及施策の展開につ
いて」を申し合わせ、政府一丸となった GISの整備・普及に取り組んできた。 
 
 さらに、2002年 2月には、地理情報の整備の概成とそれを踏まえたわが国社会全般
にわたる GISの本格的普及を目指し「GISアクションプログラム 2002-2005」（以下、
「アクションプログラム」という。）が決定され、①GISを利用する基盤環境の概成、
②政府の各分野において GIS を有効に活用することによる行政の効率化と質の高い行
政サービスの実現を計画目標として各府省が連携して、さまざまな取り組みを進めて

いるところである。 
 
 また、2001年以降毎年策定されている「e-Japan重点計画」においても、GISの推進
は、重点 5 分野の「行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進」
のための具体的施策として大きく位置づけられるなどその重要性は行政情報の公開、

電子政府の推進を背景にますます高まってきている。 
 
 2005年 9月、新たに測位・地理情報システム等推進会議が設置され、それに伴い GIS
関係省庁連絡会議が廃止され、同連絡会議の決定事項が同推進会議に引き継がれたた

め、測位・地理情報システム等推進会議は、アクションプログラムの定めにより、ア

クションプログラムに記述した施策の実施状況を把握するとともに、国土空間データ

基盤の整備状況、GISの普及状況、GISに関連する技術動向、諸外国の状況等について
調査を行ったので、ここにその調査の結果を報告するものである。 
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アクションプログラム 2002-2005 で取り組まれた施策の達成状況 

 

１．施策の達成状況 

 

 2002 年度から 2005 年度末まで、各府省により、アクションプログラムに掲載され

た諸施策が積極的に推進された（別紙 1）。諸施策の達成状況について概括すると以

下のとおりである。 

（１） 国土空間データ基盤に関する標準化と政府の率先使用による行政の効率化の推進  

（別紙 2） 
○ 地理情報標準 12項目のうち 11項目の国際規格が完了し、このうち 6項目の JIS
化が完了した。国際規格の確定が当初よりも大幅に遅れたため、残り 5 項目は
JIS化に向けて作業中である。 

○ G-XML と GML との国際統合版(GML3.0)については 2002年 5 月に ISO/TC211
に提案した。 

○ 各府省において、地理情報標準に準拠した地理情報の電子化・提供（2005年度
末現在 31件）、G-XMLによる地理情報の電子化・提供（2005年度末現在 2件）
に関する取り組みを進めるとともに、セミナー、講演会の開催やマニュアルの

作成等を通じ地理情報標準及び G-XMLの普及活動・技術支援を行った。 
 

（２） 地理情報の電子化・流通を促進する観点からの制度・ガイドラインの整備 

○ 法務局における電子地図の取り扱いを定めた不動産登記法の改正や各府省にお

ける地図データ作成仕様書の作成など、電子地図に対応した制度及び運用に関

する対応方針を定め、具体的な施策を講じた。 

○ 「政府の地理情報の提供に関するガイドライン」及び Q＆A集を作成・公開し、
地方公共団体を含め広く周知した。 

 

（３） 地理情報の電子化と提供の推進（別紙 3） 

 ①空間データ基盤の電子化・提供の推進 
○ 数値地図 25000の更新及び地方公共団体との連携による数値地図 2500の更新を
実施するとともに、街区レベル位置参照情報の年 1 回の更新を実施した。その
ほか海域に関する空間データ基盤、都市部の地籍整備に必要な街区座標等、各

府省において、空間データ基盤の電子化、提供が推進された。 

○ 空間データ基盤の 25 項目のうち、インターネットでの提供済み地図等が 1 件

以上存在するものが 21 項目であり、空間データ基盤に該当する項目の多くの

ものがインターネットで提供されている。特に数値地図 2500，数値地図 25000、

及び国土数値情報についてはウェブマッピングシステムを用い、インターネ

ット提供を実施している。 
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 ②基本空間データ、デジタル画像の電子化・提供の推進 
○ 環境対策・防災対策等各種対策上の基礎となる地すべり地形分布図、火山地質

図、活断層図等の地理情報、ハザードマップ等の基礎となる土地条件図、活構

造の地理情報、さらに空中写真等の電子化・提供並びにメタデータの整備を実

施した。 

 

 ③クリアリングハウスの拡充等流通環境の整備 
○ 政府の「地理情報クリアリングハウス」へのメタデータの登録の拡充を進めた

結果、2005年度末現在 7省（10機関）、及び独立行政法人・大学・公益法人・
民間等の 7法人のメタデータ（2005年度末：約 81,000件）が登録されており、
2005年度中には約 73,000件のアクセスがあった（2002年度～2005年度までの
累計では約 309,000件のアクセス）。また、2003年度、ホームページより、日
本版メタデータプロファイル（JMP2.0）の仕様書及び解説書の公開、メタデー
タエディタ及び更新のための変換ツール等の提供を実施し、関係機関が地理情

報クリアリングハウスへ接続するにあたっての技術支援を行うとともに、セミ

ナーや講演会などにおいて、地方公共団体、大学等の関係機関に対して、政府

の地理情報クリアリングハウスとの接続について協力を求めた。 

 

（４） GISの本格的な普及支援（別紙４） 
 ①地方公共団体との協力、地域への支援 

GISの整備・普及の現状や問題点等について地方公共団体との意見交換（2002 年
から 2005 年の間、延べ 7 回）を実施したほか、地方公共団体等へ技術的な支援や

補完的な財政支援等を行った。主なものは以下のとおり。 

○ 地方公共団体への統合型 GISの普及を図るため、統合型 GISの運用及び利活用
に関する指針の策定、統合型 GIS未導入団体に対するマニュアルの作成、セミ
ナー等の普及活動の実施とともに、システム整備に対する普通交付税による新

たな財政支援措置を行うなど積極的な普及施策を展開したことにより、統合型

GIS の導入団体数(率)が、年々増加した（2005 年 4 月時点の導入数（導入率）
：14都道府県 (29.8%)、297市町村 (12.3%)）。 

○ 地方公共団体等が実施する地理情報整備の支援を実施したことにより、農業

振興地域(森林等を除く)全体の概ね 8 割の面積で 1/2500 レベルの地理情報が

整備された。 

○ 地籍活用 GIS 推進事業により、46 の地方公共団体の GIS構築の支援を行うと
ともに、地籍調査事業の中で、延べ 23 箇所の地方公共団体に対し、地籍調査

データを基図とした GIS構築の支援を行った。 
 

 ②GISを基本とした新たなサービス・産業の創出及び関連技術との連携等 
GIS で使用するデータの効率的な整備、GIS の活用分野の拡大に寄与する関連分
野との密接な連携を図るため、様々な取り組みを進めてきた。主なものは以下のと

おり。 
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○ CAD との連携に関する取り組みでは、道路工事竣工時に電子納品される CAD
データ活用のための「道路工事完成図等作成要領（案）」の策定とその他の事

業への適用性検討、さらに将来的な施設単位(オブジェクト単位)でのデータ交
換を見据えた、SXFレベル 4を用いたプロダクトモデルレベルのデータ交換に
ついての検討などその推進を図った。 

○ 車線レベルの詳細な GISデータと低廉な GPS やジャイロ等を活用したハイブ
リッドな低コストの位置特定システムの作成や、位置情報に係わる民間サー

ビスの基盤となる正確な位置情報を提供するための基準点 GIS の構築、また
リアルタイムに全国どこでも正確な位置を知ることのできる高精度位置情報

基盤を構築するため、電子基準点（2005 年度末全国 1,231 点）のデータを常

時収集・解析・配信する電子基準点リアルタイム化のシステムを構築し、提

供を開始するなど位置情報に関する取り組みを進めた。 

○ 3 次元 GIS構築のための情報通信技術の研究開発を行い、3 次元 GIS構築に向
けたデータ獲得技術、データ更新技術、表現伝送技術、空間検索技術につい

て研究開発を実施した。また、3 次元 GISショーケースを横須賀リサーチパー
ク内及びインターネット上に開設し、3 次元 GISの普及活動を推進した。さら
に、3 次元 GISがモバイル端末でも利用可能となる次世代ＧＩＳの実現に必要
な空間データ圧縮技術、空間データ適応管理技術及び空間データ配信技術の

研究開発を実施した。 

○ GISモデル地区実証実験により、クリアリングハウスの検索機能の向上、イン
ターネット上でのスムーズな表現伝送技術等を開発し、防災、都市計画等の

分野でアプリケーションを開発した。 

 

 ③GISの普及活動の充実と国際協力の推進 
○ GIS に係る政府の取り組み状況や最新の動向等についての積極的な広報のた
め、インターネット上に政府の実施する GIS施策等に係る総合的なポータルサ
イトを開設するとともに、関係府省が連携し、2005 年度までに延べ 55 回のセ
ミナー等を開催するなど、積極的な普及施策を実施した。 

○ 教育分野や一般家庭における 10 種類の基本的な GISアプリケーションの開発
・一般提供の実施や、「GIS利用定着化事業」の実施により、GISの利用定着
の推進を図り、人材育成に寄与した。 

○ 各国の地質図・地球科学図メタデータ（11 カ国を対象に総計 2,277 件）を整

備するとともに、東・東南アジア地質情報ネットワーク・システムを国際共

同で構築した。さらに日本、タイ、ケニア、オーストラリアなど 22 カ国の地

球地図データを整備・公開するなど国際協力を推進した。 
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（５） GISを活用した行政の効率化、質の高い行政サービスの実現（別紙 5） 
 ①電子申請・届出等に係る取り組みとの連携 
 各府省の添付地図を伴う電子申請・届出を対象に「添付地図を伴う電子申請・

届出に関する調査」に係る抽出調査を実施、横断的に対応すべき事項及び「電子

申請用添付地図作成支援・確認サービス」で、都市計画図ディジタルマッピング

データ等（整備主体は各地方公共団体）の大縮尺地図データを取り込む際の技術

的課題等について取りまとめた。  

 

 ②GISを用いた質の高い行政サービスの実現 
 防災、まちづくり、交通、環境、教育等の各行政分野において、GISを活用し、
行政の効率化、迅速化及び質の高い行政サービスを実現した。 

 
○ 地震防災情報システム(DIS)と電力・ガス会社の災害情報システムとを接続し、
重要なライフラインの被害情報が即座にオンラインで入手可能となり、各防災

機関間での情報共有化が図られた。 

○ 「人工衛星等を活用した被害早期把握システム」については、災害時に人工

衛星画像を取得できる体制を整備した。 

○ 「防災情報共有プラットフォーム」については、防災関係機関の災害情報を

一元的に集約できる基盤を整備した。 

○ 噴火場所や噴火形態等に応じてハザードマップを表示して各種防災対策を支

援する火山防災システムを整備した。 

○ 交通事故関連情報をオンラインで提供する交通事故統計情報システムを開発

し、データ更新、危険予測訓練用プログラムの追加等のサービス拡充を実施し

た。 

○ 国勢調査等の結果をインターネットにより提供する「統計 GIS プラザ」を運
用開始し、統計のより高度な利用サービスの提供を図った。 

○ 大規模災害発生時の消防広域応援活動の迅速な展開に資するため、地理情報

システムを活用した広域応援支援システムについて、全都道府県及び消防本

部への導入を促進した。 

○ 国有財産情報公開システムについて、国有財産に係る情報を電子化し、地図

情報と併せてインターネットによる提供を行い国有財産に係る情報提供サー

ビスの強化を図った。 

○ GISを利用して日本地図から様々な教育情報を検索できるシステムを開発し、
教育情報のポータルサイト「教育情報ナショナルセンター（NICER）」におい
て提供開始するなど、GISを活用した教育及び学習の振興を図った。 

○ 森林に関する多様な情報を一元的に管理できる森林 GIS の構築については、
都道府県における構築のための支援を実施するとともに、国有林についての

導入を推進し、民有林、国有林における森林管理の効率化を図った。 

○ 国土交通省内の各部局が保有する防災情報を集約し、インターネットを通じ

て提供する「国土交通省防災情報提供センター」を開設した。さらに、GISを
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利用して、複数部局のデータを呼び出して重ね合せた防災情報を利用可能と

するなどの充実を図った。 

○ GISを活用し、都市の震災・市街地大火の危険に関する現状と防災対策効果の
シミュレーションシステムを開発し、パンフレットの作成・配布等を通じて

地方公共団体への周知・普及を図った。 

○ 水情報国土データ管理センターの運用を開始し、水文・水質に関する観測情

報や河川環境情報のインターネットを通じた情報提供を実施し、さらに環境

情報の WEB-GIS化などのための検討を実施した。 
○ 国土地理院が提供する基盤的地理情報と各行政機関等が保有する地理情報

（点、線、注記）をインターネットで統合できる「電子国土 Web システム」
を公開し、情報提供サービスの強化を図った。 

○ 国土交通省が保有する旧版地図、地名情報等について、デジタル化・アーカ

イブ化を進めた（地名情報についてはアーカイブ化完了）。 

○ 自然環境保全基礎調査結果の GIS データのオンラインでの提供を開始するな
ど、生物多様性や自然環境に関する様々な情報の提供サービスの拡大強化を

実施した。 

 

（６） その他計画のフォローアップ等 

○ 全府省あるいは関係府省で連携して取り組むべき課題の検討とその解決を目指   

し、関係省庁連絡会議のもとに引き続き 4 つの WG（ワーキンググループ）を
設置し、それぞれに与えられた課題の検討を行った。 

   1) 標準普及WG（WG1）（開催回数：延べ 10回） 
・地理情報標準・G-XML に関する検討等 

      2) 整備推進WG（WG2）（開催回数：延べ 7回） 
        ・電子申請・電子納品に関する検討等 
      3) 制度・運用等検討WG（WG3）（開催回数：延べ 10回） 
        ・空間データ基盤を含む地図等について、電子地図にも対応した制度及び運

用となるよう対応の検討等 
      4) 普及啓発・総合調整WG（WG4）（開催回数：延べ 13回） 
        ・普及啓発、総合調整に関する事項の検討等 
 
○ 各年度末に、GIS 関連諸施策の推進状況等を調査・把握し、「GIS アクション
プログラム 2002-2005」の施策の追加・修正等を行った。 
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２．国土空間データ基盤の整備状況 

 

（１）国際標準化､国内標準化の動向 

国際標準化機構(ISO)は 1994 年に地理情報関連について検討する専門委員会
（TC211）を設置し､地理情報の相互利用を目的とした標準化の作業を行っている。こ
のうちGISの基盤となる空間データの整備に必要な基本的な12項目をまず地理情報標
準として国内標準に採用している。採用された 12項目のうち、2005年度末までに 11
項目が国際規格として確定している｡  
地理情報標準については、ISO において国際規格として確定した後で JIS 化するこ
ととしているが、2005年度末までに 6項目の JIS化が完了した。国際規格の確定が当
初よりも大幅に遅れたため、残り 6項目は JIS化に向けて作業中である。 
また、地理情報標準の利用を促進するため、これまでの官民共同研究の成果及び最

新の国際標準の動向を基に、地理情報標準の中から日本での実利用に必要な内容にし

ぼり体系化した地理情報標準プロファイルを作成した。この地理情報標準プロファイ

ルを使用することで、これまでより容易に地理情報標準への対応が可能となり、地理

情報標準に準拠した中立的な標準形式のデータ整備を促進し、データの相互利用性の

向上、特定システムの囲い込み防止、GIS のコスト削減等、地理情報標準のメリット
が享受できる環境整備が進んでいる。 

また、情報流通の新たな方法として着目されている XML 技術について、GIS に特化
する形で開発した G-XMLを推進してきた。G-XML2.0 版は 2001 年に国内標準化（JIS 
X 7199）された。しかし、GIS で扱う各種コンテンツの更なる充実と利活用促進を図
るためには、インターネット上の多くの GIS 関連サーバを有機的に連携させ、グロー
バルに地理情報を活用できる環境を整備することが重要となる。そこで、国際標準化

のため、国際的な GIS標準化団体である OGC（Open Geospatial Consortium）が推進
する GMLとの整合・統合を図り、2003 年度に G-XML3.1 版を策定し、GMLとの国際
統合版として国際標準化（ISO 19136）の提案を行った。これについては、2005 年 10
月に国際規格（IS）の一歩手前である国際規格原案（DIS）として ISOで承認されたと
ころである。また、2006 年 3 月には、地図のコンテンツ（g コンテンツ）の利活用等
を図るため、「地理情報－場所情報記述 XML符号化法（XDP）」の JIS原案を作成し
た。また、屋内外の位置情報を相互交換し、シームレスな位置情報の識別を可能にす

る「場所識別子（PI）」の基本設計を実施した。 
G-XMLのデータフォーマットに対応した GISサービスの提供は、大手 IT企業や GIS

を専門とする企業等、約 41 社によって展開されている。また、地方自治体（三重県、

愛知県、高知県、大阪市）、総務省統計局 GISプラザ、産業技術総合研究所、さらに
は、宝塚空間情報ボランティアネットワーク（NPO）等の市民活動でも G-XMLが利用
されている。 

このように、G-XMLの普及によって、電子地図の効率的な利用が促進されてきてい
るものの、コンテンツ・プロバイダーやサービス・プロバイダーなどの業界において

の利用が進んでいないため、前述の XDP等の国内規格化・国際標準化の推進や gコン
テンツ流通推進協議会等との連携を通じて、社会基盤の整備を図り、g-Life／g-Society
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の実現を図ることが今後の課題となっている。 

 

（２）JIS化された地理情報標準､G-XMLに準拠した地理情報の件数 
国土空間データ基盤において、標準化の対象となりうる 37件のデータのうち、2003
年度末から 2005年度末時点までで、地理情報標準に準拠するものが 15件から 23件、
G-XMLに準拠するものが 4件から 8件となり、本施策は着実に遂行された。 
 

（３）電子データによる納品の実施状況 

 2005年度末時点で納品対象となる 35件のうち 33件について電子データによる納品
が実施されている。 
 

（４）空間データ基盤の項目のうち、電子化された件数 

空間データ基盤の 25項目のうち、対応する電子化整備済み地図等が 1件以上存在す
るものが、2004 年度末時点で 23 項目であり、空間データ基盤に該当する項目につい
ての電子化が進んでいる。 
空間データ基盤を含む地図等 49件のうち、2005年度末時点で、電子化完了は 36件、

電子化実施中 7件であり、各地図の電子化も進んでいる状況である。 
 

（５）空間データ基盤の項目のうち､インターネットでの提供がなされた件数 

空間データ基盤の 25項目のうち、対応するインターネットでの提供済み地図等が 1
件以上存在するものが 21項目であり、空間データ基盤に該当する項目の多くのものが
インターネットで提供されている状況である。 
空間データ基盤を含む地図等 49 件のうち、2005 年度末時点で、インターネットで

の提供済みは 22件であり、各地図についても半数近くがインターネット提供されてい
る状況である。 
 

（６）主要な地理情報の更新状況 

2000年の GIS関係省庁連絡会議申し合わせにおいて、特に、道路データ及び位置参
照情報等地図データの中でも骨格となるデータ項目の電子化・提供を優先することと

した結果、数値地図 2500、数値地図 25000、街区レベル位置参照情報の電子化が完了
し、既に 2001年度から（数値地図 25000は 2002年度から）インターネットで公開さ
れている。 

数値地図 2500 は地方公共団体との連携により定期的な更新が、数値地図 25000 は
全国の主要地物について少なくとも年 1回の更新が既に実施されている。また、街区
レベル位置参照情報については、2003年度から毎年の更新が開始されている。 
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３．GISの普及状況 
 

（１）地理情報クリアリングハウスへのアクセス件数 

政府の「地理情報クリアリングハウス」へのメタデータの登録の拡充を進めた結果、

2005 年度末現在 7 省（10 機関）、及び独立行政法人・大学・公益法人・民間等の 7
法人のメタデータ（2005 年度末：約 81,000 件）が登録されており、2005 年度中には
約 73,000 件のアクセスがあった（2002 年度～2005 年度までの累計では約 309,000 件
のアクセス）。 
 

（２）地方公共団体における GIS導入状況等 
 地方公共団体における個別業務型 GISの導入件数（団体数）は、2005 年４月現在、
都道府県では 47 団体（2004 年４月：47 団体）、市区町村では 1,132 団体（全体の

46.8%）（2004 年４月：1,208 団体（全体の 38.7%））である。 

 また、複数の部局が利用する基盤的な地図データを共用できる形で整備し、利用

する統合型 GISの導入件数（団体数）は、2005 年４月現在、都道府県では 14 団体（2004
年４月：12 団体）、市区町村では 297 団体（全体の 12.3%）（2004 年４月：301 団

体（全体の 9.6%））である。 

 個別業務型、統合型とも導入割合が着実に増加しており、地方公共団体において

GISの導入が進んできている状況が伺える。 
  

 

（３）GISアプリケーションの普及状況 
GIS アプリケーションは、地図データの表示や統計データ等とのマッチング、デー

タ分析などの基本的機能を担う GIS エンジンをもとに、様々な利用目的にあわせたユ
ーザーインターフェースや計算プログラム等の諸機能により構成されている。 

国土交通省国土計画局では、GIS エンジンを提供している企業を対象にアンケート
調査等を実施し（アンケート配布数 64 社、回収数 23 社（回収率 36％））、国内にお

ける GIS エンジンのライセンスの出荷状況を把握することで、GIS アプリケーション
の普及状況について考察した（以下の記述は、国土交通省国土計画局資料による。）。 

過去 5 年間の販売されたライセンスの総数は、2001 年度で 16,660 ライセンスであっ

たが、2005 年度では 5万ライセンスに近づくと推測され、順調に普及している。 

 

GISエンジンライセンス出荷数の推移 
 2001 2002 2003 2004 2005（推） 

ライセンス数 16,660 31,310 22,410 28,400 47,110 

（累計） 47,970 70,380 98,780 145,890 
＊2005 年度（推計）は各社の 2005 年度途中の回答値を 12 ヶ月換算し合計した値 

＊累計は、各年度の数値を累計したものであり、実際に利用されているライセンス数とは異なる 

（国土交通省国土計画局資料） 

＊2004 年度調査と 2005 年と調査とでは、回答企業が異なるため、ﾗｲｾﾝｽ数の総計は一致しない。 
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ライセンス出荷先を業種別にみると、「行政」及び「教育・学校」が増加傾向にあ

り、「情報サービス業・システム開発業」をはじめとする民間事業者は横這いもしく

は減少傾向にある。 

民間事業者の内訳をみると、2004 年度までは「情報サービス業・システム開発業」

が最も多く出荷されていたが、2005 年度（推計）では減少している。「情報サービス

業・システム開発業」に出荷されたライセンスの一部は、自社でさらに機能付加など

カスタマイズされた製品として他の利用者に納品されていると考えられる。 

 
 

出荷先業種別 GISエンジンライセンス出荷数の推移 
業種 2001 2002 2003 2004 2005 推計 累計 

行政 3,790 4,280 4,320 7,310 4,910 24,610 

教育・学校 230 620 280 1,130 510 2,770 

航測・測量業 1,390 1,850 1,210 1,260 810 6,520 

情報サービス業 

システム開発業 
3,540 5,210 6,430 5,040 2,260 22,480 

各種機器販売業 
（卸・小売・リース） 

180 180 220 190 210 980 

電気・電子機器 

製造業 
260 260 290 230 220 1,260 

建設、設計業 
（建設業） 

280 350 360 480 840 2,310 

その他 2,700 3,460 2,830 2,320 2,810 14,120 

行政・教育 計 4,020 4,900 4,600 8,440 5,420 27,380 

民間事業者 計 8,350 11,310 11,340 9,520 7,150 47,670 

合計 12,370 16,210 15,940 17,960 12,570 75,050 

＊「その他」には民間企業事業者の分類不能とした値も含まれる。 

＊各社の回答を単純合計したものであり、前述のライセンス出荷数とは一致しない。 

＊ 2 社は顧客数による値 

 
GIS アプリケーションの普及状況については、ライセンス数の増加とともに様々な

業種で利用されるようになっている。これは、GISアプリケーションの低価格化、GIS
データの入手のしやすさの向上、インターネットを介した GIS のアプリケーションサ
ービスの増加など、簡易な GIS の構築・利用環境が整いつつあることが要因として挙
げられる。 
また、近年は欧米で開発された MapServer などオープンソース・ソフトウエアを利

用した GIS が日本語化されたことにより国内でも徐々に利用され始めているほか、イ
ンターネット地図や一般消費者向け地図ソフトの機能、情報の充実など、各方面で GIS
が浸透する素地が整いつつあり、GIS 技術の知識を必要としない、一般での GIS サー
ビスの活用が進んでいる。 
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今後は、GIS アプリケーションの幅が広がっていくに伴い、様々なサービスが提供
されると予想される。それらの発展を支えるデータ標準の普及や迅速なデータ更新の

しくみの確立など諸課題の解決を促進していく必要がある。 
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４．GISに関する技術動向 
 

（１）地理情報標準実利用のための取り組み  

 国土地理院は、地理情報の標準化への対応として、「地理情報標準第 1 版」（1999

年 3 月）、「地理情報標準第 2 版」（2002 年 3 月）の作成に取り組んできた。2005

年 3 月には、地理情報標準の利用をさらに容易にするために、これまでの官民共同

研究の成果、最新の国際標準の動向等を基に「地理情報標準プロファイル（JPGIS）」
を作成した。これは、地理情報標準の中から日本での利用で実際に必要な内容を取

り出し体系化したものである。このプロファイルの利用をサポートするため「地理

情報標準プロファイル解説書」「品質の要求、評価及び報告のための規則」を作成

し、「空間データ製品仕様書作成マニュアル」「空間データ製品仕様書作成支援ツ

ール」を改訂している。この「地理情報標準プロファイル（JPGIS）」の利用を促進
することで、地理情報標準の普及進展が期待できる。 

 

（２）GPSによるリアルタイム位置情報サービスの実用化  
GPS によるリアルタイム位置情報サービスの高精度化により、高機能なカーナビ

ゲーションシステムや個人向けの携帯ナビシステム、高齢者・障害者の移動支援、

各種作業車の運行支援等における多様なサービスの実現が期待されている。 

国土地理院は、高精度の測位情報（位置精度最大 1cm 程度）が安定して得られる
サービスが可能となるよう、全国 1,231 カ所に整備している電子基準点について、

受信した GPSデータを配信センターにリアルタイムで送るためのシステムの整備を
推進している。2002 年 5 月に関東・中京・京阪神地域等の大都市を中心とした 200

点の電子基準点で提供を開始し、2006 年 3 月末までに、離島などの一部の電子基準

点を除いた約 1,200 点に提供範囲を拡大した。 

提供地域の拡大により、測量分野においては、1cm 程度の精度でのリアルタイム

位置情報提供サービスが全国的に行えるようになった。 

 

（３）3 次元 GISの基礎技術の開発  
 総務省では、2002 年度までに、3 次元 GIS データベースの構築及び更新を自動化
し、解析するための情報通信技術の研究開発を行い、「3 次元 GIS データガイドラ
イン」及び「3 次元 GIS技術ガイドライン」を策定し、公開した。 
 また、2003 年度から 2005 年度まで、3 次元ＧＩＳをモバイル端末でも利用可能と

するための研究開発を実施し、航空機搭載の計測器により取得された空間データを

圧縮する「空間データ圧縮技術」、モバイル端末でのスムーズなデータ抽出を可能

とする「空間データ適応管理技術」、データ伝送容量が小規模なモバイル通信回線

に対応できる「空間データ配信技術」の研究開発を行い、各技術開発項目における

研究目標を達成した。さらに、研究開発した技術の有効性の検証と課題・ニーズの

抽出を目的として、2004 年度はモバイル端末向け 3 次元都市景観表示による歩行者

ナビゲーション実証実験を、2005 年度は防災を想定した被災時移動支援の実証実験

を行い、研究開発した技術の有効性を確認した。 
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（４）CADなど関連分野との技術面の連携  
 建設生産物のライフサイクル（計画、調査、設計、工事、維持管理）における情報

の共有と有効活用を図るCALS／ECの推進の一環として、産学官の情報化に関する有
識者により構成される建設情報標準化委員会において、測量・CAD・GIS間のデータ交
換に関する標準化の取り組みが始まっている。 
 測量成果の地形図データ（DM）をCAD図面で利用するための変換仕様については、
「DM-CAD（SXF）変換仕様（案）」を2004 年6 月に公開したところであり、今後、
精度の高い電子地図の利用による設計作業の省力化が期待される。また、地理情報標

準に準拠したGISデータとSXFVer3.0を用いたCADデータの双方向の交換仕様について
は道路分野を中心に「道路基盤データ交換属性セット（案）」を策定し、いくつかの

民間CADソフトウェア会社とともに、対応CADの試作、直轄国道工事における試行を
2005年度に行った。 

 

（５）GISに関するその他の技術動向  
国土交通省では、｢移動経路｣｢交通手段｣｢目的地｣などの情報について、｢いつでも、

どこでも、だれでも｣アクセスできるユビキタスな環境を構築し、誰もが持てる力を発

揮し、支え合ってつくる｢ユニバーサル社会｣の実現を目指して、平成 16年から自律移
動支援プロジェクトを実施している。 
本プロジェクトでは、IDのみが記録されている ICタグ等のマーカーを利用し、ネッ
トワークを通して移動者のいる場所を特定するとともに、利用者の状況に応じた情報

を提供することにより、視覚障害者、車椅子利用者、外国人、一般健常者の自律移動

をサポートする。平成 17年度は、神戸市街、神戸空港、愛知万博、積雪時の青森市街
等で実証実験を行った。平成 18年度以降は、試験的な展開を目指す。 

  

国土地理院は、国土交通省の推進する「自律移動支援プロジェクト」に参加し、

「神戸実証実験」において「インテリジェント基準点」を設置した。また、既存基

準点のインテリジェント化や「インテリジェント基準点」の役割等について検討し

てきた。2005 年度においては、「自律移動支援プロジェクト」における自律移動支

援システム技術仕様書 WG に参加し、技術仕様について検討した。また、既設基準
点のインテリジェント化の方法等を検討した。 

 

 経済産業省では、座標のような定量的な記述、住所や施設名といった定性的な記

述、測地座標のように公共性の高い記述及び施設座標のような公共性の低い記述等

の異なる空間情報によって記述された場所が同一であることを示すには、様々な空

間情報を関連付ける仕組を構築することが重要であるとの認識から、ある所を一意

に識別するための識別子である「PI（Place Identifier）」の基本設計を行った。平成
18 年度以降は、国際標準化を視野に入れて JIS化や実証を目指す。 
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５．諸外国の状況 

 GIS をめぐる諸外国の状況については、全世界的な取り組みとして地球地図プロ
ジェクト及び、欧州の主要三ヶ国（イギリス、フランス、ドイツ）における空間情報

の提供に関して動向を把握した。 

 

（１）地球地図プロジェクト 

1992 年、建設省（現在の国土交通省）及び国土地理院は、地球環境問題の解明及

び持続可能な開発の実現等に貢献するため、地球全体を対象とするデジタル地図デ

ータ「地球地図」の整備を提唱した。地球地図構想の推進に向け、今後の協力体制

を円滑に築くことを目的として開催された 1994 年の地球地図出雲会議を経て、1996

年にプロジェクトの運営主体として、国土地理院に事務局を置く地球地図国際運営

委員会（ISCGM）が設立された。ISCGMは、地球地図整備の方針決定と、データ整
備進捗管理を行うとともに、地球地図プロジェクトの普及啓発や開発途上国への技

術移転についても積極的に活動している。 

地球地図プロジェクトは、全球的デジタル基盤地理情報を世界の国家地図作成機

関の協力により整備するものであり、結果として各国の承認を得たデータが構築さ

れることから、国際的な環境保全、自然災害軽減、持続可能な経済発展の促進のた

めに利用可能なデータを提供するプロジェクトである。 

地球地図データは、地球の全陸域を統一仕様でカバーする解像度 1km（縮尺
1/1,000,000 相当）のデジタル地理情報で、8 項目の基盤的地理情報から成っている。

整備されたデータは、作成国の承認を得た後に、 ISCGM のホームページ

（http://www.iscgm.org/）から全世界に公開されており、非営利目的であれば誰でも
無料で利用可能である。 

2000 年には、地球地図第一期データを公開するとともに、地球地図独自データと

して日本を含む 6 カ国のデータを公開し、提供を開始した。2002 年には WSSD（持
続可能な開発に関する世界首脳会議）において、地球地図を 2007 年までに全球整備

することを目標として設定した。 

地球地図参加国・参加検討国の状況は、2006 年 4 月 7 日時点において参加を表明

した国・地域は 146 ヶ国 15 地域（世界の陸地面積の約 91％に相当）、参加を検討し

ている国・地域は 19 ヶ国 1 地域となっている。公開中のデータは合わせて 22 ヶ国

となっており、現在データ検証中の国及び地域は 81 にのぼり、完成次第順次公開さ

れる（データ提供中の 22 ヶ国は、世界の陸地面積の約 14.2％に相当）。 

一方、地球地図プロジェクトをさらに推進する取組みとして、地球地図ナイロビ

セミナー、JICA集団研修「地球地図作成技術コース」等の実施により、開発途上国
における地理情報整備技術の向上を図っている。また、幅広い分野の有識者からな

る「地球地図アプリケーション戦略委員会」を設置し、地球地図の利活用を促進す

るためのアクションプランの策定を行った。 

今後は、2007 年を目途とした全球整備に向けたプロジェクトの一層の推進のため、

参加国の国際協力により全球データを整備することが急務であり、さらに地球地図

の利用拡大を図ることが重要となっている。 
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（２）欧州の空間情報提供の状況 

 

 欧州の主要三ヶ国（イギリス、フランス、ドイツ）における空間情報整備の状況や政策

について、特にワンストップサービスの実情、それを実現する上での様々な制約条件への

対処方法（著作権、複製使用承認の取り扱いなど）等について、国家地図作成機関、地方

（州）測量機関、汎欧州を対象にした地図関連機関等を訪問し、聞き取り調査を行った。 

 

１）各国の空間データ基盤の整備状況 

 欧州では地籍調査が進展しており、大縮尺レベルでの土地境界や建物形状のデータは、

整備が進んでいる。各国の状況は以下の通りである。 

① イギリス 

 イギリスでは、陸地測量部（Ordnance Survey : OS）が小縮尺から大縮尺までの全国（グ
レートブリテンのみで北アイルランドは除く）の地図を一手に整備している。空間データ

基盤としては、Digital National Framework（DNF）が整備されている。DNFは、測地基準点、
大縮尺地形図データ、オルソ画像等の画像データ、道路網等のネットワークデータ、地名

辞典から構成されている。 

 大縮尺地形図データについては、都市部は縮尺 1/1250、郊外は縮尺 1/2500で整備されて
いる。地形図情報の更新は OSが直営で実施しており、主要な更新情報を OSの現場測量技
術者が GPSを使って直営で取得し、その他の更新情報は航空写真撮影毎に更新し、その他
必要に応じ計画図面や完成図面等を収集して更新している。 

 イギリスでは地籍調査そのものが存在せず、OS が 1/1250 の縮尺で地形図情報（土地の
境界、建物の外形情報等）を整備しており、地籍担当部局は土地の所有者台帳情報のみを

OSの地形図とリンクした形で整備している。 
 地名辞典については、道路、土地、建物等の主要な地物全て（各建物、境界毎の土地、

道路をカーブや交差点毎に区切ったポリゴンデータ等）に ID番号が振られている。個別の
地物の外形は、OSの測量成果である 1/1250地形図のデータを使っており、ID番号は管理
機関が付けている。ID番号の振り方にはルールはなく、別な地物に同じ番号さえ振らなけ
れば何を振っても良い事になっている。 

 

② フランス 

 フランスでは、フランス国土地理院（Institut Geographique National : IGN）が 1/10000よ
り小縮尺の地図を全国整備している。空間データ基盤としては、RGE（大縮尺デジタルデ
ータ：Large Scale Master Map）の整備が 2002年から進められており、測地データ、大
縮尺地形図 DB（BD TOPO ）、オルソ画像（BD ORTHO）、住所 DB、地籍の筆 DBか
ら構成されている。 

 BD ORTHOについては、全土を 1/20000～1/30000の航空写真でカバーし、解像度は50cm、
大都市部は 1/5000～1/8000の航空写真でカバーし解像度は 25cmである。1999年から、デ
ジタルカメラを使用しており、2003 年末までに全土をカバーしている。 

 BD TOPOは、1/25000地形図の情報をベクトル化した地図 DBであるが、直接空中写真
から図化するので 1ｍの位置精度を持ち、建物の高さデータを属性として持っている 2.5
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次元の地図データである。2007 年 5 月に全国カバーされる予定である。他に IGN が刊行
しているデジタル地図としては、BD CARTO（5万分 1地形図からベクトル化した地図で、
位置精度は 10～100ｍ）、BD ALTI（大縮尺地形図の等高線と空中写真のステレオ図化で
作成した DEM で、解像度は、50ｍ～1000ｍ）、カーナビ用の道路地図（位置精度は５～
10ｍ）などがある。 
 IGNでは地籍調査を行っていないが、RGEの一環として、地方自治体や地籍部局の協力
を得て、住所レイヤ（通り名、各筆の住所等）、地籍の筆界図形情報を提供している。 

 

③ ドイツ 

 ドイツの国家測量機関としては、内務省所管のドイツ連邦地図・測地庁（Bundesamt fur 
Kartographie und Geodasie : BKG）があり、州測量局と連携した測地基準系の構築と 1/200000
より小縮尺の地図作成を担当しており、中小縮尺は州測量局の担当である。住所データは

郵便局のデータを使用している。BKGには、空間データセンターという組織があり、連邦
レベルの空間情報と州レベルの空間情報の調整を目的として、州測量局データの収集・評

価・調和化を行い、1/200000 地形図の更新、データの提供を行っている。基本的には既成
地図の編集でデータを作成しており、空中写真測量は実施していない。また、IMAGI（地
理情報省庁連絡委員会）の事務局業務を行っており、空間データ基盤として GDI-DE（ド
イツ国土空間データ基盤）の整備を進めている。 

 ドイツ国内には 16の州測量局があり、管轄地域内の土地測量と土地管理に責任を持つ。 
具体的には、地籍測量・登記と地籍図の更新（ALKISプロジェクト）、地形測量と大縮尺
地形図 DBの更新（ATKISプロジェクト）、空中写真とその他のリモセンデータの生産な
どが進められている。州によって状況に違いがあるが、ハノーバーのあるニーダーザクセ

ン州では、大中縮尺地形図の作成はニーダーザクセン州測量局（Landesvermessung und 
Geobasisinformation Niedersachsen : LGN）が行っており、地籍調査は別な機関が実施してい
て、その情報は州測量局にも提供され、1/1000の空間データの基礎となっている。 
主なベクトル地図としては、1/1000 地形図は地籍図から作られ、土地境界データ、建物図
形データが含まれる。1/5000 より小縮尺の地形図は航空写真の図化により空間データが作
成される。航空写真はアナログカメラを使用しているが、毎年州の 20％を撮影し 5年で全
土をカバーしている。DEM については、1998 年からレーザスキャニングを使用して取得
しており、12.5mグリッドで 50cmの位置精度を持つ。 
 

各国の国土空間データ基盤の整備状況 

国   名 イギリス フランス ドイツ 

整 備 機 関 OS IGN BKG及び 
16の州測量局 

空間データ基盤 DNF RGE GDI-DE 

大縮尺データ 1/1250  （都市部）
1/2500  （郊 外） 

BD TOPO（RGEの地
図 DBのひとつ） 

1/1000、1/5000（ニーダー
ザクセン州測量局） 
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２）ジオポータル・ワンストップサービスの状況 

 欧州においても、ジオポータル・ワンストップサービスの実現に向けての取り組みがな

されてきている。英国では空間情報のオンライン提供を行う予定は当面無いが、フランス

では 2006年 6月に運用開始予定で準備が行われており、ドイツでは既に運用されている。 
 （ドイツ連邦 www.geoportal.bund.de） 

 また、ドイツでは各州測量局で大中縮尺の空間データの整備が行われているが、空間情

報のワンストップサービスが行われている州もある。 

 （ニーダーザクセン州 www.geodaten.niedersachsen.de） 

 これらのシステムは、各測量機関が配信する基盤情報に、様々なコンテンツを上乗せし

て配信するというもので、データプロバイダー側が一括して基盤情報を購入して、そこか

らコンテンツ情報と重ね合わせて配信するというパターンもある。日本の電子国土Webシ
ステムと同様、Webマッピングを使ってデータ配信を民間や個人が行える状況が生まれて
いる。各機関とも Google Earthを意識しており、空間データの品質の良さで Googleとの差
別化を図りたいと考えている。 

 

３）標準化への対応状況 

 ISO に準拠したメタデータのフォーマットを整備しており、クリアリングハウスも構築
されている。しかしながら、メタデータの作成については義務規定がないので、国家地図

作成機関はメタデータを作成しても、他の機関は作らないという悩みを抱えている。 

 各国とも ISO準拠を視野に入れており、応用スキーマ等については少なくとも国家地図
作成機関においては対応している。符号化については、現時点ではそれぞれ各国標準フォ

ーマットで整備している。2年後には XMLに対応させる予定とのことで、GMLが ISOで
国際規格になった時までに対応する予定。WMS、WFS などのインターネット配信に関わ
る規格については、すでに対応しているところが多い。 
 品質評価手法について、今回調査機関については、現時点では、プロセス規定に基づき

品質評価を行っており、ISO に準拠したプロダクト規定に基づく品質評価を行っている機
関は無かった。 

  

４）空間情報の著作権、複製使用承認 

 各国とも地図についての著作権を主張しており、使用権をライセンス契約で販売する形

で提供している。使用形態についてはライセンス料金により異なるが、主なライセンス契

約の形としては、①内部利用のみ、②外部に対して閲覧のみさせる（ダウンロードは出来

ない形でのオンライン表示）、③外部に印刷して提供、④付加価値をつけての再配布など

がある。 

 

５）欧州の空間データ基盤構築の取り組み 
 欧州全域の空間データ基盤整備を目的として、欧州地図協会（EuroGeographics：EG ）
という欧州各国の測量地図作成・地籍機関からなる組織が作られている（2004年現在で 41
カ国が参加）。 
 主な製品としては、SABE（シームレス行政界データ）、Euro GlobalMap（1/1000000地
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図データ：EGM）、Euro Regional Map（1/250000地図データ：ERM）、Coordinate Reference 
Service（座標参照サービス：CRS）、Euro Map Finder（メタデータサービス：EMF）の 5
つがある。EGは標準化、価格調整、ライセンス処理などの調整業務のみを行い、データの
編集等の実務は、各機関の EG担当が行っている。また、オンライン受注を行っているが、
配信はオフラインで行っている。データ自体の利活用については、本来目的の EU の事業
費配分の積算に使われるほか、公的にはハイウエイ計画の立案や河川環境調査など国をま

たがった計画・調査に、民間ではマーケティングリサーチなどに使われている。 
 EGが作成している汎欧州空間データについては、著作権は EuroGeographicsが有するが、
この組織の構成員は参加各国となるので、それぞれの空間データの領域の国が著作権を保

有することになる。著作権使用料は各国によって違うので、汎欧州空間データの料金も国

によって価格が様々である。 
 
６）欧州における GISの利活用分野 
 国土管理、都市計画、景観シミュレーション、環境評価、防災・リスク評価、統計など、

基本的には中小縮尺での公的目的での利用が主である。民間利用では、カーナビゲーショ

ン、観光、マーケティングが主である。大縮尺空間データの利用については、地籍とユー

ティリティ企業の地下埋設管理が主である。 

 IGNには GISイノベーション開発の専門セクションがあり、様々な GISソリューション
ビジネスを展開している。具体的な事例としては、影響評価（都市開発）、3 次元景観評
価、プロジェクト評価（空港建設など）、植生変化解析、リスク解析（洪水、大気汚染、

土壌汚染、騒音）などである。 
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６．その他 

 

（１）政府における GISを用いた行政サービス 
 

○ウェブマッピングシステムを用いた行政情報提供サービス（別紙 5） 

   政府の行政情報提供サービスでウェブマッピングを用いているのは、2005 年
度末時点で、1府 6省の 21の行政情報の提供サービスである（2002年 2月時点
では 5省において 6の行政情報の提供）。 

 
○GISポータルサイトの拡充 
  2003 年度より内閣官房のウェブサイトにおいて、GIS 関係省庁連絡会議のポータ
ルサイト（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gis/index.html）を公開したところであるが、
利用者の利便性を向上させ、政府の GIS 政策について一層の周知を図るため、2004
年度から GIS 関係省庁連絡会議（普及啓発・総合調整 WG）において、ポータルサ
イトの拡充について検討を開始した。 
この検討結果をもとに、2005年度に新たな GISポータルサイトを構築し、2006年

4月より試験公開を開始した（http://www.gis.go.jp/）。また、その一環として、府省
横断的な地理情報の利活用のための仕組みについて、一部のシステムが対応可能と

なっている。 
 
（２）2006 年度予算 

関係各府省の 2006年度予算として、88項目、総額約 254億円（関連予算を含み、
施策単位で額を確認できるものを集計。交付金等を除く）が計上されている。（別

紙 6） 
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 おわりに 

 
 1995 年 1 月の阪神・淡路大震災を契機として、同年 9月に、地理情報システム（GIS）

関係省庁連絡会議が設置された。GIS は、社会経済活動の広範な分野において、諸活動

の効率化、迅速化、確実性の向上、機能の充実、コストの削減等多様な効果が得られ

るものとして、極めて大きな役割を果たすものであり、GIS の利用を支える地理情報（地

図データ、統計情報等）は、従来の社会基盤に匹敵する利益をもたらす新たな社会基

盤であると位置づけられるものである。これまで、政府は「国土空間データ基盤の整

備及び GIS の普及の促進に関する長期計画」（1996 年 12 月策定）、「国土空間データ

基盤標準及び整備計画」（1999 年 3 月策定）、「GIS アクションプログラム 2002-2005」

（2002 年 2 月策定）を実施計画として、関係省庁連携の下、順次 GIS の効果的な普及

推進を図ってきたところである。「GIS アクションプログラム 2002-2005」で示された

諸施策については、本フォローアップ報告のとおり、基盤的な空間データの概成、ク

リアリングハウスの構築等、概ねその目標の達成が図られている。 

 

一方で、社会経済の IT 化、インターネット・GIS の技術等の急速な進展及びそれに

伴うニーズの高度化・細分化等 GIS アクションプログラム策定当時には考えられなか

った変化が生じている。また、現在、情報氾濫により、本当に知りたい情報を探すこ

とが困難となっていることから、迅速かつ的確に知りたい情報を整理・検索できる環

境の早急な整備が期待されており、これらの期待に応えるものとして地理情報や位置

情報をキーとして情報処理を行う GIS に対し新たな役割が求められている。 

しかしながら、位置参照の基準となる正確で新鮮な地図データの提供が不十分なた

め異なる整備主体のデータが地図の上で重ならないこと、データが必ずしも相互活用

可能な形で整備・流通されていないこと、業務等において GIS を活用できる人材が不

足していること等、未だ GIS を十分に活用する環境が整っているとは言い難い状況で

ある。 

 

このため政府は、2005 年 9 月に新たに測位・地理情報システム等推進会議を設置し、

測位・地理情報システムの推進体制の強化を図ったところであるが、GIS に対する新た

な期待に応えるために、政府としての以上のような取り組みを一層推進していく必要

があると考えられる。 



（別紙１）

整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
(未達成部分がある場合はその内容と理由)

今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

１．国土空間データ基盤に関する標準化と政府の率先使用による行政の効率化の推進

1

国土交通省 ○　地理情報標準については、ＩＳＯにおいて検討され
ている項目のうち主要な項目を1999年の時点で政府の技
術的な標準として定めたが、これらの項目については、
ＩＳＯによる国際規格が2002年度を目途に確定する予定
であることから、当該規格の確定段階で速やかにＪＩＳ
化する。その他の項目については、2001年に一部ＪＩＳ
化がなされているが、国際規格が確定し次第必要に応じ
順次ＪＩＳ化する。（国土交通省）

2002
年度

　2002年度に、ISO（国際標準化機
構）における検討を踏まえた地理情報
標準（第２版）を作成。
　JIS化については、ISOにおいて国際
規格となった項目（2004年度末現在7
項目）について順次行っており、2005
年度は「地理識別子による空間参照」
がJISとなった。また、「品質評価手
順」、「応用スキーマのための規
則」、「地物カタログ化法」について
JIS化に向けた手続きを行った。

　地理情報標準12項目のうち、11項目の国
際規格が完了した。このうち６項目のJIS
化が完了した。国際規格の確定が当初より
も大幅に遅れたため、残り６項目は現在
JIS化に向けて作業中である。

　今後は、作業中の項目について早期
にJIS化完了を目指すとともに、ISOに
おいて今後新たに国際規格が確定した
項目について、必要に応じ、順次速や
かにJIS化原案を作成する予定。

 

2

経済産業省 ○　Ｇ－ＸＭＬについては、2002年度中にJIS X 7199
（既存のＪＩＳ化されたＧ－ＸＭＬ）の改正案を作成・
提案する。さらに、Ｇ－ＸＭＬとＧＭＬとの国際統合版
の国際規格化に向け、関係機関との調整を強化しつつ、
2002年度中に国際標準化機関への提案を行う。（経済産
業省）

2002
年度
中

　2002年度にJIS X 7199について、世
界測地系へ対応するため改正JIS X
7199(追補１)を発行し、G-XMLとGMLと
の国際統合版(GML3.0)については、国
際的民間団体であるOGC(Open GIS
Consortium)との調整を強化し、2002
年５月にISO/TC211に新規項目提案済
み。2003年６月にGML3.0に整合したG-
XML3.0を公開。
　2004年度は、GML3.1の国際規格化動
向等を踏まえたG-XMLの改訂版である
G-XML3.1版を公開した。GML3.1につい
ては、ISO19136（GMLのISO規格）とし
て審議が行われ、2004年2月にCD（規
格原案）の段階へ進んだ。
　2005年度は、ISO19136(GMLのISO版)
の審議が行われ、11月にFDIS(国際規
格最終案)の段階へ進み、日本からも
適宜フォローを行うと共に、2007年４
月からのIS(国際標準)になることを視
野に入れて、JIS X 7199の改訂に向け
た検討を実施した。

　G-XMLとGMLとの国際統合版(GML3.0)につ
いては2002年５月にISO/TC211に提案し
た。
GML3.1は2005年度までにISO19136として
FDIS(国際規格最終案)の段階まで進んでお
り、2007年度中にIS(国際標準)となる見込
み。

　ISO19136は、2006年4月のIS（国際規
格）化に向けて検討が進められてお
り、日本からも適宜フォローを行う。
また、JIS X 7199の改訂に向けた検討
を行う。

施策の実施状況
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
(未達成部分がある場合はその内容と理由)

今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

3

国土空間デー
タ基盤を有す
る関係府省

○　2002年度以降、国土空間データ基盤に該当する地理
情報の電子化・提供等を行う際は、原則としてＪＩＳ化
された地理情報標準に準拠して電子化・提供等を行う。
　なお、地理情報標準のＪＩＳ化が行われるまでの間
は、必要に応じて、最新版の地理情報標準に準拠して電
子化・提供等を行う。

　

2002
年度
以降

　地理情報標準(第２版)に準拠した仕様書
として､2003年3月に｢農村振興地理情報シ
ステム整備事業空間データ調達仕様書｣を
作成した。2004年度は､地理情報標準(第２
版)に準拠した仕様書として2004年10月に｢
国有林GIS数値基本図データ作成業務仕様
書｣を作成した。これに基づき､一部国有林
(22%)について電子化を行った。2005年度
も引き続き､一部国有林(38%)について地理
情報標準(第２版)に準拠した電子化を行っ
た。（農林水産省）
　国土数値情報について､2002年度までに､
公開中の87項目のうち標準に準拠可能な一
部のデータ項目(25データ項目)について標
準に準拠したデータを作成し､2003年度に､
さらに残りの30項目についてデータを作成
した。2004年度には､これらのデータをイ
ンターネットで公開した。また､18項目の
メッシュデータについて地理情報標準に対
応したデータへ変換するための準備を行っ
た。また､2002年度に、地理情報標準(第
1.2版)に準拠した数値地図25000を整備･提
供し､2003年度に､数値地図2500製品仕様
書､地図情報レベル2500データ作成の製品
仕様書を作成した。2004年度に､数値地図
2500について地理情報標準(第2.0)版に準
拠したデータを提供した。(国土交通省)
　2004年度までに､国土空間データ基盤を
有する関係府省に対し地理情報標準のJIS
化の動向を報告するとともに､最新の地理
情報標準である第２版に準拠した電子化･
提供を働きかけた。（ＧＩＳ関係省庁連絡
会議）

　地理情報標準(第２版)に準拠した仕様書とし
て、「農村振興地理情報システム整備事業空間
データ調達仕様書」を作成した。また、国有林
の基本図について、統一的な製品仕様書として
「国有林ＧＩＳ数値基本図等データ作成業務仕
様書」を作成し、北海道を除くすべての国有林
において、地理情報標準(第２版)に準拠した電
子化が達成された。なお、国有林については、
整備対象面積が膨大であるため、2004年度～
2006年度の３カ年で計画的に電子化を実施する
こととしており、残る北海道の国有林について
は2006年度に地理情報標準(第２版)に準拠した
電子化を行う予定である。（農林水産省）
　国土数値情報について、2005年度までに、
メッシュデータを含む地理情報標準に準拠可能
な全てのデータについて、JPGISに準拠した
データへ変換し、インターネットで公開した。
　数値地図2500、25000とも地理情報標準に準
拠して作成・提供を行った。（国土交通省）

　「農村振興地理情報システム整備事業空
間データ調達仕様書」について、必要に応
じ見直しを行う。
国有林については、2004年度～2006年度の
３カ年で計画的に地理情報標準(第２版)に
準拠した電子化を実施し、2006年度末まで
にはすべての国有林において達成する見込
みである。（農林水産省）
　新たに整備・更新する国土数値情報につ
いては、全て地理情報標準に対応したデー
タを作成し、公開する。（国土交通省）
　引き続き、国土空間データ基盤につい
て、最新版の地理情報標準である第２版に
準拠した電子化・提供を促進する。（ＧＩ
Ｓ関係省庁連絡会議）

 

4

国土空間デー
タ基盤を有す
る関係府省

　また、インターネット技術を用いて各種のＧＩＳを利
用したサービスを実施するために地理情報の相互流通を
行う際は、Ｇ－ＸＭＬと国際統合されたＧＭＬが国際標
準となるまでの間、必要に応じてJIS X 7199を使用す
る。（関係府省）

2002
年度
以降

　2004年度に国勢調査等の小地域境界
データを統計GISプラザによりG－XML
で提供した。（総務省）
　2003年４月に「農林水産分野におけ
る国土空間データ基盤の相互流通に関
する方針」を策定し、G-XMLの利用の
推進を盛り込んだ。2004年度は、同方
針に基づき、G-XMLの利用の推進につ
いて関係部局への周知徹底を行った。
（農林水産省）
　2003年度末に、地質図等で利用され
る被覆機能を取り入れたG-XML3.1版の
仕様が完成し、2004年度に公開すると
ともに、100万分の１地質図のG-XMLに
よる電子化を完了した。（経済産業
省）

　2004年1月の統計GISプラザ開設により、
G-XMLに準拠したデータを提供できる目標
が達成された。(総務省)
　「農林水産分野における国土空間データ
基盤の相互流通に関する方針」を策定し、
G-XMLの利用の推進を盛り込んだ。また、
同方針に基づき、G-XMLの利用の推進につ
いて関係部局への周知徹底を行った。（農
林水産省）
　地質図のG-XMLによる電子化を完了し、
G-XML2.1によるWeb試験公開を実施した。
（経済産業省）

　2006年度以降も引き続き統計GISプラ
ザによりG-XMLに準拠したデータの提供
を継続する。（総務省）
　今後も同方針に基づき、G-XMLの利用
を促進する。（農林水産省）
　引き続き、順次、地質図等の電子化
（JIS X 7199改訂版を想定）を行う。
また、GMLが国際標準となった時点で、
G-XML3.1の拡張機能をGMLに統合する。
（経済産業省）
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
(未達成部分がある場合はその内容と理由)
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(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

5

国土交通省 ○　2002年度中に地理情報標準がＪＩＳ化された場合
は、2003年度中に国土数値情報及び街区レベル位置参照
情報の全部並びに数値地図2500の一部を当該地理情報標
準に準拠させる。数値地図25000については、現在の地理
情報標準に準拠した形式で全国整備が完了しているが、
順次ＪＩＳ化された地理情報標準に準拠させる。（国土
交通省）

2003
年度
中

　国土数値情報の一部について、2003
年度までに、地理情報標準（第2版）
に準拠したデータを作成し、2004年度
に公開した。街区レベル位置参照情報
について、2003年度以降、更新の際に
地理情報標準に準拠したデータを作成
している。
　2002年度に数値地図25000について
地理情報標準（第1.2版）に準拠した
データを作成・公開した。2004年度
に、数値地図2500について、地理情報
標準(第2.0)版に準拠したデータを提
供した。

　JIS化された地理情報標準への速やかな
準拠を目指して、地理情報標準のJIS化の
動向や関連情報の収集に努めた。
　数値地図2500、25000とも地理情報標準
に準拠して作成・提供を実施。街区レベル
位置参照情報についても、データ更新の際
に、地理情報標準に準拠したデータを作
成。
　国土数値情報については、メッシュデー
タを含む地理情報標準に準拠可能な全ての
データについて、JPGISに準拠したデータ
へ変換し、インターネットで公開。

　2006年度以降、国土数値情報、街区
レベル位置参照情報及び数値地図25000
について、地理情報標準がJIS化され次
第、速やかにそれへの準拠をさせると
ともに、数値地図2500、25000とも更新
情報を提供していく。

 

6

国土交通省 ○　地理情報標準の普及を促進するため、ＪＩＳ化が予
定される2002年度以降を目途に、セミナーの開催、マ
ニュアルの作成等の普及活動、技術支援を実施する。
（国土交通省）

2002
年度
以降

　2002年度までに全国6カ所（東京
都、大阪市、名古屋市、福岡市、札幌
市、仙台市）、2003年度には全国4カ
所（広島市、高松市、富山市、那覇
市）で開催した。2004年度からは製品
仕様の作成に特化して全国3カ所（東
京都、大阪市、熊本市）、2005年度は
全国5カ所（札幌市、東京都、新潟
市、名古屋市、岡山市）にて、地理情
報標準の普及促進のためのセミナーを
開催した。また、利用者向けのマニュ
アルを作成した。

　これまでに、地理情報標準の普及を促進
するためのセミナーを延べ18回開催した。
　また、主に利用者を支援するマニュアル
を作成した。

　今後も、セミナーの開催やマニュア
ルの作成等技術支援を通じて、地理情
報標準の普及に努める。

7

経済産業省 ○　2002年度から、Ｇ－ＸＭＬの実用化に向けたセミ
ナーの開催、マニュアルの作成等の普及活動・技術支援
を実施する。（経済産業省）

2002
年度
から

　2002年度に、G-XML国際セミナー、
地方公共団体関係者を対象とするG-
XML説明会、G-XML講演会等を実施。さ
らに、G-XML導入ガイドを作成し、地
方公共団体に配布。
　2003年度は、G-XML国際セミナー(1
回)、国際LBSセミナー(1回)、G-XML講
演会(1回)等を実施。
　2004年度は、国際セミナー(1回)、
LBCS成果発表会(1回)、G-XML説明会(4
回)(2005年2月、全国4箇所)等を実
施。
　2005年度は、公開ワークショップ｢
ｇコンテンツ・ワールド2005｣、LBCS
成果発表会(1回)等を実施。

　G-XMLの普及に向け、国際セミナー、地
方公共団体関係者を対象とした説明会、講
演会、LBCS成果発表会等を開催した。ま
た、G-XML導入ガイドを作成し、地方公共
団体に配布した。

　引き続き、G-XML実用化に向け、セミ
ナーを開催するなど、普及活動・技術
支援を実施する。
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
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備　　　考

２．地理情報の電子化・流通を促進する観点からの制度・ガイドラインの整備

8

国土空間デー
タ基盤を有す
る関係府省

○　空間データ基盤を含む地図等を有する府省は、当該
地図について2002年度中に電子地図にも対応した制度及
び運用となるよう対応方針を定め、原則として、2003年
度から具体的な施策を講じる。（関係府省）

2002
年度
中

　2002年度に、電子地図に対応した制度及
び運用となるよう通達改正等の必要性を把
握し、2003年度に具体的な手法について検
討した。
　2004年度に、電子地図データの考え方や
品質等について具体化した「国有林GIS数
値基本図データ作成業務仕様書」を作成し
た。
　2005年度においても「国有林GIS数値基
本図等データ作成業務仕様書」を作成する
とともに、これに基づいた地図の電子化を
行い、北海道以外のすべての国有林におい
てGISを整備し、電子化された地図を活用
した業務を開始している。（農林水産省）
　2003年3月に「道路台帳管理データ製品
仕様書(案)」を策定し、2003年度に当該製
品仕様書に基づく実証実験を実施するとと
もに、2004年度には、実証実験データを用
いて、道路管理業務における実用性につい
ての実証実験を実施した。2005年度には
「道路工事完成図等作成要領(案)」を策定
し、試行工事において本要領に基づく電子
納品を実施した。
　また、すでに刊行している数値地図2500
に加え、地理情報標準（第1.2版）に準拠
した数値地図25000を、2002年度に刊行開
始した。（国土交通省）
　2005年３月７日付けで不動産登記法が改
正され、地図及び地図に準ずる図面は、電
磁的記録に記録することができることと
なった（不動産登記法（平成16年法律第
123号）第14条第6項）。（法務省）

　国有林について、電子地図に対応した制度及
び運用となるための手法等について検討を重
ね、電子地図データの考え方や品質等について
具体化した「国有林GIS数値基本図データ作成
業務仕様書」を作成した。
　また、これに基づいて地図の電子化を行い、
北海道を除くすべての国有林において、電子地
図を活用した業務を開始した。（農林水産省）
　「道路台帳管理データ製品仕様書(案)を策定
し、実証実験を実施した。
「道路工事完成図等作成要領(案)を策定し、試
行工事を実施するとともに、これを踏まえた改
訂を行った。
また、数値地図2500、25000とも地理情報標準
に準拠して作成・提供を行った。（国土交通
省）
　2005年３月７日付けで不動産登記法が改正さ
れ、地図及び地図に準ずる図面は、電磁的記録
に記録することができることとされたところで
あり(不動産登記法(平成16年法律第123号)第14
条第6項)、地図管理システムが配備されている
登記所においては、法改正以降、順次、電子地
図の取扱いを実施しているところである。
しかしながら、地図管理システムが配備されて
いない登記所においては、電子地図が存在しな
いため、従前どおりの取扱いを実施している。
（法務省）

　2006年度末までにすべての国有林に
おいて電子地図を活用した業務を開始
する予定である。（農林水産省）
　2006年度以降、試行工事を拡大する
ことにより、道路工事完成図等作成要
領(案)における課題、問題点の抽出及
び検討を加え、道路事業については
2007年度からの全面的適用を目指す。
2006年度以降も、数値地図2500、25000
とも更新情報を提供していく。
（国土交通省）
　2006年度から2010年度までに、地図
管理システムに替わり、全国の全ての
登記所に地図情報システムを導入する
こととしており、電子地図の取扱いに
ついては、導入された登記所から順
次、実施する。（法務省）

9

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　空間データ基盤を含む地図等の電子データによる納
品に係る実態調査等を2002年度中に行う。（ＧＩＳ関係
省庁連絡会議）

2002
年度
中

　2002年度末に、毎年度のフォロー
アップの調査項目である「国土空間
データ基盤の整備状況」の一項目とし
て、「電子データによる納品の実施状
況」に係る実態調査を行った。その結
果、空間データ基盤で23件、基本空間
データで41件が、電子納品実施済であ
ることが判った。
　2004年度末に、「電子データによる
納品の実施状況」に係る実態調査を
行った。その結果、空間データ基盤で
34件が電子納品実施済であることが
判った。

　フォローアップの調査項目「国土空間
データ基盤の整備状況」において「電子
データによる納品の実施状況」に係る調査
を行ったところ、空間データ基盤を含む地
図等については34件が、基本空間データに
ついては57件が電子納品実施済みであっ
た。

引き続き、電子納品の推進を図る。

4/30
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10

国土交通省 ○　国土交通省が実施する公共測量の測量成果等の電子
納品要領を2003年度早期までに作成し、当該公共測量の
業務に適用する。（国土交通省）

2003
年度
早期

　2002年度に、測量成果電子納品要領
（案）の作成に係る検討を行った。
2003年度に、測量成果の電子化ならび
に電子納品に関わる基準を定め、業務
の効率化の実現と測量成果の活用の推
進を図ることを目的に、測量成果電子
納品要領（案）を作成し、国土交通省
が実施する公共測量の業務に適用させ
た。2004年度に、実運用の向上の立場
から随時検討を加え、本要領（案）の
追加・改訂を行った。

　2003年度に、測量成果電子納品要領(案)
を作成し、国土交通省が実施する公共測量
業務に適用させるとともに、実運用の立場
から随時検討を行い、2004年度に追加・改
訂を行った。

　引き続き、国土交通省が実施する公
共測量の業務を対象に、測量成果電子
納品要領（案）を適用させる。

11

国土空間デー
タ基盤を有す
る関係府省

○　空間データ基盤を含む地図等を有する府省は、当該
地図について、ＧＩＳ関係省庁連絡会議の調査及び国土
交通省が実施する公共測量作業の測量成果等の電子納品
要領等を参考とし、2003年度から電子納品を実現するた
めの具体的な施策を講じる。（関係府省）

　2003年度に、電子納品が未実施であ
る空間データ基盤を含む地図等を有す
る府省に、電子納品を実現するための
具体的な施策、実施時期等について調
査を行い、47項目のうち直営等の対象
外を除く33項目に対して、27項目が既
に電子納品実施済、また４項目が実現
するための施策を講じていること等の
結果を得た。
2004年度は、49項目のうち直営等の対
象外を除く36項目に対して、34項目が
既に電子納品実施済という結果を得
た。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

　空間データ基盤を含む地図等49項目につ
いて、直営作業を除く37項目中35項目が既
に電子納品を実現した。

引き続き、電子納品の実現を図る。

12

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　政府が提供する地理情報の流通に係る制度面の諸課
題（著作権、２次利用に係る条件等）について検討を行
い、2002年度中に、地理情報の提供方法に係るガイドラ
インとしてとりまとめ、地方公共団体も含め広く周知す
る。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2002
年度
中

　2002年度にＧＩＳ関係省庁連絡会議
において、「政府の地理情報の提供に
関するガイドライン」をとりまとめ、
2003年４月にＧＩＳ関係省庁連絡会議
において、政府の地理情報の流通促進
のため、その提供にあたっては本ガイ
ドラインに沿って行うことを申し合わ
せるとともに、本ガイドラインを公開
し、地方公共団体を含め広く周知し
た。2004年度には、ＧＩＳ関係省庁連
絡会議（制度・運用等検討ＷＧ）にお
いて、「政府の地理情報の提供に関す
るガイドライン」のＱ＆Ａ集を作成・
公開し、地方公共団体を含め広く周知
した。

　「政府の地理情報の提供に関するガイド
ライン」をとりまとめた。さらに、同ガイ
ドラインに沿って政府の地理情報の流通促
進を行うことをＧＩＳ関係省庁連絡会議で
申し合わせるとともに、同ガイドラインの
Ｑ＆Ａ集を作成した。

引き続き、「政府の地理情報の提供に
関するガイドライン」及びそのＱ＆Ａ
集の地方公共団体等への周知を図る。
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３．地理情報の電子化と提供の推進

（１）空間データ基盤の電子化・提供の推進

13

国土交通省 ○　数値地図25000について、2002年度以降、全国の主要
地物を少なくとも年１回更新するとともに、数値地図
2500について、地方公共団体との連携により定期的な更
新を行う。（国土交通省）

2002
年度
以降

2004年度に引き続き2005年度も、数値
地図25000の更新のための作業を実
施。また、数値地図2500について地方
公共団体との連携により更新を実施。

　2004年度に引き続き2005年度も、数値地
図25000の更新のための作業を実施。ま
た、数値地図2500について地方公共団体と
の連携により更新を実施。

引き続き、数値地図25000について随時
更新する。また、数値地図2500につい
て、地方公共団体との連携により定期
的な更新を行い、2006年度はCD-ROM15
枚/年の更新を行う予定である。

14

国土交通省 ○　街区レベル位置参照情報の更新方策について民間活
力の活用も含め、2002年度中に検討し、2003年度から少
なくとも年１回の更新を行う。（国土交通省）

2002
年度
中

2002年度に、街区レベル位置参照情報
の更新方策について検討し、2003年度
以降年１回の更新を実施。

　街区レベル位置参照情報について、2003
年度以降毎年1回の更新を実施している。

引き続き、街区レベル位置参照情報の
更新を行う。

 

15

国土交通省 ○　海域に関する空間データ基盤である水深、海岸線な
ど現在所有するデータの電子化を2002年度中にほぼ整備
完了し、2003年度より新たに日本沿岸域の詳細海底地形
データの電子化を進める。（国土交通省）

2002
年度
中

　2002年度までに沿岸の海の基本図
（水深データ、海岸線データ）につい
て258図の数値化を完了。2003年度か
ら新たに日本沿岸域の詳細海底地形
データの電子化を開始し、2004年度も
引き続き詳細海底地形データの電子化
を実施した。

沿岸の海の基本図(水深データ、海岸線
データ)については258図の数値化を完了。
日本沿岸域の詳細海底地形データについて
は２海域の電子化を完了。

引き続き、詳細海底地形データの電子
化を実施する。

16

国土交通省 ○　2004年度から、全国の都市部における地籍整備を推
進するために必要な街区座標等の調査を行い、その成果
の電子化を図る。（国土交通省）

2004
年度
から

2004年度から、全国324市区町におい
て都市再生街区基本調査に着手し、都
市部の地籍整備に必要な街区座標等の
調査を行っている。

2005年度までに、全国751市区町において
都市再生街区基本調査に着手し、都市部の
地籍整備に必要な街区座標等の調査を行っ
ている。

引き続き、全国の都市部を対象に都市
再生街区基本調査を実施する。

17

国土交通省 ○　道路関係図面については、電子化の仕様等に関する
ガイドラインに基づき、2002年度から道路データ整備に
係る課題検証のための実証実験を行うなど、その電子化
に向けた取り組みを進める。（国土交通省）

2002
年度
から

2002年度から2004年度に、道路データ
整備に係る課題検証のための実証実験
を実施。
2005年度は、「道路工事完成図等作成
要領(案)」を策定し、試行工事につい
て本要領に基づく電子納品を実施し
た。

2005年度に「道路工事完成図等作成要領
(案)」を策定し、試行工事を実施するとと
もに、上半期試行工事を踏まえた改訂を
行った。

2006年度以降、道路事業については全
面的適用を目指す。

　

18

国土交通省 ○　20万分の１等の小縮尺の電子地図について、2004年
度末までに、数値地図25000等を活用し効率的な整備を行
う。（国土交通省）

2004
年度
末

2002年度に、２万５千分１地形図デー
タを用いたベクトル編集に向けて、シ
ステム及び基図の検討を実施。2003年
度に、ベクトルデータによる効率的な
編集手法の検討の一環として、モデル
地区（伊勢）において修正情報（変化
情報）の取り込み手法及び整備項目に
ついての検討を実施。
2003年度より公開を行っている「電子
国土WEBシステム」で表示する小縮尺
の地図情報について、2004、2005年度
に一部更新を実施した。

　2003年度より公開を行っている「電子国
土Webシステム」で表示する小縮尺の地図
情報について、数値地図25000等の既存の
数値地図を活用しつつ2004、2005年度に一
部更新を実施した。

引き続き、本施策を実施する。
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19

国土交通省 ○　2005年度までに、航空レーザ測量により高密度かつ
高精度な標高データを取得・整備する仕組みを確立し、
今後の３次元電子地図の作成に寄与する。（国土交通
省）

2005
年度
中

航空レーザ計測の実施方法について指
針を作成し、2004年度より河川域及び
海岸域等の航空レーザ計測を実施中。

航空レーザ計測の実施方法について指針を
作成し、2004年度より河川域及び海岸域等
の航空レーザ計測を実施中。
2005年３月に「治水バランス評価用データ
作成ガイドライン(案)レーザ計測データ加
工編」を作成し、水理解析に利用する河川
横断図の作成に、レーザ計測データを活用
可能とした。

今後、2006年度から2007年度にかけ
て、さらに河川域の航空レーザ計測を
実施予定。

20

国土交通省 ○　2002年度末までに数値地図25000を、2005年度末まで
に20万分の１等の小縮尺の電子地図をインターネットに
より提供する。
　水深データ、海岸線データ、詳細海底地形データにつ
いては、データを適切に更新する必要があることからＣ
Ｄ－ＲＯＭ等により2002年度から順次提供を行い、イン
ターネットによる提供についても検討を進める。（国土
交通省）

2005
年度
中

数値地図25000について、2002年度に
インターネットによる提供を開始。ま
た、沿岸の海の基本図（水深データ、
海岸データ）をＣＤ－ＲＯＭ等により
2002年度から順次提供を開始し、2002
年度に総計30件、2003年度に総計64件
提供。さらに、2003年度にWeb提供用
ソフトを開発した。2003年度より公開
を行っている「電子国土WEBシステ
ム」で表示する小縮尺の地図情報の表
現について検討・改良を行い、2004年
度にインターネットにより公開した。
詳細海底地形データについては電子化
作業中であるが、沿岸の海の基本図に
ついてはインターネット提供に関する
課題の整理を行った。

　2002年度に、数値地図25000のインター
ネットによる提供を開始した。また、2003
年度より公開を行っている「電子国土Web
システム」で表示する小縮尺の地図情報の
表現について検討・改良を行い、2004年度
にインターネットにより公開した。また、
水深データ等について、CD-ROM等による提
供を順次行い、インターネットによる提供
について課題の整理を行った。

引き続き、本施策を実施し、詳細海底
地形データについては、将来における
提供の可能性について検討を行う。

21

国土交通省 ○　数値地図2500、数値地図25000及び国土数値情報につ
いて、ウェブマッピングシステムを用いたインターネッ
トによる提供を2003年度から実施し、一般ユーザーが
ウェブブラウザ上で地理情報を手軽に閲覧等できるよう
にする。（国土交通省）

2003
年度
から

数値地図2500、数値地図25000につい
て、2003年度よりウェブマッピングシ
ステムを用い、インターネットによる
提供を行っている。また、国土数値情
報については、予定を早め2002年度よ
り、「国土情報ウェブマッピングシス
テム」を用いたインターネットによる
提供を開始した。2003年度より、さら
に手軽に閲覧できるように機能の充実
を行っている。

　国土数値情報については2002年度より、
数値地図2500、数値地図25000については
2003年度より、ウェブマッピングシステム
を用い、インターネットによる提供を行っ
ている。

引き続き、数値地図2500、数値地図
25000について、ウェブマッピングシス
テムを用いたインターネット提供を行
い、国土数値情報については、ウェブ
マッピングシステムを用いたインター
ネット提供及び機能の充実を行う。
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22

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　民間データを行政でも幅広く容易に活用できる環境
を整備するため、2002年度早期に民間との協力の下、地
図データの品質を容易かつ効率的に比較するための品質
評価ガイドラインに基づく品質を明示するための評価表
（以下「品質評価表」という。）を作成するとともに、
その普及を図る。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2002
年度
早期

2002年度から2003年度にかけて、ＧＩ
Ｓ関係省庁連絡会議（標準普及ＷＧ）
において、ＧＩＳ官民推進協議会地図
データ品質等ＷＧと連携して品質評価
表を作成し、2003年６月に、この品質
評価表により政府が保有する空間デー
タ基盤を含む地図等について品質を明
示することを申し合わせた。さらに、
空間データ基盤を含む地図等につい
て、この申し合わせに基づく品質評価
表の作成を働きかけ、作成された品質
評価表についてＧＩＳ関係省庁連絡会
議ホームページに掲載し、普及を図っ
た。

　これまでに、空間データ基盤を含む地図
等24項目について品質評価表を作成し、そ
の普及を図った。

引き続き、民間データを行政でも幅広
く容易に活用できる環境整備に努め
る。

23

関係府省 　2002年度中に数値地図2500、数値地図25000及び森林基
本図について、品質評価表によって品質を明示するとと
もに、これらを参考として空間データ基盤を含む地図等
についても、2003年度中に品質を明示する。（関係府
省）

2002
年度
中

2003年度に、数値地図2500、数値地図
25000及び森林基本図について、品質
評価表を作成し、ＧＩＳ関係省庁連絡
会議（標準普及ＷＧ）に提示。その他
の空間データ基盤を含む地図等につい
ても品質評価表の作成を開始した。
（関係府省）
2005年度までに、基本単位区図形中心
点等について、品質評価表を作成し
た。（総務省）
2004年度は、「農村振興地理情報シス
テム整備事業空間データ調達仕様書」
に基づき作成された数値地形標高につ
いて、事業主体である地方公共団体
が、その品質を明示する際の参考とす
るため、国において品質評価表を作成
した。（農林水産省）
数値地図の品質評価表を追加作成し
た。また、国土数値情報の品質評価表
を作成した。（国土交通省）

数値地図2500、数値地図25000及び森林基
本図について、品質評価表を作成し、ＧＩ
Ｓ関係省庁連絡会議(標準普及ＷＧ)に提示
した。（関係府省）
基本単位区図形中心点等について、順次品
質評価表を作成し提示した。（総務省）
「農村振興地理情報システム整備事業空間
データ調達仕様書」に基づき作成された数
値地形標高について、事業主体である地方
公共団体が、その品質を明示する際の参考
とするため、国において品質評価表を作成
して提示した。（農林水産省）
数値地図及び国土数値情報等の空間データ
基盤を含む地図等について、順次品質評価
表を作成して提示した。（国土交通省）

今後、空間データ基盤を含む地図等に
ついて、品質を明示すべきものについ
ては、明示するよう努めていく。

　

24

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　民間データの行政での活用を促進し、地理情報の効
率的な整備を進めるため、政府、地方公共団体の業務で
民間データを活用する際の契約形態等について、民間と
も協力しつつ2002年度中に調査、検討を行い、2003年度
早期に成案を得て広く周知する。（ＧＩＳ関係省庁連絡
会議）

2002
年度
中

GIS関係省庁連絡会議（制度・運用等
検討ＷＧ）において、2002年度に、民
間データを活用する際の契約形態等に
ついて、事例収集等を行い、2003年度
に、検討の一環として、PPP（Public
Private Partnership）についての情
報収集や有識者からヒアリングを行っ
た。

ＧＩＳ関係省庁連絡会議（制度・運用等検
討ＷＧ）において、民間データを活用する
際の契約形態等について情報収集や有識者
からヒアリングを行った。
民間データの活用事例の蓄積が進んでいな
いことから、成案を得るには至っていな
い。

今後、民間における検討の熟度の高ま
りに応じて、必要な対応を検討する。
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
(未達成部分がある場合はその内容と理由)

今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

（２）基本空間データ、デジタル画像の電子化・提供の推進

25

文部科学省、
経済産業省

○　環境対策・防災対策等各種対策上の基礎となる地す
べり地形分布図、火山地質図、活断層図等の地理情報
を、2005年度末までに空間データ基盤・基本空間データ
とリンクして使用可能な数値情報として整備する。（文
部科学省、経済産業省）

2005
年度
末

　2002年度までに、地すべり地形分布
図252図郭についてインターネットに
よる提供を開始し、2003年度にはさら
に31図郭公開した。2004年度は関東甲
信越地域の44図郭を追加し、公開範囲
は計327図郭となった。なお、本デー
タはSHAPE,DXL,E00形式でのベクトル
データのダウンロードにも対応してい
る。2005年度は近畿地方・中国地方を
中心に211図郭のデータベース化とイ
ンターネット公開範囲の追加を行っ
た。また、2005年度末にはWMSサービ
スを開始している。（文部科学省）
　2002年度引き続き2003年度も、火山
地質図と活断層図(ストリップマップ)
について、数値化を実施。
　2004年度は、伊豆半島活断層図など
構造図６図について数値化を完了し
た。また、2003年度から着手した地す
べり地形分布図と地質断裂系図との統
合化を指向した共同研究を終了した。
　2005年度は、海洋地質図５図、５万
分の１地質図幅20図について数値化を
完了した。（経済産業省）

2002年度以前に東北地方と中部地方の一部
182図郭をインターネットで公開。その
後、2002年度は北陸地方70図郭、2003年度
は中部地方31図郭、2004年度は関東甲信越
地域44図郭、2005年度は近畿地方・中国地
方を中心に211図郭を追加公開し、全体で
538図郭まで拡大、目標としていた357図郭
を超えて数値情報の整備計画を達成した。
また、空間データ基盤・基本空間データ等
とリンクして利用可能なWMSサービスを開
始した。なお、本データは利便性の高い
SHAPE､DXL､E00形式でのベクトルデータの
ダウンロードにも対応している。地すべり
災害に対する国民の関心は高く、ホーム
ページのアクセス数は年平均２万件を超え
ている。特に中越地震が発生した直後から
の1週間で数千件のアクセスがあり、土砂
災害技術者・研究者だけでなく、住民が居
住地の危険性を判断する目安として活用さ
れている。（文部科学省）

　火山地質図、活断層図、海洋地質図など
について数値化を完了し、数値地質図(CD)
として刊行、あるいは産総研データベース
としてWEB公開を進め、地質関連データの
整備・提供の目標を達成した。（経済産業
省）

2006年度以降は、新たに刊行する地す
べり地形分布図の印刷図発行実績に追
随してインターネット公開範囲の拡大
を目指す。そのため年間48図郭以上を
目標に拡大を進め、2006･2007年度は四
国地方、2008･2009年度に九州地方の拡
充を目指す。その後も北海道・沖縄な
ど順次公開範囲を拡大し、2015年度を
目標に全国1,100図郭以上の公開を図
る。また、現在のWMSサービスに加え
て、より多機能な地図情報の重ね合わ
せにも対応できるWFSサービスなどの実
現を図る。（文部科学省）

　2006年度も、引き続き、海洋地質図
を中心に数値化を推進する。（経済産
業省）

26

経済産業省 ○　地質図について、2003年度までにその作成に必要な
記号等のＪＩＳ化を図るとともに、2005年度までに電子
化を半数程度完了する。また、電子閲覧システムの機能
を拡充する。（経済産業省）

2005
年度
末

　地質図の記号等のJIS化は予定を繰
り上げ2002年度に完了（JIS
A0204:2002)。2003年度には、地質図
JISとG-XMLに準拠した数値地質図標準
化を開始。2004年度には、100万分の
１地質図のG-XML仕様に基づく電子化
作業を完了し、電子閲覧システムとし
て産業技術総合研究所の研究情報公開
データベースであるRIO-DBサイトに掲
載した。
　2005年度は、TS｢地質図－記号、
色、模様、用語及び地層・岩体区分を
示すコード群｣の再検討を進めた。

　2002年度に地質図の作成に必要な記号等
についてJIS化し、2004年度に電子閲覧シ
ステムとして100万分の１地質図をRIO-DB
サイトに掲載した。また、2005年度までに
半数程度の電子化を完了するなど、当初の
目標を達成した。

　引き続き、JIS A0204:2002の見直し
を含め地質図標準に係る検討を進める
とともに、新刊分を含め計画どおり地
質図の電子化を進める予定である。
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
(未達成部分がある場合はその内容と理由)

今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

27

国土交通省 ○　ハザードマップ等の基礎となる土地条件図、火山土
地条件図、活構造等の地理情報を2005年度末までにＧＩ
Ｓ基盤情報とリンクして使用可能な数値情報として整備
し、インターネットにより提供する。（国土交通省）

2005
年度
末

2005年度までに、土地条件図「小田
原」、火山土地条件図「伊豆大島」、
火山基本図「東伊豆単成火山群」3
面、都市圏活断層図「塩原」ほか7面
について、数値化を実施。1997年度ま
でに作成した土地条件図及び一部の都
市圏活断層図データを電子国土Webか
ら公開。2006年度に、土地条件図「福
岡」ほか6面、火山土地条件図｢安達太
良山」、火山基本図「薩摩硫黄島」
「薩摩竹島」「諏訪之瀬島」、都市圏
活断層図「阿寺断層帯」4面について
数値化を実施。

2005年度までに、土地条件図1面、火山土
地条件図1面、火山基本図3面、都市圏活断
層図8面について、数値化を実施した。ま
た、1997年度までに作成した土地条件図及
び一部の都市圏活断層図データを電子国土
Webから公開した。

引き続き、土地条件図、火山基本図、
都市圏活断層図等の数値化を進めると
ともに、電子国土Webからのデータの提
供を進めていく。

28

文部科学省 ○　地球観測衛星データの検索、提供を可能にするシス
テムを2005年度末までに構築する。（文部科学省）

2005
年度
末

2006年1月に打上げた陸域観測技術衛
星「だいち」のデータ提供用情報シス
テムについて運用準備を実施し、「だ
いち」打上げ後は衛星の初期チェック
アウトと平行して、情報システムの実
データによる確認を行っている。ま
た、国内大学等と衛星データ相互利用
のためのＧＩＳ利用システムの試作に
より、複数の衛星画像を比較するツー
ルなどの作成を行った。

2006年1月に打上げた陸域観測技術衛星
「だいち」のデータ提供として、取得した
「だいち」のデータの検索・提供を可能と
する情報システムの構築を実施した。現
在、打上げ後の衛星の初期チェックアウト
と平行して、情報システムの実データによ
る確認を行っている。「だいち」のデータ
提供開始後は、データ(デジタル画像)の電
子データの提供(CD-ROM､DVDなどの電子納
品)が本システムにより行える予定。

データ提供については、打上げ後の
データ検証期間を経て2006年度(10月以
降)より開始する見込み。

　

29

国土交通省 ○　国土交通省が保有する空中写真の電子化を進め、
2002年度より、インターネットによる提供サービスを開
始する。（国土交通省）

2002
年度
より

国土地理院が保有する空中写真につい
て、2003年度までに3,028枚を、2005
年度までに36,545枚を追加し、イン
ターネット提供した。
国土計画局が保有する「国土画像情報
（カラー空中写真）」について、2002
年度より、インターネットによる提供
を開始し、2004年度までにその全て
（総計約40万枚）についてインター
ネット提供を行った。また、2003年度
からオルソ化を実施し、2004年度まで
に約9万枚について実施した。
海上保安庁が保有する海岸線付近の空
中写真約13千枚について、インター
ネット提供に関する課題の整理を行っ
た。

　国土地理院が保有する空中写真につい
て、2002年度にインターネット提供を開始
し、2005年度末までに39,573枚を提供し
た。

　国土計画局が保有する空中写真約40万枚
については全てをインターネットで提供し
た。また、2005年度までに約20万枚のオル
ソ化を実施し、その約半数については、イ
ンターネットで提供を行った。

　海上保安庁が保有する海岸線付近の空中
写真について、2004年度までに約13千枚の
デジタル化、メタ情報の作成が完了し、ク
リアリングハウスへの登録を行った。イン
ターネット提供に関する課題の整理を行っ
た結果、2005年度末から約12千枚の空中写
真についてインターネット公開を開始し
た。

引き続き、インターネット提供を行う
とともに、公開範囲を拡大していく予
定。

引き続き、国土計画局が保有する国土
画像情報（カラー空中写真）につい
て、インターネット提供を行うととも
に、さらに、データのオルソ化をすす
め、インターネットでの提供を実施す
る。

引き続き、インターネットによる公開
を行う。
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
(未達成部分がある場合はその内容と理由)

今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

（３）クリアリングハウスの拡充等流通環境の整備

30

国土空間デー
タ基盤を有す
る関係府省

○　メタデータの整備と地理情報クリアリングハウスへ
の登録を進め、2003年度までには、政府が保有する国土
空間データ基盤については、原則として、地理情報クリ
アリングハウスに登録されるよう努める。（関係府省）

2003
年度

2004年度に、都道府県に保安林台帳の
メタデータの整備と地理情報クリアリ
ングハウス登録を行うよう働きかけを
行った。（農林水産省）
2002年度よりＧＩＳ関係省庁連絡会議
（標準普及ＷＧ）を通じて、国土空間
データ基盤を有する関係府省に、メタ
データ整備と地理情報クリアリングハ
ウスへの登録を働きかけ、2005年度末
までに7省（10機関）、及び8法人の登
録がされた。また、新たな形式のメタ
データの作成の便宜を図るため、最新
の地理情報標準に準拠したメタデータ
編集ソフトを2003年10月に開発し、関
係府省及び関係者へ配布した。（国土
交通省、関係府省）
2002年4月に、生物多様性情報に係る
メタデータの整備を開始し、2003年8
月に、生物多様性情報システム上にク
リアリングハウスメカニズムの試験運
用版を開設し、2004年７月に本格運用
を開始した。（環境省）

2002年度よりＧＩＳ関係省庁連絡会議（標
準普及ＷＧ）を通じて、国土空間データ基
盤を有する関係府省に、メタデータ整備と
地理情報クリアリングハウスへの登録を働
きかけ、2005年度末までに7省(10機関)、
及び8法人の登録がされた。

今後も新たに国土空間データ基盤を整
備した場合は、メタデータ整備とクリ
アリングハウス登録に努める。（農林
水産省）
引き続き、国土空間データ基盤につい
て、メタデータが整備され次第速やか
に、クリアリングハウスへの登録を進
める。（国土交通省）
引き続き、生物多様性情報に関するメ
タデータの整備を実施するとともにク
リアリングハウスメカニズムへの登録
を推進する。（環境省）

　

31

経済産業省 ○　クリアリングハウスの検索を容易にするため、2003
年度末までに、メタデータ検索に関連するデータのプロ
ファイルに係る技術仕様の規格化を行う。（経済産業
省）

2003
年度

2002年度から、当該技術仕様（GEO-J
プロファイル）が参照するメタデータ
標準等の最新関連規格化動向を調査
し、2004年3月に、国際メタデータ標
準ISO19115(JIS X7115)をベースとし
たGEO-JプロファイルのJIS原案を作成
し、ＪＩＳＣ（日本工業標準調査会）
に提案し、2004年11月にJIS X7198と
して制定した。

　2004年3月に、国際メタデータ標準
ISO19115（JIS X7115）をベースとした
GEO-JプロファイルのJIS原案を作成し、
JISC(日本工業標準調査会)に提案し、2004
年11月にJIS X7198として制定した。

　ISO19139（地理情報メタデータのた
めのXMLスキーマ）がTS（標準仕様）と
して制定された後、速やかにJIS X7198
の改定の必要性を検討する。

32

国土交通省 ○　政府の地理情報クリアリングハウスと地方公共団
体、大学等関係機関のクリアリングハウスとの接続につ
いて、2002年度以降も引き続き関係機関との協力の下、
接続に向けた取り組みを進め、より多くの情報を検索で
きるようにする。（国土交通省）

2002
年度
以降

2003年度、ホームページより、日本版
メタデータプロファイル（JMP2.0）の
仕様書及び解説書の公開、メタデータ
エディタ及び更新のための変換ツール
等の提供を実施。
2004年度に、地理情報標準普及セミ
ナーやGIS普及促進のための講演会な
どにおいて、地方公共団体、大学等の
関係機関に対して、政府の地理情報ク
リアリングハウスとの接続について協
力を求めた。

2003年度、ホームページより、日本版メタ
データプロファイル（JMP2.0）の仕様書及
び解説書の公開、メタデータエディタ及び
更新のための変換ツール等の提供を実施
し、関係機関が地理情報クリアリングハウ
スへの接続するにあたっての技術支援に供
している。
2004年度に、地理情報標準普及セミナーや
GIS普及促進のための講演会などにおい
て、地方公共団体、大学等の関係機関に対
して、政府の地理情報クリアリングハウス
との接続について協力を求めた。

引き続き、関係機関との接続に向けた
取り組みを実施する。
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整理
番号

実施府省 実施内容
目標
年次

進捗状況
達成状況

(達成した場合は具体的な内容）
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今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

４．ＧＩＳの本格的な普及支援

（１）地方公共団体との協力、地域への支援

33

総務省 ○　地方公共団体への統合型ＧＩＳの普及を図るため、
2002年度に統合型ＧＩＳの運用及び利活用に関する指針
を策定し、2003年度までに統合型ＧＩＳ導入・運用に関
するマニュアルを作成するとともに、関係府省との協力
による普及活動を実施するなど、積極的な普及施策を展
開する。（総務省）

2002
年度

　2002年度に、統合型ＧＩＳ普及のた
め、国土地理院との共催による普及セ
ミナーを実施するとともに、「統合型
の地理情報システムに関する運用指
針」、「統合型の地理情報システムに
関する活用指針」を策定。さらに、市
町村合併時における統合型ＧＩＳの活
用検討、電子自治体施策との連携活用
検討（総合行政ネットワーク、電子申
請・届出、Ｇ－ＸＭＬ等）を実施。
　2003年度においては、引き続き、国
土地理院との共催による普及セミナー
を実施するとともに、統合型ＧＩＳ未
導入団体に対するマニュアルを作成。
　2004年度においては、引き続き、国
土地理院との共催による普及セミナー
を実施するとともに、11月に地方公共
団体と連携した統合型ＧＩＳ普及セミ
ナーを開催。さらに、総務省の施策や
先進団体の取組を紹介する統合型ＧＩ
Ｓポータルサイトを設置。また、浦安
市等の協力の下、複数の地方公共団体
が共同で運用する共同アウトソーシン
グ事業に供するためのアプリケーショ
ンを開発し、全国の地方公共団体に無
償で公開。
　2005年度においては、引き続き、国
土地理院との共催による普及セミナー
を実施するとともに、10月に地方公共
団体と連携したセミナーを開催。

　左の内容を実施したことにより、統合型
ＧＩＳの導入団体数(率)が、2002年4月に
おいて県5(10.6%)、市町村118(3.6%)で
あったが、2005年4月には県14(29.8%)、市
町村297(12.3%)に増加した。

　2006年度以降、統合型ＧＩＳ未導入
団体に対する普及促進に向け、統合型
ＧＩＳポータルサイトの充実、地方公
共団体や関係府省との共催によるセミ
ナーの開催を図る。
　また、統合型ＧＩＳの一層の普及に
向け、個人情報保護対策のあり方等の
課題について調査検討を行う。

　

34

農林水産省 ○　2005年度末までに地方公共団体が実施する農業振興
地域における1/2500レベルの地理情報の概成を目指し、
その整備を支援する。（農林水産省）

2005
年度
末

2002年度は補助事業により、農業振興
地域の地理情報を整備している地方公
共団体を支援した。
2004年度も引続き、補助事業による支
援を行い、これまでに整備対象面積の
概ね６割が整備された。
2005年度も引き続き、地方公共団体等
が実施する地理情報整備の支援を行
い、これまでに整備対象面積の概ね７
割が整備された。

2005年度末までに、農業振興地域(森林等
を除く)全体の概ね８割の面積で1/2500レ
ベルの地理情報が整備され、農業振興施策
の効率的な推進が達成される見込みであ
る。

2006年度以降は、農業に関する既存地
理情報の利活用促進並びに農地や農業
用水利施設等に関する地理情報整備の
支援を行う。
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35

国土交通省 ○　2002年度及び2003年度においては、地籍調査成果の
電子化を支援するとともに、地方公共団体における地籍
調査データを基図としたＧＩＳシステムの利活用を支援
する。2004年度以降については、全国の都市部の街区座
標のデータを整備する中で、対応する。（国土交通省）

2002
年度
及び
2003
年度

2002年度から実施されている地籍活用
GIS推進事業により、2003年度までに
46箇所の地方公共団体のＧＩＳ構築の
支援を行った。
また、地籍調査事業の中で、2004年度
は19箇所、2005年度は4箇所の地方公
共団体に対して、地籍調査データを基
図としたＧＩＳ構築の支援を行った。

地籍活用ＧＩＳ推進事業により、46箇所の
地方公共団体のＧＩＳ構築の支援を行うと
ともに、地籍調査事業の中で、延べ23箇所
の地方公共団体に対し、地籍調査データを
基図としたＧＩＳ構築の支援を行った。

引き続き、全国の都市部の街区座標
データの整備を行う等により、地籍調
査データを基図としたＧＩＳ構築の支
援を行う。

36

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　地方公共団体によって整備される地理情報の重要性
を踏まえ、地方公共団体との連携を強化するため、2002
年度から地方公共団体と定期的な意見交換を実施する。
（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2002
年度
から

2002年度に１回、2003年度に２回、
2004年度には２回、2005年度には２
回、地方公共団体との意見交換を実施
した。

2005年度までに延べ７回、ＧＩＳの整備・
普及の現状や問題点等について地方公共団
体との意見交換を実施した。

引き続き、地方公共団体との定期的な
意見交換の実施に努める。

37

総務省 ○　高度情報社会におけるＧＩＳの普及発展に資するた
め、共同利用型の研究開発施設を整備し、2004年度末ま
で企業、大学、研究機関、地方自治体等に開放し、ＧＩ
Ｓ応用技術の研究開発を支援する。（総務省）

2004
年度
末

　2001年度までに、横須賀市、宇治市
及び那覇市において、独立行政法人情
報通信研究機構（ＮＩＣＴ）ＧＩＳ研
究開発支援センターを企業等へ開放
し、ＧＩＳ応用技術の研究開発の支援
を実施。

　横須賀市、宇治市及び那覇市の支援セン
ターにおいて、企業等へ研究設備を開放
し、応用技術の研究開発の支援を実施し
た。
　なお、宇治市及び那覇市の支援センター
については2004年度末、横須賀市の支援セ
ンターについては2005年度末で運用を終了
した。
　宇治市・那覇市の各支援センターにおけ
る研究開発の成果については、2005年度よ
りＮＩＣＴホームページを通じて広く一般
に公開した。

　引き続き、宇治市・那覇市の各支援
センターにおける研究開発成果につい
て、ＮＩＣＴホームページを通じて広
く一般に公開していくとともに、横須
賀市の支援センターにおける研究開発
成果のうち公開可能なものについて、
2006年度以降、ＮＩＣＴのホームペー
ジを通じて広く一般に公開していく予
定。
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38

経済産業省、
国土交通省

○　全国で数件程度のＧＩＳに係る推進体制が2003年度
までに整備され、各地域でデータの整備、クリアリング
ハウスの構築、地理情報標準やＧ－ＸＭＬの普及等につ
いて自立的な取り組みが進められることを目標に、推進
体制整備のための指導・助言、技術支援等を行う。（経
済産業省、国土交通省）

2003
年度

2002年度にGISモデル地区実証実験を実施
し、地域でのGISに係る推進体制整備の支
援として、G-XML導入ガイドの作成等を
行った。2003年度に地域における推進体制
整備のための課題等の検討を行うととも
に、G-XML普及のためのツール等を作成、
公開した。2004年度に、北海道、横浜、名
古屋、京都にて、G-XML、LBS及びgコンテ
ンツの概要、事例等を紹介する説明会を開
催した。2005年度は、LBCSデータ仕様を公
開するとともに、東京にてG-XML、LBCS及
びｇコンテンツに関する事例や実施事業の
説明会を実施した。（経済産業省）
2002年度から2005年度にかけて、事例調査
の実施等を通じ、地域における推進体制整
備に向けた取り組みに対し、助言、支援を
行った。具体的には、2002年度に「とちぎ
GISの会」（栃木県域）発足に際する助言
等、2003年度に「GIS大縮尺空間データ官
民共有化推進協議会」（大阪府域）を基礎
とする推進組織の形成に向けた助言等、
「やまがたGIS活用研究会」（山形県域）
発足に際する助言等、2004年度に「GIS地
域推進研究会」（静岡県域）の開催を通じ
た推進組織の形成に向けた助言等、「くま
もとGISクラブ」（熊本県域）発足に際す
る助言等、2005年度に高知県域及び別府市
域における推進体制の形成に向けた助言等
を行った。（国土交通省）

　GISモデル地区実証実験や地域における
推進体制整備のための課題等の検討を実施
するとともに、G-XML導入ガイド、LBCS
データ仕様、G-XML普及のためのツール等
の作成・公開、また、事例や実施事業の説
明会を実施し、地域でのGISに係る推進体
制整備のための支援を行った。（経済産業
省）

2002年度から2005年度にかけて、事例調査
の実施等を通じ、栃木、大阪、山形、静
岡、熊本、高知、大分の各地域における推
進体制整備に向けた取り組みに対し、助
言、支援を行った。これらにより、推進体
制は前進した。（国土交通省）

引き続き、G-XMLの普及等に向け地域に
おける推進体制整備のための指導・助
言、技術支援を実施。（経済産業省）

引き続き、地域における推進体制整備
に向けた取り組みに対し、事例調査の
実施等を通じた助言、支援を行う。
（国土交通省）
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（２）ＧＩＳを基本とした新たなサービス・産業の創出及び関連技術との連携等

39

国土交通省 ○　施設等の維持管理に必要なＧＩＳデータの効率的な
整備を実現するため、工事竣工時に納品されるＣＡＤ
データに含むべき地物とその属性及び精度を整理し、
2002年度までに標準案を作成する。また、その成果を次
世代ＣＡＤデータ交換標準の策定に反映させ、ＣＡＬＳ/
ＥＣの推進を図る。（国土交通省）

2002
年度

2002年度に、様々な施設のCADデータ
の属性を、調査、設計、施工、維持管
理等、GISとリンクしたCALSの一連の
流れと整合をとることを前提にデータ
項目を整理し、そのためのプロトタイ
プモデルを作成した。
2003年度は、CAD-GIS連携の今後の方
向と課題の検討を行い、あわせて道路
分野で竣工CADデータを維持管理GISで
取り込むためのデータ取得マニュアル
案及び交換仕様案を作成した。
2004年度は、プロダクトモデルのデー
タ交換（SXFレベル4）について検討を
行うとともに、道路分野における取り
組みも踏まえて、CAD-GIS間でデータ
交換を行うための検討課題の整理を
行った。

施設等の維持管理に必要なGISデータの効
率的な整備のために工事竣工時に電子納品
されるCADデータを活用する方法として、
2005年度に道路分野では「道路工事完成図
等作成要領」を開発するとともに、その他
の事業への適用性についても検討してい
る。
　このようなCAD-GISの連携は、現在は二
次元での交換(SXFレベル2Ver3)が始まりつ
つあるところであるが、将来的には施設単
位(オブジェクト単位)での交換を見据え、
SXFレベル4を用いたプロダクトモデルレベ
ルのデータ交換についても検討し今後の展
開方法などの検討を行った。

CAD-GIS連携のためのSXFレベル2Ver3に
対応したCAD製品が民間で出つつあるの
でその普及・展開を振興するととも
に、引き続き、SXFレベル4についても
検討を進める。

40

国土交通省 ○　精度の高い位置情報を利用者に提供するための低コ
ストのシステムを2004年度まで検討し、効果的な整備方
法の提案を行う。また、道路管理に必要な道路ＧＩＳの
効率的な整備を行うために、車両等を用いた自動測量技
術、あるいは建設時に作成するＣＡＤデータをもとにし
た高精度ＧＩＳデータの生成技術を2004年度までに開発
する。さらに、ＧＩＳを用いた新しい行政サービスの展
開に資するため、工事や規制情報などをＧＩＳデータと
して収集、交換するための標準を検討し、2004年度を目
途に提案する。(国土交通省)

2004
年度

2002年度に、道路事業のＧＩＳデータ
を低コストで効率的に整備するための
各種測量技術に関して適用性を明らか
にした。2003年度は、ＧＩＳデータの
更新を円滑に行うために、ＣＡＬＳ／
ＥＣで電子納品されたＣＡＤデータを
ＧＩＳデータに変換するための作成
ルール等を実験し、電子納品に組み込
む案を作成した。
2004年度は、移動体の高精度な位置情
報を利用者に提供するために車線レベ
ルの詳細なＧＩＳデータと低廉なＧＰ
Ｓやジャイロ等を活用した低コストの
位置特定システムを作成した。さら
に、効率的なＧＩＳデータ整備を行う
ために車両等を用いた自動測量技術あ
るいは建設時に作成するＣＡＤデータ
をもとにした高精度ＧＩＳデータの生
成技術について実験を行い、これらの
検討結果を基に、ＧＩＳデータ生成が
可能なＣＡＤデータ作成に係る要領
（案）を作成した。

　精度の高い位置情報を利用者に提供する
ための低コストのシステムの効果的な整備
方法の提案については、車線レベルの詳細
なＧＩＳデータと低廉なＧＰＳやジャイロ
等を活用したハイブリッドな低コストの位
置特定システムを作成した。
　また、道路管理に必要な道路ＧＩＳの効
率的な整備を行うための手法開発について
は、2002年度に車両等を用いた各種自動測
量技術の適用性について検討し２割程度の
コスト縮減は見込めたが、抜本的なコスト
低減策については達成できず、引き続き建
設時に作成するＣＡＤデータによるＧＩＳ
データの整備に関する検討を行った。その
中で2005年度までに、「道路工事完成図等
作成要領」を開発しそれに伴う技術開発や
実工事への適用実験を行い、費用や実展開
を見据えた上で妥当性が確認された。
　上記のような建設時に得られたＣＡＤ
データを維持管理でＧＩＳデータとして利
用していくためには施工業者が用いる対応
ＣＡＤ等のツールが必要となるがそのため
の標準として2004年度末までに「道路基盤
データ交換属性セット（案）」を開発し、
2005年度に民間のCADベンダー（10社7ソフ
ト）が試作を行い直轄国道の工事において
実証実験を行った。

2005年度は、直轄国道の工事におい
て、「道路工事完成図等作成要領」の
試行を上半期50工事程度、下半期数百
程度行い、その結果を踏まえ、2006年
度からは全面展開する予定であるとと
もに、成果については2006年度から始
まるCALS/EC新計画に反映されている。
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41

国土交通省 ○　リアルタイムに全国どこでも正確な位置を知ること
のできる高精度位置情報基盤を構築するため、2002年度
までに電子基準点のデータを常時収集・解析・配信する
電子基準点リアルタイム化のシステムを構築し、2003年
度から、全国の電子基準点（1,200点）についてリアルタ
イム化を進める。（国土交通省）

2002
年度

2003年度までに、電子基準点277点を
増設し、全国で計1224点を設置すると
ともに電子基準点リアルタイム化のシ
ステムを構築し、離島などの一部の電
子基準点を除いた931点について電子
基準点リアルタイムデータの提供を開
始した。
2004年度は、東南海・南海地域に電子
基準点5点を増設し、全国で1,229点と
なった。また、2003年10月より提供を
開始している電子基準点ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀ
は、2004年度末で約1,200点となっ
た。
2005年度は、東南海・南海地域に電子
基準点2点を増設し、全国で1,231点と
なった。

　全国の電子基準点は、2005年度末で計
1,231点になった。また、離島などの一部
の電子基準点を除いた約1,200点につい
て、電子基準点リアルタイムデータを提供
した。

引き続き、東南海・南海地域に電子基
準点を増設するとともに、約1200点の
リアルタイムデータを安定して提供す
る。

42

国土交通省 ○　位置認証サービス等位置情報に係わる民間サービス
の基盤となる正確な位置情報を提供するために、基準点
ＧＩＳを2005年度以降整備するとともに、定常的な地殻
変動の補正モデルを構築し、基準点ＧＩＳの精度向上を
図る。（国土交通省）

2005
年度
以降

2005年度は、各種基準点のデータを整
備し、基準点GISの構築に着手した。
また、電子基準点データを用いた地殻
変動補正モデルの構築に着手した。

基準点GISについては、およそ５割程度構
築した。また、地殻変動補正モデルを作成
するためのソフトウェアを開発した。さら
に、基準点ＧＩＳの一部精度向上を図っ
た。

引き続き基準点GISの整備を行うととも
に、地殻変動補正モデルの各種測量へ
の効果を検証する。
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43

総務省、国土
交通省

○　複雑かつ大容量の３次元ＧＩＳデータベースの構築
及び更新を自動化し、解析、処理するネットワーク基盤
技術及び電子基準点等を応用した高精度な３次元ＧＩＳ
データの取得、利用技術の研究開発を2002年度末までに
行うとともに、３次元ＧＩＳの普及を図るため、2002年
度までに３次元ＧＩＳショーケースの構築を行う。（総
務省、国土交通省）

2002
年度
末

2002年度までに、３次元ＧＩＳ構築の
ための情報通信技術の研究開発を行
い、「３次元ＧＩＳ技術ガイドライン
（第２版）」及び「３次元ＧＩＳデー
タガイドライン（第２版）」を策定。
2002年度以降は、３次元ＧＩＳの普及
のため、３次元ＧＩＳショーケースを
横須賀テレコムリサーチパーク内及び
インターネット上に開設し、普及活動
を推進。（総務省）

2002年度に、東京都区部、さいたま市
周辺部、名古屋市、及び京都市の精密
標高データを取得。2003年度に、大阪
市南部、福岡市、名古屋市周辺の精密
標高データを取得するとともに、さい
たま市周辺部、東京都区部の精密標高
データを刊行。2004年度には、大阪北
部地区の精密標高データの取得と共に
名古屋地区の精密標高データを刊行。
2005年度には、福岡地区と京都地区及
び大阪地区の精密標高データを刊行。
（国土交通省)

　2002年度までに、３次元ＧＩＳ構築のた
めの情報通信技術の研究開発を行い、３次
元ＧＩＳ構築に向けたデータ獲得技術、
データ更新技術、表現伝送技術、空間検索
技術について研究開発を実施した。
　また、３次元ＧＩＳの普及を図るため、
2002年度以降、３次元ＧＩＳショーケース
を横須賀リサーチパーク内及びインター
ネット上に開設し、総務省における研究開
発成果等を公開する等、普及活動を推進し
た。なお、３次元ＧＩＳショーケースにつ
いては、2005年度末で運用を終了した。
（総務省）

2005年度までに埼玉東南部地区、東京都区
部地区、名古屋地区、京都地区、大阪地区
及び福岡地区の精密標高データを刊行し
た。（国土交通省）

2006年度以降は、総務省ホームページ
等を通じて、研究開発成果を公開する
等、引き続き普及活動を推進していく
予定。（総務省）

今後も、引き続き新潟県中越地区など
の精密標高データを刊行する予定であ
る。（国土交通省）

44

総務省 ○　2003年度から2005年度まで、３次元ＧＩＳがモバイ
ル端末でも利用可能な次世代ＧＩＳの実現のために、空
間データ配信技術等の研究開発を行い、プロトタイプの
試作・機能試験を行う。（総務省）

2005
年度
から

2003年度に、次世代ＧＩＳ実現に必要
となる空間データ圧縮技術、空間デー
タ適応管理技術及び空間データ配信技
術の研究開発に着手。
2004年度も、引き続き次世代ＧＩＳ実
現に必要となる技術について研究開発
を継続、モバイル端末において、３次
元都市景観表示による歩行者ナビゲー
ション実証実験を2月7～10日東京・丸
の内地区で実施。
2005年度も、引き続き次世代ＧＩＳ実
現に必要となる技術について研究開発
を継続して実施した。また、研究開発
目標の達成度を検証するため、災害時
を想定しモバイル端末を用いた歩行経
路案内の実証実験を1月31日～2月2日
の3日間東京丸の内地区で実験した。

2003年度から2005年度まで、３次元ＧＩＳ
がモバイル端末でも利用可能な次世代ＧＩ
Ｓの実現に必要となる空間データ圧縮技
術、空間データ適応管理技術及び空間デー
タ配信技術の研究開発を実施した。また、
当初の研究開発目標の達成度を検証するた
め、2004年度及び2005年度に実証実験を実
施した。

本研究開発の成果等については、総務
省ホームページ等を通じて、広く一般
に公開していく予定。
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45

関係府省（経
済産業省記述
箇所）

○　2002年度から、ＧＩＳを基本とした新たなサービ
ス・産業の創出に当たり、制度的課題が生じた場合にお
いて、ＧＩＳの整備・普及の推進の観点から、必要に応
じ、課題解決のための検討を行う。（関係府省）

2002
年度
から

2002年度は、「ＧＩＳコンテンツ流通
推進協議会準備委員会」において、Ｇ
ＩＳコンテンツ市場の顕在化及び活性
化に関する諸課題を検討。その成果を
踏まえて、「ｇコンテンツ流通推進協
議会発足会」を2003年３月に開催。
2003年度は、「ｇコンテンツ流通推進
協議会」が発足し、位置情報に関する
新たなサービス・産業の創出のための
検討が始まった。また、位置情報サー
ビスについて検討する「LBS技術委員
会」を設置し、LBS関連技術動向調
査、共通基盤についての検討等を行
い、LBSに関する標準化への対応、国
内の関連業界における標準化要件の整
理を行った。また、
2004年度は、「ｇコンテンツ流通推進
協議会」での検討、及びLBSに関する
標準化に向けた2003年度までの検討結
果を踏まえ、GISコンテンツおよびそ
のサービスに注目し、「LBS技術委員
会」の後継組織に位置づけられる
「LBS検討WG」を設置した。「LBS検討
WG」では、LBS事業を行う上で障害と
なる、位置情報収集・配信のための公
的基盤不足、異なる地図を利用する上
での問題点等に関して整理・検討を
行った。（経済産業省）

「ｇコンテンツ流通推進協議会」におい
て、骨格的空間基盤との連携を検討する
「技術委員会」、g-Lifeの具体像を検討す
る「g-Life委員会」等の活動を支援した。
また、「LBCS検討WG」を設置し、LBS事業
を行う上で必要となるアーキテクチャーに
関する課題等の検討を行った。

引き続き、「ｇコンテンツ流通推進協
議会」におけるＧＩＳコンテンツ市場
の顕在化等に向けた活動を支援すると
ともに、「LBS技術委員会」においては
位置情報サービス関連技術の規格化の
検討、共通基盤の構築等、位置情報
サービスの普及に向けた支援を行う。
（経済産業省）

　

46

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　新たなビジネスモデル等民間におけるＧＩＳの動向
を2002年度から定期的に把握するなど、これまで以上に
民間との連携を図る。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2002
年度
から

2002年度より、ＧＩＳ関係省庁連絡会
議での年度末のＧＩＳ施策のフォロー
アップの一環として、民間動向の把握
を行っている。

2002年度より、民間との連携を図る活動の
一環として、民間動向の把握している。

引き続き、民間におけるＧＩＳの動向
把握に努める。

47

総務省、経済
産業省、国土
交通省

○　ＧＩＳモデル地区実証実験について、2002年度まで
に官民連携によるアプリケーション開発や技術開発等具
体的な成果を上げるとともに、その成果を一般に公開す
る。（総務省、経済産業省、国土交通省）

2002
年度

　2002年度までに、GISモデル地区実
証実験の成果をとりまとめ、2003年度
に、その成果のパンフレットを作成・
配布し、インターネットによる公開を
実施した。また2003年度から、モデル
地区対象府県により設立されたGISモ
デル地区協議会にオブザーバとして参
加し、地域の取組を支援している。同
協議会は2005年度までに計5回開催さ
れているところである。（総務省、経
済産業省、国土交通省）

　GISモデル地区実証実験のより、クリア
リングハウスの検索機能の向上、インター
ネット上でのスムーズな表現伝送技術等を
開発し、防災、都市計画等の分野でアプリ
ケーションを開発した。これらの成果をと
りまとめ、パンフレット、インターネット
等で公開した。また、実証実験終了後、モ
デル地区対象府県により設立されたGISモ
デル地区協議会にオブザーバとして参加し
ている。同協議会は2005年度までに計５回
開催されているところである。

　引き続き、GISモデル地区協議会にオ
ブザーバとして参加し、実態面から地
域の現状と課題を把握する。（総務
省、経済産業省、国土交通省）
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48

経済産業省 ○　Ｇ－ＸＭＬに準拠した多種多様なＧＩＳコンテンツ
の市場流通の実現、及び、これによる新たなサービス・
産業の創出を促進するため、Ｇ－ＸＭＬに準拠したＧＩ
Ｓコンテンツの流通促進に向けた諸課題の検討体制を
2002年度中に整備する。さらに、2003年度末までに、豊
富かつ多様なＧＩＳコンテンツをＧ－ＸＭＬ化し、相互
に紹介・流通させる仕組みを実証構築する。（経済産業
省）

2002
年度
中

　2002年度に、｢GISコンテンツ流通推進協
議会準備委員会｣において、GISコンテンツ
市場の顕在化及び活性化に関する諸課題を
検討。その成果を踏まえて、｢ｇコンテン
ツ流通推進協議会発足会｣を3月に開催。
　2003年度は、位置情報をもつコンテンツ
を『ｇコンテンツ』と称して、多種多様な
ｇコンテンツを紹介・流通するためのツー
ル類として｢ｇコンテンツ・ポータルサイ
ト｣、｢ｇコンテンツ・発信サイト｣等を実
証構築するとともに、ｇコンテンツに関す
る各種課題等を検討する｢ｇコンテンツ流
通推進協議会｣の活動を支援するなど、ｇ
コンテンツ流通推進事業支援を実施した。
　2004年度は、公開ワークショップ｢ｇコ
ンテンツ・ワールド2004｣(テーマ：ｇコン
テンツの現状とその可能性)を開催し、G-
XMLの最新動向、LBSの国内外の動向、ｇコ
ンテンツ流通ビジネスの状況などを事例を
中心に紹介し、2日間開催で延べ500名以上
の参加を得た。
　2005年度は、公開ワークショップ｢ｇコ
ンテンツ・ワールド2005｣(テーマ：ｇコン
テンツ革命)を開催し、G-XML/LBCSの国内
外の動向、ｇコンテンツの新たな利活用補
法の紹介などを実施し、延べ600名以上の
参加を得た。

　「ｇコンテンツ流通推進協議会」の活動
支援を通じて、ｇコンテンツ・ポータルサ
イトやｇコンテンツ・発信サイト等の実証
構築等のｇコンテンツ流通推進事業を支援
することにより、GISコンテンツをG-XML化
し相互に紹介・流通させる仕組みを実証構
築した。
　また、公開ワークショップを通じ、国内
外の動向や事例紹介等を行った。

引き続き、「ｇコンテンツ流通推進協
議会」の活動を支援するとともに、ｇ
コンテンツ流通のためのツール等の更
なる機能向上等、ｇコンテンツ流通推
進事業支援を実施。

49

経済産業省 ○　位置情報サービス関連技術について調査・検討を進
め、2005年度までに各種位置情報サービスに横断的に活
用できる共通基盤の規格化について検討し、必要に応じ
てその規格化の提案を行うとともに、当該共通基盤を構
築するための実証実験を行う。（経済産業省）

2005
年度

　2004年度は、海外のGIS関係者を招
待し、LBSに関する標準化項目につい
て検討、W3C（World Wide Web
Consortium）が主催する「SVG OPEN
（ベクトルグラフィック仕様の国際カ
ンファレンス）」にてG-XML(goSVG)や
gコンテンツについて提案等を行っ
た。また、位置情報サービスを実施す
る上での問題点を調査整理し、その解
決案を導くための検討を進めた。
　2005年度は、屋内外での時空間情報
の利活用方式について検討し、PI(場
所識別子)の基本設計を実施、規格
化・国際標準化等に関して検討を行っ
た。また、時空間情報を機種に限定さ
れずに、様々な他分野で利活用するた
めの「LBCSアーキテクチャー」の仕様
を検討し、JIS原案を策定した。

　LBSに関する標準化項目について検討を
行い、W3C（World Wide Web Condortium）
が主催する「SVG OPEN(ベクトルグラ
フィック仕様の国際カンファレンス)｣にて
G-XML（goSVG）やｇコンテンツについて提
案等を行った。
　また、背景地図に左右されないｇコンテ
ンツ流通実証実験をふまえて、屋内外での
時空間情報の利活用方式について検討し、
PI(場所識別子)の基本設計を実施、規格
化・国際標準化等に関して検討を行うとと
もに、時空間情報を機種に限定されずに、
様々な他分野で利活用するための「LBCS
アーキテクチャー」の仕様を検討し、JIS
原案を策定した。

　引き続き、位置情報サービスを実施
する上での問題点を調査整理し、解決
に向けた検討を行うとともに、屋外で
ユーザが利用する情報家電（携帯情報
端末、カーナビ等）を中心に、時空間
情報の利活用方式の共有化・標準化を
推進する。また、必要に応じ、国際標
準化提案を検討する。
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（３）ＧＩＳの普及活動の充実と国際協力の推進

50

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　ＧＩＳの整備・普及に係る政府の取組等について幅
広く広報するため、2002年度から以下の施策を推進す
る。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）
①　インターネット上に政府の実施するＧＩＳ施策等に
係る総合的なポータルサイトを開設する。2005年度に
は、コンテンツを大幅に拡充したポータルサイトの機能
拡充を図るとともに、その一環として、府省横断的な地
理情報の利活用のためのシステムを構築する。

2002
年度
から

2002年度に、ＧＩＳポータルサイトの
構築の準備を行い、2003年４月に、内
閣官房のウェブサイトにＧＩＳ関係省
庁連絡会議のポータルサイトを構築
し、公開を開始した。また、利用者の
利便向上を図るため、2004年度より、
ポータルサイト拡充のための作業に着
手した。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2003年に、内閣官房のウェブサイトにＧＩ
Ｓ関係省庁連絡会議のポータルサイトを構
築し、公開を開始した。また、利用者の利
便向上を図るため、2004年度より、ポータ
ルサイト拡充のための作業に着手し、2005
年度にポータルサイトの刷新を行った。
（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

引き続き、ポータルサイトの充実を図
る。

51

関係府省 ②　関係府省が連携した定期的なセミナーの開催等、積
極的な普及施策の展開を図る。

2002
年度
から

関係府省が連携し、2002年度には12
回、2003年度には18回、2004年度には
15回、2005年度には10回のセミナー等
を開催し、積極的な普及施策を実施し
た。

関係府省が連携し、2005年度までに延べ55
回のセミナー等を開催し、積極的な普及施
策を実施した。

引き続き、ＧＩＳの普及のために、関
係府省が連携してセミナー等を開催す
る。

52

国土交通省 ○　ＧＩＳの広範な普及を促進するため、民間企業等の
参加を得て、今後ＧＩＳの一層の普及が期待される教育
分野や一般家庭における基本的なＧＩＳアプリケーショ
ンの開発を行い、2002年度から一般に提供する。（国土
交通省）

2002
年度
から

2002年度に、教育分野や一般家庭にお
ける10種類の基本的なGISアプリケー
ションを開発し、国土交通省ホーム
ページを通じて、2005年度末まで一般
提供を行った。

広く一般の支持を受けて、高いアクセス状
況（総アクセス数200万超、ダウンロード
数約5万）を得るなど、ＧＩＳの広範な普
及促進に大きく寄与した。

　

53

国土交通省 ○　2003年度から2005年度まで、国民生活に関わる様々
な場面における多様なユーザーのＧＩＳの利用を通じ
て、ＧＩＳによる利便性の向上や事業機会の拡大、ＧＩ
Ｓの本格普及の効果を検証し、広く国民生活におけるＧ
ＩＳの利用定着を推進する。（国土交通省）

2005
年度

2003年度から2005年度まで、社会と生
活へのＧＩＳ利用の定着を図ることを
目的に、「ＧＩＳ利用定着化事業」を
実施した。

「ＧＩＳ利用定着化事業」の実施により、
多様なユーザーが実際に利用した場面での
課題とその解決策を明らかにすることがで
きた。その成果を、成果報告書や成果発表
会、ホームページを通じて広く一般に公開
し、ＧＩＳの利用定着の推進に大きく寄与
した。

54

経済産業省 ○　ＧＭＬ／Ｇ－ＸＭＬの国際的な普及を促進するた
め、2004年度から海外への情報提供、技術支援を積極的
に行う。（経済産業省）

2004
年度
から

　2004年度は、9月にOGC/TC（オープ
ンGISコンソーシアムの技術委員会）
にて「ｇコンテンツ流通推進協議会」
の取組について紹介したほか、10月に
は米、英、加、独、豪、韓などのGIS
関係者を招待し、日本が進めているG-
XMLおよびｇコンテンツの取組につい
て紹介した。
　2005年度は、ISO/TC211のWG8(LBS関
連のワーキンググループ)にて、｢LBCS
データ仕様｣、｢PI(場所識別子)｣等の
紹介を行った。

　OGC/TC(オープンGISコンソーシアムの技
術委員会)にて｢ｇコンテンツ流通推進協議
会｣の取組についての紹介や、米・英・
加・独・豪・韓などのGIS関係者を招待し
ての、日本が進めているG-XML及びｇコン
テンツに関する取組の紹介、また、
ISO/TC211のWG8(LBS関連のワーキンググ
ループ)における、｢LBCSデータ仕様｣、｢
PI(場所識別子)｣等の紹介を通じ、海外の
GIS関係者との情報交換を行った。

引き続き、海外のGIS関係者との情報交
換を行い、G-XML等の普及を行う。
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備　　　考

55

経済産業省 ○　自然災害、地球資源探査、地球環境問題の対策等事
業等に資するため、国際地質情報整備を行う。2005年度
までに各国の地質図・地球科学図メタデータ等を作成す
るとともに、東・東南アジア地質情報ネットワーク・シ
ステムを国際共同で構築する。（経済産業省）

2005
年度

　2003年3月にCCOP（東・東南アジア
地球科学計画調整委員会）バンコク本
部に提出された東・東南アジア諸国の
地質図・地球科学図メタデータ等作成
数値目標及びISO19115（GISメタデー
タ標準）に基づき、2004年度は11カ国
2,243件のメタデータを構築し検索シ
ステムを公開（RIO-DB：地質情報総合
メタデータアジア版）した。
　2005年度も作業を継続し、11カ国を
対象に総計2,277件のメタデータ整
備・公開となった。

　2005年度時点で、計11カ国について
2,277件のメタデータが整備・公開とな
り、東・東南アジア地質情報のネットワー
ク・システム構築の当初目標を達成した。

引き続きメタデータ作成を継続し、国
際ネットワーク共同構築を目指す。

　

56

国土交通省 ○　地球環境問題の解明等に資するため、2005年度まで
に、アジア地域の土地利用等の時系列データを作成する
など各国との協力の下地球地図データを整備するととも
に、アジア太平洋地域の基盤的空間データのメタデータ
を作成する。（国土交通省）

2005
年度

2004年度までに、地球地図国際運営委
員会（ISCGM）から日本、タイ、ケニ
ア、オーストラリアなど20ｶ国の地球
地図データをインターネットで公開。
2005年度は、イラン及びマケドニアの
データを新たに公開。また、2004年度
に、アジア太平洋地域の空間データ基
盤のメタデータの基本仕様を作成し
た。

日本、タイ、ケニア、オーストラリアなど
22ｶ国の地球地図データの整備を実施し、
地球地図国際運営委員会（ISCGM）のホー
ムページから公開した。

引き続き、地球地図データ整備を実施
するとともに、アジア太平洋地域の空
間データ基盤のメタデータについて基
本仕様に基づき、詳細な仕様の検討を
行う。
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５．ＧＩＳを活用した行政の効率化、質の高い行政サービスの実現

（１）電子申請・届出等に係る取り組みとの連携

57

国土交通省 ○　公共測量に係る手続きの電子申請化のシステムを
2003年度末までに運用開始する。（国土交通省）

2003
年度
末

2002年度に、公共測量事務処理システ
ム（ＫＯＳＴＳ）について電子申請に
対応するための改良を行い、2003年度
末に公共測量に係る電子申請の手続き
の運用を開始した。2004・2005年度
は、将来の機能拡充に向け、総合的文
書管理ｼｽﾃﾑと連携した電子決裁の可能
性等に関するシステムの改良の検討を
行った。

2002年度に、公共測量事務処理システム
(KOSTS)について電子申請に対応するため
の改良を行い、2003年度末に公共測量に係
る電子申請の手続きの運用を開始した。

今後も、本省オンライン電子申請シス
テムの動向を踏まえ、必要に応じた電
子申請システムの改良について検討を
行う。

58

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　申請・届出等における添付地図のうち、空間データ
基盤を含む地図等の形式等ＧＩＳの整備・普及の推進の
観点から横断的に検討すべき事項について検討し、2002
年度早期に結論を得る。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2002
年度
早期

2002年度に、各府省の添付地図を伴う
電子申請・届出を対象に「添付地図を
伴う電子申請・届出に関する調査」に
係る抽出調査を行い、横断的に対応す
べき事項及び技術的課題等について取
りまとめた。2003年度は、2002年度の
調査において検討課題とされた「添付
地図の相互活用の可能性」について、
「地図等の修正等に利用できるあるい
は参考になる申請・届出」の調査を
行った。その結果、空間データ基盤の
更新に活用できる添付地図として、利
用可能なものが８件、参考となるもの
が46件あり、これらの添付地図につい
ては、利用可能な範囲において、空間
データ基盤の更新への利用を図ること
とされ、添付地図の相互活用の可能性
が示された。
2004年度は、「地図等の修正等に利用
できるあるいは参考になる申請・届
出」の添付地図について、各府省が活
用・共有できる方策について検討を開
始した。

各府省の添付地図を伴う申請・届出に関す
る調査結果から、各データの更新に利用可
能なものや、参考となるものが抽出され
た。今後、未実施となっている各府省が相
互に積極的な活用・共有できる方策につい
ての検討をすることを確認した。

引き続き、申請・届出等における添付
地図について、各府省が活用・共有で
きる方策について検討する。
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59

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　ＧＩＳに関する技術を利用したより効率的な申請・
届出等の在り方について、技術的な課題及びその適用分
野の整理について検討を行い、2003年度中に結論を得
る。（ＧＩＳ関係省庁連絡会議）

2003
年度
中

　2003年度に、「電子申請・届出が実
施されたときの添付地図の様式等に関
する調査」を行い、「申請対象の位置
情報のみを申請する場合」54件を抽出
した。これらについては、国土交通省
が2003年度末に運用を開始した「電子
申請用添付地図作成支援・確認サービ
ス」の適用対象になり得るものである
ことが確認されるなど、この結果をも
とにＧＩＳに関する技術を利用したよ
り効率的な申請・届出等の在り方を取
りまとめ、結論を得た。
　2004年度は、「電子申請用添付地図
作成支援・確認サービス」の利用を希
望する他府省、地方公共団体の共通的
な申請基盤としての活用可能性、ま
た、本サービスが大縮尺の添付地図を
支援する申請基盤として活用の可能性
があるか検討を開始した。

　電子申請・届出の実施における添付地図
の様式等について、国土交通省が2003年度
末に運用開始した「電子申請用添付地図作
成支援・確認サービス」の適用対象になり
得ることを確認し、ＧＩＳに関する技術を
利用したより効率的な申請・届出等の在り
方をとりまとめた。
　また、当該サービスについては、すでに
佐賀県及び北海道芦別市において法令に基
づく申請・届出に活用されているほか、ア
クセスも月平均１万件弱で安定的に推移し
ており、他府省及び地方公共団体の共通的
申請基盤としての要件を基本的に満たして
いることが認識されつつある。
　さらに、当該サービスにおいては、現在
のところ国土地理院発行の2万5千分の1地
形図が表示可能な最大縮尺であるが、都市
計画図ディジタルマッピングデータ等（整
備主体は各地方公共団体）の大縮尺地図
データも当該サービスに取り込むことが技
術的に可能であることが確認された。

　引き続き、「電子申請用添付地図作
成支援・確認サービス」の利用を希望
する他府省、地方公共団体の共通的な
申請基盤としての活用可能性を検討す
る。また、本サービスが大縮尺の添付
地図を支援する申請基盤として活用の
可能性があるか、地方公共団体等が保
有する大縮尺データ提供の可否も含め
検討する。
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（２）ＧＩＳを用いた質の高い行政サービスの実現

60

内閣府 ○　迅速かつ的確に防災情報の把握を行うため、2003年
度までに人工衛星画像等を活用した被害把握システムを
整備し、2005年度までにその精度向上を図るほか、2003
年度までにライフライン事業者等と防災情報を共有する
システムを整備し、2005年度までに政府防災機関間での
防災情報の横断的な共有を図る防災情報共有プラット
フォームを整備する。

2003
年度

2002年３月に、各防災機関や国民が防災情
報を共有化できるシステムの整備を行うた
めの「防災情報システム整備の基本方針」
を、中央防災会議において決定。また、
2002年度に、地震防災情報システム(DIS)
と電力・ガス会社の災害情報システムとを
接続し、重要なライフラインの被害情報が
即座にオンラインで入手可能となり、各防
災機関間での情報共有化が図られた。「人
工衛星等を活用した被害早期把握システ
ム」については、2003年度に、システム開
発及び運用試験を実施し、災害前後におけ
る人工衛星データから被害の全体像を迅速
に把握するための被害抽出アルゴリズムに
ついて成果を得、システムの構築を行い、
2004年度に、被害抽出アルゴリズムの精度
向上を行った。政府防災関係機関における
横断的な防災情報の共有を行う「防災情報
共有プラットフォーム」については、2004
年度に、共有するデータや構築する上で必
要な技術等について検討し、プロトタイプ
の仕様書を作成した。2005年度は、「防災
情報共用プラットフォーム」のプロトタイ
プを構築するとともに検証後に本番システ
ムの構築を行った。国民等に広く防災情報
を提供する「防災情報ポータルサイト」に
ついては、2003年度にプロトタイプを開設
し、2004年度に公開の準備を行った。2005
年度に再検討し、内閣府防災担当のホーム
ページで公開する準備を行った。

地震防災情報システム(DIS)と電力・ガス
会社の災害情報システムについては、東京
ガス、東京電力と直接接続を行った。
「人工衛星等を活用した被害早期把握シス
テム」については、災害時に人工衛星画像
の取得をできる体制を整備した。「防災情
報共有プラットフォーム」については、防
災関係機関の災害情報を一元的に集約でき
る基盤を整備した。

「防災情報共有プラットフォーム(以
下、プラットフォーム)」について、地
震防災情報システム(DIS)、人工衛星を
活用した被害早期把握システム(RAS)の
情報をプラットフォーム上で確認でき
るようにするとともに、搭載する情
報、連携するシステムの拡充を行い、
防災情報のプラットフォームによる共
有を進める。

 

61

内閣府 　また、火山活動状況に即応した防災対応を行うため、
ハザードマップを活用する火山防災システムの整備を
2003年度までに行う。（内閣府）

2003
年度

2003年度までに、防災対策関係者が噴
火場所や噴火形態等に応じた防災対策
を実施するため、状況に応じたハザー
ドマップ等をリアルタイムに表示し、
各種防災対策を支援する火山防災シス
テムを構築。2004年度までに、さら
に、緊急時の防災対策を支援する機能
を開発するとともに、活動的で、噴火
時には社会的影響の大きい19火山にお
いて、システムの機能等の有効性を確
認した。

噴火場所や噴火形態等に応じてハザード
マップを表示して、各種防災対策を支援す
る火山防災システムを整備した。
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62

警察庁、国土
交通省

○　警察庁と国土交通省が保有する交通事故関連情報を
統合し、これを地図上で分析した結果をオンラインで提
供するシステムの改善、拡充等を2002年度以降継続的に
行い、交通事故の原因究明と危険個所情報の提供による
事故の削減を図る。（警察庁、国土交通省）

2002
年度

2002年度に、国民の交通事故防止に関
する意識の啓発を行うため、交通安全
運動等で活用されているヒヤリ地図を
データベース化し、オンラインで提供
するシステムを開発。2003年度は、オ
ンラインで提供を行っている交通事故
統計情報システムについて、データの
更新を実施。
2004年度は、オンラインで提供を行っ
ている交通事故統計情報システムにつ
いて、データの更新を実施し、また交
通事故に関する危険予測訓練用プログ
ラムを追加した。2005年度は、引き続
きオンラインで提供を行っている交通
事故統計情報システムについて、デー
タの更新を実施。（警察庁）

2002年度に、路線ごとの危険度を地図
上に表記するシステムを開発し、2003
年度に、危険箇所を地図上に表記する
システムを開発した。2004年度は、事
故危険箇所・あんしん歩行エリアを地
図上に表示する等、情報の充実に努め
た。2005年度は情報の更新を実施する
とともに事故危険箇所、あんしん歩行
エリアに関する情報の拡充を行った。
（国土交通省）

2002年度より順次情報の拡充に努めてお
り、交通事故の危険箇所の情報を地図上で
提供するサービスを実現した。

引き続き、既に提供を行っている、交
通事故統計情報システムのデータ更新
等を行う。（警察庁）

引き続き、システムに掲載している事
故危険箇所等の情報の更新及び拡充を
実施する。（国土交通省）

http://www/kotsu-anzen.jp/

63

総務省 ○　国勢調査等の結果について、2003年度より地図情報
と併せてインターネットによる提供を行い、統計のより
高度な利用サービスの提供を図る。（総務省）

2003
年度
から

2004年１月に、国勢調査の小地域統計
データと境界データを結びつけ、背景
地図と重ね合わせて、グラフ表示や集
計機能等も利用できるシステムを開発
し、「統計ＧＩＳプラザ」として提供
を開始。2005年度は操作性の向上及び
背景地図の更新を行った。

「経済財政運営と構造改革に関する基本方
針2002」（2002年6月25日閣議決定）に基
づき、2002年度からシステムを検討、2003
年度にはシステムの開発を行い「統計GIS
プラザ」を開設し、目標が達成された。

2006年度は引き続き背景地図の更新を
行う。なお、業務・システムの最適化
計画において2008年度以降、新たに
「統計地理情報システム」（仮称）を
開発運用し、「統計GISプラザ」を廃止
する。

64

総務省 ○　大規模災害発生時の消防広域応援活動の迅速な展開
に資するため、地理情報システムを活用した広域応援支
援システムについて、2005年度を目標に全都道府県及び
消防本部へ導入を推進する。（総務省）

2005
年度

2003年度末現在、都道府県について
は、87.2%、消防本部については69.0%
の整備率。2004年度末現在では、都道
府県については97.8％、消防本部につ
いては76.8％の整備率。

2005年1月現在、ダイアルアップ接続及び
インターネットＶＰＮ接続による接続率
は、都道府県97.9%、消防本部80.0%。ただ
し、インターネットＶＰＮ接続が占める割
合は、県74.47%、消防本部60.0%と上昇し
ている。

現在、消防庁システム全体のあり方に
ついて検討を進めているところであ
り、導入から５年程度経過した本シス
テムについても更新等を含め検討して
いく。
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65

財務省 ○　国有財産情報公開システムについて、2002年度末ま
でに国有財産に係る情報を電子化し、地図情報と併せて
インターネットによる提供を行い、国有財産に係る情報
提供サービスの強化を図る。（財務省）

2002
年度
末

2002年度より国有財産情報公開システ
ムにおいて情報提供を行っている国有
財産に係る一件別情報について、2003
年度は、地図情報と併せてデータを更
新するとともに、システム上地図表示
が可能な地域を208市区町村増やし
て、1,280市区町村に拡大した。2004
年度は地図情報及び公開用データ
（2003年度末）の更新を行った。
さらに、2005年度においてはシステム
上地図表示が可能な地域を711市区町
村増やして、合計1,991市区町村に拡
大した。

2002年度末までに国有財産に係る情報につ
いて電子化し、インターネットによる提供
を実施。地図情報については、順次表示可
能地域を拡大し2005年度末までには、ほぼ
全国全ての地域について表示可能となり、
情報提供サービスの強化という点でほぼ達
成された。

引き続き、毎年1回公開用データの更新
を行う。
また、2005年度末までに策定される国
有財産関係業務(官庁営繕業務を除
く。)の業務・システム最適化計画に基
づき、地図情報提供サービスの更なる
充実化を図る。

66

文部科学省 ○　2005年度を目標に整備・充実を進めている教育情報
ナショナルセンターにおいて、教育用ＧＩＳソフトを広
く紹介するなど、ＧＩＳを活用した教育及び学習の振興
を図る。（文部科学省）

2005
年度

国立教育政策研究所では、2002年9月
に、教育情報ナショナルセンターにお
いて、教育用コンテンツ普及・利用促
進を図るため、教育用メタデータ
(LOM)による横断検索機能を導入。
2003年8月と12月に、教育用メタデー
タ(LOM)による横断検索機能を強化す
るとともに、教育に有用なコンテンツ
情報を追加。また、2004年7月には、
ＧＩＳを利用して、日本地図から様々
な教育情報を検索できるシステムを開
発し、提供開始。(Webサイトによる提
供。
http://www.nicer.go.jp/jmap/learn/
Top.php)

教育用コンテンツの普及・利用促進をはか
り、2002年に教育用メタデータ(LOM)によ
る横断検索機能を導入。その後も継続的に
横断検索機能の強化、教育に有用なコンテ
ンツ情報の追加を行っている。
2004年度には、ＧＩＳを利用し、日本地図
から様々な教育情報を検索できるシステム
を開発し、Webサイトによる提供を開始し
た。

引き続き、教育用コンテンツ情報等の
新規追加及び既存の情報の更新等、運
用を行うとともに、機能の充実を図
る。

　

67

農林水産省 ○　都道府県で林況、施業履歴等森林に関する多様な情
報を一元的に管理できる森林ＧＩＳを2005年度末までに
整備し、民有林、国有林における森林管理の効率化を図
る。（農林水産省）

2005
年度
末

2002年度は補助事業により、都道府県
における林況、施業履歴等森林に関す
る多様な情報を一元管理できる森林Ｇ
ＩＳ構築のための支援を実施した。ま
た、一部国有林について森林ＧＩＳの
試験導入を行った。
2004年度も引き続き支援を行い、累計
でおおむね８割にあたる都道府県にお
いて森林ＧＩＳ整備に着手した。
また、一部国有林(22%)について森林
ＧＩＳを導入した。
2005年度も引き続き支援を行い、累計
でおおむね９割にあたる都道府県にお
いて森林ＧＩＳ整備に着手した。ま
た、国有林についても同様に引き続き
森林ＧＩＳを導入した(38%)。

　2002年度は民有林における森林ＧＩＳの
整備に取り組んでいる都道府県が６割程度
であったが、補助事業による森林ＧＩＳ構
築のための支援を実施した結果、2005年度
末には９割となり、目標としていた全都道
府県における森林ＧＩＳ導入についてはほ
ぼ達成されつつあるが、財政状況等により
一部の県については森林ＧＩＳ導入が未達
成である。
　また、2005年度末には、北海道を除くす
べての国有林において、森林ＧＩＳを活用
した森林管理業務を開始した。
　なお、国有林については、電子地図の整
備対象面積が膨大であるため、2004年度～
2006年度の３カ年で計画的に森林ＧＩＳの
導入を実施することとしており、北海道の
国有林については、2006年度に森林ＧＩＳ
を導入する計画である。

　引き続き、都道府県における森林Ｇ
ＩＳの整備に必要な支援を行う。
　2006年度末までには、さらに数県で
森林ＧＩＳの新規導入が計画されてお
り、民有林における森林管理の効率化
が推進される見込みである。
　また、2006年度末までには、すべて
の国有林において、森林ＧＩＳによる
効率的な森林管理が推進される見込み
である。
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68

国土交通省 ○　防災関係機関をはじめ広く一般の国民が、分かりや
すい気象・災害情報を手軽に入手し、活用することがで
きるように、2003年度に「防災情報提供センター（仮
称）」を設け、国土交通省における気象や災害などに関
する情報を、光ファイバーネットワーク等を活用して集
約し、インターネットを通じて分かりやすい形で総合的
に提供を行う。（国土交通省）

2003
年度

国土交通省内の各部局が保有する防災
情報を集約し、インターネットを通じ
て、防災関係機関や国民にわかりやす
く提供することを目的として、「国土
交通省防災情報提供センター」
（URL:http://www.bosaijoho.go.jp/)
を2003年６月に開設。
2004年６月末には、ＧＩＳを利用し
て、複数部局のデータを呼び出して重
ね合せた情報を利用可能とするなど、
情報の充実を図った。
2005年９月６日の台風第14号来襲時に
は、これまで最高の一日で2,200万
ページビューを記録するなど、各災害
時を中心に多く利用されている。

国土交通省内の各部局が保有する防災情報
を集約し、インターネットを通じて、防災
関係機関や国民にわかりやすく提供するこ
とを目的として、「国土交通省防災情報提
供センター」
（URL:http://www.bosaijoho.go.jp/)を
2003年６月に開設。
2004年６月末には、ＧＩＳを利用して、複
数部局のデータを呼び出して重ね合せた情
報を利用可能とするなど、情報の充実を
図った。
2005年９月６日の台風第14号来襲時には、
これまで最高の一日で2,200万ページ
ビューを記録するなど、各災害時を中心に
多く利用されている。

引き続き、省内各部局の保有する防災
情報の集約を進め、情報の充実を図
る。

　

69

国土交通省 ○　2003年度までに、ＧＩＳを活用して、都市の震災・
市街地大火の危険に関する現状と防災対策効果のシミュ
レーションシステムを開発するとともに、対話型でビ
ジュアルな計画策定支援ツールとして活用できるシステ
ムを開発し、その普及を広く図っていく。（国土交通
省）

2003
年度

2002年度に、防災性評価、課題抽出、
計画案作成（費用対効果計算含む）等
の各種機能を導入した防災まちづくり
に係るシステムを開発。2003年度に、
技術開発の成果をＰＲする場として、
2004年２月に「防災まちづくりフォー
ラム」を、同３月に「防災まちづくり
セミナー」を開催。
2004年度は、東京都・愛知県等防災意
識の高い地域・自治体において、本シ
ステムの運用に必要なGISデータの作
成・整備及び本システムの試験運用を
実施し、地域におけるシミュレーショ
ン結果等の妥当性や地域住民との合意
形成手法について検証した。
2005年度も引き続き、地方自治体に対
し本システムの周知・普及を促進する
とともに、システムの稼働環境の改善
を図った。

都市の震災・市街地大火の危険に関する現
状と防災対策効果のシミュレーションシス
テムを開発し、パンフレットの作成・配布
等を通じて地方公共団体への周知・普及を
図った。

引き続き、地方公共団体における本格
的なシステムの活用を促進すべく、普
及啓発を実施するとともに、本システ
ムの導入・運用事例を蓄積して課題を
抽出することにより、運用結果の客観
性・適正性の向上等、システムの精度
向上・改善を図る。また、地震時にお
いて大火の可能性の高い市街地(重点密
集市街地)について、市街地の延焼危険
性、避難困難性等を示す地震危険度
マップ作成にあたり本システムの活用
を推奨する。
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70

国土交通省 ○　水に関するあらゆる情報を収集整備し、国民がそれ
を共有し、活用することによって実現された、安全で多
様な文化をもつ国土（水情報国土）の構築を推進するた
め、2005年を目標に、全国109水系において、水文・水質
に関する観測情報や河川に生息・生育する動植物等の河
川環境情報などのＧＩＳ化を図り、インターネット等に
よる情報提供を行う。（国土交通省）

2005
年度

2002年12月に、水情報国土データ管理
センターの運用を開始し、水文・水質
に関する観測情報や河川環境情報をイ
ンターネットを通じて情報提供を実
施。2003年２月に、ダム環境データ
ベースの運用を開始し、ダム湖周辺に
生息する生物情報等の提供を実施。
2004年度は、環境情報のＷＥＢ－ＧＩ
Ｓ化、特定種情報のマスキング、ダウ
ンロードデータ形式等における基本的
な仕様についての検討を実施。

2002年12月に、水情報国土データ管理セン
ターの運用を開始し、水文・水質に関する
観測情報や河川環境情報のインターネット
を通じた提供を実施。2003年2月に、ダム
環境データベースの運用を開始し、ダム湖
周辺に生息する生物情報等の提供を実施。
2004年度は、環境情報のWEB-GIS化、特定
種情報のマスキング、ダウンロードデータ
形式等における基本的な仕様についての検
討を実施。
また、いかなる種類のGISエンジンやアプ
リケーションプログラムに対しても共通し
て使用可能で各整備局・事務所が相互に
データベース等を利用できるようにするた
めの「河川GIS・河川アプリケーション標
準インターフェイスガイドライン1.0版
(案)」を2005年6月に作成、2005年度は実
運用に向けての実証実験を行った。

データの構造化に関する取り決めづく
りを進め、さらなるデータベース化を
図り、水情報国土データ管理センター
による情報公開コンテンツを充実させ
る。
「河川GIS・河川アプリケーション標準
インターフェイスガイドライン」に基
づいたGIS、データベース等のアプリ
ケーション整備を推進する。

 

71

国土交通省 ○　国土交通省の保有する数値地図や空中写真などの基
盤的な情報等地理情報を利活用し、国土の変化をリアル
タイムに把握する電子国土を構築するためのシステムを
2003年度に開発・公開することにより、情報提供サービ
スの強化を図る。（国土交通省）

2003
年度

2003年度に、国土地理院が提供する基
盤的地理情報と各行政機関等が保有す
る地理情報（点、線、注記）をイン
ターネットで統合できる「電子国土
Webシステム」を公開した。2004年度
には、面情報にも対応するとともに技
術情報を公開し、当初、国、地方公共
団体、教育機関、民間非営利団体に限
定していた地理情報提供者について、
対象を民間企業、個人など、一般にも
拡大した。2005年度には位相構造演算
の機能を追加し、これまでに200を超
えるサイトが開設済みである。

2003年度に、国土地理院が提供する基盤的
地理情報と各行政機関等が保有する地理情
報（点、線、注記）をインターネットで統
合できる「電子国土Webシステム」を公開
した。さらに、技術情報公開、機能追加、
地理情報提供者の拡大により、情報提供
サービスの強化を図った。2005年度末まで
に200を超えるサイトが開設済みである。

引き続き、各種地理情報を保有する、
国、地方公共団体等に「電子国土Webシ
ステム」の利用を促進し、情報提供
サービスの一層の充実を図る。

 

72

国土交通省 ○　国土交通省が保有する旧版地図、地名情報等につい
て、デジタル化・アーカイブ化を進める。旧版地図等に
ついては都市計画区域を対象に2004年度から着手すると
ともに、地名情報については全国の市区町村の名称の変
遷を対象に2005年度までに完了する。（国土交通省）

2004
年度
から

2004年度に、アーカイブ整備に関する
調査を実施したことに加え、旧版地図
等のデータについて取得及び加工を開
始した。
2005年度に、全国の市区町村の地名情
報の変遷についてのアーカイブ化を完
了し、旧版地図等についてはアーカイ
ブ化のための数値化を実施した。

2004年度から旧版地図等のアーカイブ化を
実施するための数値化を実施しており、地
名情報については2005年度にアーカイブ化
を完了した。

引き続き、保有する旧版地図等のアー
カイブ化の整備を進める。
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73

環境省 ○　我が国の生物多様性や自然環境に関する様々な情報
を電子化し、地理情報との重ね合わせを行う自然環境情
報基盤の整備を2002年度以降行い、国土の自然環境、生
態系の総合的かつ効率的な管理を図るとともに、情報提
供サービスの強化を図る。（環境省）

2002
年度
以降

2002年度に、自然環境保全基礎調査
データの追加と異なる調査の分布図を
重ね合わせて表示するWeb GISの機能
の拡充を行った。また、自然環境保全
基礎調査データの一部を、生物多様性
情報システム（J-IBIS：
http://www.biodic.go.jp/J-IBIS）上
で検索閲覧できるようにした。2003年
度は、生物多様性情報に関するクリア
リングハウスメカニズムの構築し、
2004年度から本格運用を実施してい
る。2005年度には、自然環境保全基礎
調査結果のGISデータのオンラインで
の提供を開始した。

第５回自然環境保全基礎調査のGISデータ
の整備を完了するとともに、インターネッ
トによるオンラインでの一般提供を開始
し、情報提供サービスの拡大強化を実施し
た。

引き続き、生物多様性に関する情報の
電子化を実施し、インターネットによ
る提供サービスを強化する。また、生
物多様性情報クリアリングハウスメカ
ニズムへのメタデータの登録及び利用
を促進し、生物多様性譲歩運有効利用
を図る。
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(未達成部分がある場合はその内容と理由)

今後の予定
(未達成部分の対応方針)
(今後の施策の方向性等)

備　　　考

６．その他計画のフォローアップ等

74

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　本計画の推進に当たっては、必要に応じＧＩＳ関係
省庁連絡会議の内部組織（作業部会、ワーキンググルー
プ）を改組し、関係府省の連携の下、強力にその推進を
図る。

2002年８月に、GISアクションプログ
ラムのうち、関係府省間で横断的に検
討すべき案件等を推進するため、GIS
関係省庁連絡会議のもとに標準普及
WG、制度・運用等検討WG、整備推進
WG、普及啓発・総合調整WGを設置し
た。

2002年８月に、GISアクションプログラム
のうち、関係府省間で横断的に検討すべき
案件等を推進するため、GIS関係省庁連絡
会議のもとに標準普及WG、制度・運用等検
討WG、整備推進WG、普及啓発・総合調整WG
を設置し、「政府の地理情報の提供に関す
るガイドライン」の作成、数値地図2500等
の品質評価表の作成、「政府の地理情報の
提供に関するガイドライン」Ｑ＆Ａ集の作
成等を行い、所要の施策の検討や施策の連
携を図った。

引き続き、各府省連携のもと、所要の
施策の検討や施策の連携を図る。

75

ＧＩＳ関係省
庁連絡会議

○　ＧＩＳ関係省庁連絡会議において、毎年度、本計画
に記述した施策の実施状況を把握するとともに、国土空
間データ基盤の整備状況、ＧＩＳの普及状況、ＧＩＳに
関連する技術動向、諸外国の状況等について調査を行う
（調査項目は別表２）。その調査結果も勘案し、必要に
応じ、施策の修正等を行うものとする。

各年度末に、ＧＩＳ関連諸施策の推進
状況等を調査・把握し、「ＧＩＳアク
ションプログラム2002-2005」の施策
の追加・修正等を行った。

各年度末に、ＧＩＳ関連諸施策の推進状況
等を調査・把握し、「ＧＩＳアクションプ
ログラム2002-2005」の施策の追加・修正
等を行った。
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地理情報標準に準拠した空間データ基盤を含む地図等

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

農林水産省 数値地形標高（5ｍメッシュ） ｲ.標高､水深 a)格子点の標高 ○ ○ ○

農林水産省
林野庁

国有林の森林計画図

ｳ．交通、ｴ．河
川、海岸線等、
ｵ．土地、ｷ．位
置参照情報

b)道路中心線、b)水涯
線、b)森林区域界、b)
行政区画

× ○ ○

国土交通省 国土数値情報（沿岸海域メッシュ） ｲ.標高､水深 b)水深 ○ ○

国土交通省 国土数値情報（自然地形メッシュ） ｲ.標高､水深
a)格子点の標高、c)島
しょの標高

○ ○

国土交通省 国土数値情報（航路） ｳ.交通 d)航路 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（鉄道） ｳ.交通 c)鉄道中心 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（道路） ｳ.交通 b)道路中心線 ○ ○ ○

国土交通省 道路関係図面 ｳ.交通
a)道路区域界、b)道路
中心線

○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(河川)
ｴ.河川、海岸線
等

ｆ）河川中心線 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（海岸線）
ｴ.河川、海岸線
等

c)海岸線 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(湖沼)
ｴ.河川、海岸線
等

d)湖沼 ○ ○ ○

国土交通省
国土数値情報（国土保全関連情
報）

ｴ.河川、海岸線
等

a)河川区域界 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（行政界・海岸線）
ｴ.河川、海岸線
等、ｷ.位置参照
情報

c)海岸線、b)行政区画 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(森林地域) ｵ.土地 b)森林区画界 ○ ○ ○

国土交通省 街区レベル位置参照情報
ｷ.位置参照情
報

e)住所に対する位置
参照情報

○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(空港区域) ｸ.公園等 b)飛行場 ○ ○ ○

地理情報の標準化に関する取り組み状況一覧

備　　考

地理情報標準準拠

府省名 データ名称 分類項目 データ項目

（別紙２）
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H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

備　　考

地理情報標準準拠

府省名 データ名称 分類項目 データ項目

国土交通省
海上保安庁

水路測量標成果 ｱ.測地基準点 a)国家基準点 ○ ○

国土交通省
国土地理院

公共基準点成果 ｱ.測地基準点 ａ）公共基準点 ○ ○

国土交通省
国土地理院

基本基準点成果 ｱ.測地基準点 ａ）国家基準点 ○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図2500（空間デ－タ基盤）

ｳ.交通、ｴ.河
川、海岸線等、
ｶ.建物、ｷ.位置
参照情報、ｸ.公
園等

b）道路中心線、c）鉄
道中心線、b）水崖
線、a）公共建物及び
一般建物、a)地名に
対応する位置参照情
報、b)行政区画、e)住
所に対応する位置参
照情報、a)公園、b)飛
行場

○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図25000
（空間デ－タ基盤）

ｳ.交通、ｴ.河
川、海岸線等、
ｸ.公園等

b)道路中心線、c）鉄
道中心線、d）水崖
線、a）公園、b）飛行
場

○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図25000
（海岸線・行政界）

ｴ.河川、海岸線
等、ｷ.位置参照
情報

c)海岸線、b)行政区画 ○

国土交通省
国土地理院

数値地図25000（地名・公共施設）
ｷ.位置参照情
報

a)地名に対応する位
置参照情報

○ ○
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H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

厚生労働省
保健医療福祉ＧＩＳ基本情報
デ－タベ－スシステム

保健医療福祉ＧＩＳ
基本情報デ－タベ
－スシステム

× × ○

国土交通省 国土数値情報
指定地域、沿岸域、
自然、土地関連、施
設、産業統計、水文

○ ○ ○

国土交通省
気象庁

レ－ダ－･アメダス解析雨量 雨量 ○ ○

防災情報提供センター　解
析雨量
http://www.bosaijoho.go.jp
/

国土交通省
国土地理院

ジオイド高 ジオイド高（全国） ○ ○

国土交通省
国土地理院

重力測量成果 重力データ ○ ○

国土交通省
国土地理院

宅地利用動向調査(数値地
図5000(土地利用))

土地利用区分 ○ ○

国土交通省
国土地理院

地磁気測量成果

地磁気の偏角値、
伏角値、水平分力
値、鉛直分力値、全
磁力値

○ ○

国土交通省
国土地理院

土地条件図（縮尺：1/25,000）
注)

地形分類、地盤高、
河川海岸工作物（平
野部のみ）

○ ○
注)　平成17年度より、数値
地図25000(土地条件)とし
て刊行

地理情報標準に準拠した基本空間データ

地理情報標準準拠

地理情報の標準化に関する取り組み状況一覧

データ項目 備　　考府省名 データ名称
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G-XMLに準拠した空間データ基盤を含む地図等

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

総務省 国勢調査町丁・字等別境界デ－タ
ｷ.位置参照情
報

c)統計調査区 ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（航路） ｳ.交通 d)航路 ○ ○

国土交通省 国土数値情報（鉄道） ｳ.交通 c)鉄道中心 ○ ○

国土交通省 国土数値情報（道路） ｳ.交通 b)道路中心線 ○ ○

国土交通省 国土数値情報(河川)
ｴ.河川、海岸線
等

ｆ）河川中心線 ○ ○

国土交通省 国土数値情報（海岸線）
ｴ.河川、海岸線
等

c)海岸線 ○ ○

国土交通省 国土数値情報(湖沼)
ｴ.河川、海岸線
等

d)湖沼 ○ ○

国土交通省
国土数値情報（国土保全関連情
報）

ｴ.河川、海岸線
等

a)河川区域界 ○ ○

国土交通省 国土数値情報（行政界・海岸線）
ｴ.河川、海岸線
等、ｷ.位置参照
情報

c)海岸線、b)行政区画 ○ ○

国土交通省 国土数値情報(森林地域) ｵ.土地 b)森林区画界 ○ ○

国土交通省 国土数値情報(空港区域) ｸ.公園等 b)飛行場 ○ ○

地理情報の標準化に関する取り組み状況一覧

備　　考

G-XML準拠

府省名 データ名称 分類項目 データ項目

4 / 5 



 

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

厚生労働省
保健医療福祉ＧＩＳ基本情報
デ－タベ－スシステム

保健医療福祉ＧＩＳ
基本情報デ－タベ
－スシステム

× × ○

経済産業省 100万分の１地質編集図

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布
等を各種縮尺の地
形図上に図示

○ ○ ○

経済産業省
100万分の1日本地質図　第3
版 CD－ROM版(説付)

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布、
重力異常等を各種
縮尺の地形図上に
図示

○ ○ ○

経済産業省
日本地質文献・索引図デ－
タベ－ス

産総研所収の地質
文献の著者，書名，
発行所，発行年，他
書誌デ－タ項目

○ ○

GEOLIS＋　日本地質文献
データベース
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/DB011/index.html

経済産業省
日本地質図索引図デ－タベ
－ス

産総研所収の地質
図の座標範囲，著
者，書名，発行所，
発行年，他書誌デ－
タ項目

○ ○
H16年度に日本地質文献・
索引図データベースに併
合された

国土交通省 国土数値情報
指定地域、沿岸域、
自然、土地関連、施
設、産業統計、水文

○ ○

G-XMLに準拠した基本空間データ

地理情報の標準化に関する取り組み状況一覧

データ項目 備　　考府省名 データ名称

G-XML準拠
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（別紙３）

H15年度
末整備

率

H16年度
末整備

率

H17年度
末整備

率

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

総務省 基本単位区図形中心点
ｷ.位置参照情
報

c)統計調査区 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行 　

総務省 国勢調査町丁・字等別境界デ－タ
ｷ.位置参照情
報

c)統計調査区 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総務省
市町村別標準地域メッシュ・コ－ド
一覧

ｷ.位置参照情
報

d)標準地域メッシュ 100% 100% 100% × × ×
整備終

了
整備終

了
整備終

了
× × × × × × × × ×

総務省
事業所･企業統計調査調査区境界
デ－タ

ｷ.位置参照情
報

c)統計調査区 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

総務省 住居表示台帳
ｷ.位置参照情
報

e)住所に対応する位
置参照情報

- - － - - － - - － × × × × × × × × ×

※住居表示台帳は、住居表示に
関する法律に基づき、市町村が
整備・管理しているため、総務省
で電子化整備率を把握すること
は困難である。

法務省
登記所備付地図等
（旧不動産登記法第17条地図等）

ｵ.土地 a)筆界等 約30% 約30% 約40% ○ ○ ○ × ○ ○ × × × × × × × × ×
不動産登記法の改正（平成
17年3月7日施行）のため名
称変更

財務省 国有財産台帳付属図面
ｵ.土地
ｶ.建物

a)筆界等
a）公共建物及び一般
建物

0% 0% 0% ○ ○ ○ × × × × × × × × × × × ×

農林水産省 数値地形標高（5ｍメッシュ） ｲ.標高､水深 a)格子点の標高 52% 63% 68% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × ×

農林水産省
林野庁

国有林の森林計画図

ｳ．交通、ｴ．河
川、海岸線等、
ｵ．土地、ｷ．位
置参照情報

b)道路中心線、b)水涯
線、b)森林区域界、b)
行政区画

1% 22% 60% ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × × ○ × × ×

経済産業省 住所・緯度経度マッチングファイル
ｷ.位置参照情
報

e)住所に対応する位
置参照情報

100% 100% 100% ○ ○ ○
整備終

了
整備終

了
整備終

了
× × × × × × × × ×

国土交通省 国土数値情報（沿岸海域メッシュ） ｲ.標高､水深 b)水深 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（自然地形メッシュ） ｲ.標高､水深
a)格子点の標高、c)島
しょの標高

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（航路） ｳ.交通 d)航路 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（鉄道） ｳ.交通 c)鉄道中心 100% 100% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

府省名 データ名称 分類項目 データ項目

電子化整備率

国土空間データ基盤の整備状況（空間データ基盤を含む地図等）

備　　考

インターネット提供クリアリングハウスへの登録メタデータの整備状況電子納品更新状況
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H15年度
末整備

率

H16年度
末整備

率

H17年度
末整備

率

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

府省名 データ名称 分類項目 データ項目

電子化整備率

備　　考

インターネット提供クリアリングハウスへの登録メタデータの整備状況電子納品更新状況

国土交通省 国土数値情報（道路） ｳ.交通 b)道路中心線 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 道路関係図面 ｳ.交通
a)道路区域界、b)道路
中心線

- - － × × × × ○ ○ × × × × × × × × ×

※道路関係図面については、そ
の殆どが国の所管ではないた
め、電子化状況を把握することは
非常に困難である。

国土交通省
河川基盤地図（旧　河川現況台帳
の図面）

ｴ.河川、海岸線
等

a)河川中心線、河川
区域界、水涯線（図
面）

80% 88% 88% ○ ○ ○ × ○ ○ × × × × × × × × ×

国土交通省 国土数値情報(河川)
ｴ.河川、海岸線
等

ｆ）河川中心線 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（海岸線）
ｴ.河川、海岸線
等

c)海岸線 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(湖沼)
ｴ.河川、海岸線
等

d)湖沼 100% 100% 100% × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土数値情報（国土保全関連情
報）

ｴ.河川、海岸線
等

a)河川区域界 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報（行政界・海岸線）
ｴ.河川、海岸線
等、ｷ.位置参照
情報

c)海岸線、b)行政区画 100% 100% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(森林地域) ｵ.土地 b)森林区画界 100% 100% 100% × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 地籍図 ｵ.土地 a)筆界等 - - － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ×

※地籍図については、市町村が
管理しているため、国土交通省
で電子化状況を把握することは
非常に困難である。

国土交通省 街区レベル位置参照情報
ｷ.位置参照情
報

e)住所に対する位置
参照情報

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 国土数値情報(空港区域) ｸ.公園等 b)飛行場 100% 100% 100% × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
海上保安庁

水路測量標成果 ｱ.測地基準点 a)国家基準点 100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 × ○ ○ × ○ ○ × × ×

国土交通省
海上保安庁

500mメッシュ水深デ－タ ｲ.標高、水深 b)水深 100% 100% 100% × × ○ 直営 直営 直営 × × ○ × × ○ ○ ○ ○

国土交通省
海上保安庁

沿岸の海の基本図
ｲ.標高、水深、
ｴ.河川、海岸線
等

b)水深、c)海岸線、e)
低潮線（干出線）

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×
インターネット公開について
検討中

国土交通省
海上保安庁

航海用電子海図
ｲ.標高、水深、
ｳ.交通、ｴ.河
川、海岸線等

b)水深、d)航路、c)海
岸線、e)低潮線（干出
線）

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行
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H15年度
末整備

率

H16年度
末整備

率

H17年度
末整備

率

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

H15年度
末整備

H16年度
末整備

H17年度
末整備

府省名 データ名称 分類項目 データ項目

電子化整備率

備　　考

インターネット提供クリアリングハウスへの登録メタデータの整備状況電子納品更新状況

国土交通省
国土地理院

公共基準点成果 ｱ.測地基準点 ａ）公共基準点 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

国土交通省
国土地理院

基本基準点成果 ｱ.測地基準点 ａ）国家基準点 100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × × ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図10mメッシュ（火山標高） ｲ.標高、水深 ａ）格子点の標高 41% 43% 47% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

国土交通省
国土地理院

数値地図250mメッシュ（標高）
（1kmメッシュ（標高）と1km
メッシュ（平均標高）を含む）

ｲ.標高、水深
ａ）格子点の標高、ｃ）
島しょの標高

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
国土地理院

数値地図50mメッシュ（標高） ｲ.標高、水深
ａ）格子点の標高、ｃ）
島しょの標高

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
国土地理院

数値地図5mメッシュ（標高） ｲ.標高、水深 ａ）格子点の標高 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 刊行

国土交通省
国土地理院

2万5千分1沿岸海域地形図
ｲ.標高、水深、
ｳ.交通

ｂ）水深、ｄ）航路 7% 8% 8% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

国土交通省
国土地理院

1万分1湖沼図
ｲ.標高、水深、
ｴ.河川、海岸線
等

ｂ）水深、ｄ）湖沼 42% 57% 58% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

国土交通省
国土地理院

数値地図2500（空間デ－タ基盤）

ｳ.交通、ｴ.河
川、海岸線等、
ｶ.建物、ｷ.位置
参照情報、ｸ.公
園等

b）道路中心線、c）鉄
道中心線、b）水崖線、
a）公共建物及び一般
建物、a)地名に対応す
る位置参照情報、b)行
政区画、e)住所に対応
する位置参照情報、a)
公園、b)飛行場

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図10000（総合）

ｳ.交通、ｴ.河
川、海岸線等、
ｷ.位置参照情
報

a）道路区域界、c)鉄
道中心線、b)水崖線、
c)海岸線、a)地名に対
する位置参照情報、b)
行政区画

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×
刊行中止
本文の電子化完了数には
含めない

国土交通省
国土地理院

数値地図25000
（空間デ－タ基盤）

ｳ.交通、ｴ.河
川、海岸線等、
ｸ.公園等

b)道路中心線、c）鉄
道中心線、d）水崖線、
a）公園、b）飛行場

100% 100% 100% × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図200000
（海岸線・行政界）

ｴ.河川、海岸線
等、ｷ.位置参照
情報

c)海岸線、b)行政区画 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × × × × × ×
刊行中止
本文の電子化完了数には
含めない

国土交通省
国土地理院

数値地図25000
（海岸線・行政界）

ｴ.河川、海岸線
等、ｷ.位置参照
情報

c)海岸線、b)行政区画 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
国土地理院

数値地図25000（地名・公共施設）
ｷ.位置参照情
報

a)地名に対応する位
置参照情報

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

数値地図200000（地図画像） ｹ.その他 a)地図画像 100% 100% 100% × ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行
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府省名 データ名称 分類項目 データ項目

電子化整備率

備　　考

インターネット提供クリアリングハウスへの登録メタデータの整備状況電子納品更新状況

国土交通省
国土地理院

数値地図25000（地図画像） ｹ.その他 a)地図画像 100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行

国土交通省
国土地理院

数値地図50000（地図画像） ｹ.その他 a)地図画像 100% 100% 100% × ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
国土地理院

2万5千分1地図情報 ｹ.その他 a)地図画像  100% 100% 　 ○ ○ 　 直営 直営 　 × × 　 × × 　 ○ ○
平成16年度より登録
http://watchizu.gsi.go.jp/

環境省 自然環境情報ＧＩＳ
ｲ.標高､水深、
ｴ．河川、海岸
線等

 b)水深、 c)海岸線、
d)湖沼、 f)河川中心線

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○
平成17年度より一部イン
ターネットによる提供開始

＊凡例
直　 営   ：直営作業のために納品行為がないもの
整備終了：データ整備が終了したために納品行為がないもの
刊　 行   ：刊行という形態で電子媒体での提供が実施されているもの
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H15年度
末整備率

H16年度
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H17年度
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整備

H17年度末
整備

内閣府
防災情報（地震防災情報シ
ステム(DIS)）

防災情報の名称、
所在等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × × 　

総務省
宇宙技術（VLBI）利用による
高精度測位基準点デ－タ

座標値：国際基準座
標系におけるX,Y,Z
の各値

100% 100% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総務省
国勢調査、事業所･企業統計
調査等のリンクによる地域
メッシュ統計

昼間人口、夜間人
口等

100% 100% 100% × ○ × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

総務省
国勢調査に関する地域メッ
シュ統計

人口、世帯数等 100% 100% 100% ○ × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

総務省 国勢調査基本単位区別結果 人口、世帯数等 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行
総務省 国勢調査町丁・字等別結果 人口、世帯数等 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総務省 国勢調査調査区一覧表 所在地等 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

総務省
事業所･企業統計調査に関
する地域メッシュ統計

事業所数、従業者
数等

100% 100% 100% ○ × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

総務省
事業所･企業統計調査調査
区台帳

所在地等 100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

総務省
事業所･企業統計調査調査
区別結果

事業所数、従業者
数等

100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

総務省
電波伝搬障害防止区域を表
示した図面

重要無線通信の確
保を図るため、総務
大臣が指定する電
波伝搬障害防止区
域、高層建築物等
の形状、構造、住所
等

100% 100% 100% × ○ ○ × × × × ○ ○ × ○ ○ × × ×

財務省 国有財産現在額口座別調書
国有財産の位置（登
記上の表示・住居表
示）等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

国有財産情報公開システ
ム
http://www.kokuyuzaisan.g
o.jp/kokuyu/pc/start.html

文部科学省
基盤的地震観測網デ－タ
（広帯域地震観測）

地震観測デ－タ（波
形デ－タ）

100% 100% 100% × × × × × × × × × × × × ○ ○ ○
F-net
http://www.fnet.bosai.go.jp
/

文部科学省
基盤的地震観測網デ－タ
（高感度地震観測）

地震観測デ－タ（波
形デ－タ、震源デ－
タ等）

100% 100% 100% × × × × × × × × × × × × ○ ○ ○
Hi-net
http://www.hinet.bosai.go.j
p/

文部科学省 強震観測網データ
強震データ、土質
データ

100% 100% 100% × × × × × × × × × × × × ○ ○ ○
K-NET
http://www.k-
net.bosai.go.jp/

文部科学省 全国遺跡デ－タベ－ス
遺跡所在地の北緯・
東経

36% 40% 42% ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

文部科学省
地すべり地形分布図デ－タ
ベ－ス

地すべり地形（滑落
崖、移動体輪郭、地
表面変形構造、移
動方向、等）

26% 33% 49% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地すべり地形分布図デー
タベース
http://lsweb1.ess.bosai.go.j
p/jisuberi/jisuberi_mini/ind
ex.asp

文部科学省 土質柱状図デ－タベ－ス
表層地盤、建築許
可申請書

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × × × × × × × × ×

厚生労働省
保健医療福祉ＧＩＳ基本情報
デ－タベ－スシステム

保健医療福祉ＧＩＳ
基本情報デ－タベ
－スシステム

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

農林水産省
農林水産関係市町村別デー
タ

耕地面積、農作物
の作付面積・10ａ当
たり収量・収穫量・
出荷量、畜産物の
飼養戸数・飼養頭
数、水産物漁獲量
等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
http://www.tdb.maff.go.jp/
toukei/a02smenu?TouID=
D003

農林水産省
地すべり危険箇所デ－タベ
－ス

地すべり防止区域、
地すべり危険地

100% 100% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

農林水産省 特殊土壌地帯デ－タベ－ス

これまでの対策事
業の実施状況、特
殊土壌の分布状況
等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × × ○ × × ×

メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

国土空間データ基盤の整備状況（基本空間データ）

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

農林水産省
林野庁

国有林の森林調査簿
林班、小班、法指定
等、施業方法、傾斜
土壌等

100% 100% 100%

○
計画区ごと
に5年周期

で更新

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × × ×

農林水産省
林野庁

国有林の地域別の森林計画
に係る森林簿

森林の所在、面積、
樹種、林齢、材積、
成長量等

100% 100% 100%

○
計画区ごと
に5年周期

で更新

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × × ×

農林水産省
林野庁

保安林台帳 保安林の所在等 0% 0% 0%

○
修正事項
発生の都
度更新

○ ○ × × × × × ○ × × ○ × × ×

経済産業省 100万分の１地質編集図

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布
等を各種縮尺の地
形図上に図示

100% 100% 100% ○ × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省
100万分の1日本地質図　第
3版 CD－ROM版(説付)

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布、
重力異常等を各種
縮尺の地形図上に
図示

100% 100% 100% ○ × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 刊行 刊行

経済産業省 200万分の１地質編集図
地質，火山，活断層
等の地質図類

100% 100% 100% ○ × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 20万分の1地質図幅集(画像)

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布、
重力異常等を各種
縮尺の地形図上に
図示

100% 100% 100% × × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省 300万分の１地質編集図

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布
等を各種縮尺の地
形図上に図示

100% 100% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省
400万分の1東アジア磁気異
常図  CD－ROM版(説付)

磁気異常図，データ
分布図

100% 100% 100% ○ × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省 500万分の１地質編集図

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布
等を各種縮尺の地
形図上に図示

100% 100% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 50万分の１地質図幅

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布
等を各種縮尺の地
形図上に図示

100% 100% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 5万分の１地質図幅

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布、
重力異常等を各種
縮尺の地形図上に
図示

80% 85% 86% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省
CCOP TECHNICAL
BULLETIN VOL.27

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布
等を各種縮尺の地
形図上に図示し，ベ
クトル化

100% 100% 100% × × × 直営 × × × × × × × × × × ×
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

経済産業省 火山地質図
日本の火山の活動
史等を表現した地質
を地形図上に図示

20% 100% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○
活火山データベース
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/db099/index.html

経済産業省 海洋地質図

海底の地質・構造・
資源・堆積物・重力・
地磁気等を海の基
本図等の地形図上
に図示

100% 100% 100% × × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 刊行 刊行

経済産業省 岩石物性値デ－タベ－ス

日本の岩石につい
て、緯度･経度、岩
石種、物性値、文献
等

100% 100% 100% ○ × × × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
岩石物性値データベース
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/prock/welcome.html

経済産業省 空中磁気図
磁気等値線を20万
分の1縮尺の緯度・
経度で図示

65% 66% 67% × × × × × × ○ ○ ○ × × × × × ×

経済産業省 工業統計メッシュデ－タ
事業所数、従業者
数、製造品出荷額
等

100% 100% 100% × × ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省
構造図
（活断層ストリップマップ）

日本の第四紀更新
世後期以降の活構
造を地形図上に図
示

5% 6% 7% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○
活断層データベース
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/activefault

経済産業省 鉱物資源図

日本の金属・非金属
資源の分布，鉱物
資源の種類と地質と
の関連を地質図上
に示した

80% 90% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 重力図

重力異常等値線を
緯度・経度で図示
（紙）
緯度･経度･標高･重
力値等（電子デ－タ)

100% 100% 100% × ○ ○ 直営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 商業統計メッシュデ－タ
商店数、従業者数、
年間商品販売額等

100% 100% 100% ○ × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省
世界地質図索引図デ－タベ
－ス

産総研所収の地質
図の座標範囲，著
者，書名，発行所，
発行年，他書誌デ
－タ項目

100% 100% 100% ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
世界地質図データベース
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/g-mapi/index.html

経済産業省 地質標本デ－タベ－ス

地質標本名(岩石
名、鉱物名、化石
名)、採取地点の行
政地名と緯度、経
度、地形図名、地層
名、地質時代

100% 100% 100% ○ ○ ○ × × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

地質標本登録データベー
ス
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/dgems/

経済産業省
日本地質文献・索引図デ－
タベ－ス

産総研所収の地質
文献の著者，書名，
発行所，発行年，他
書誌デ－タ項目

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

GEOLIS＋　日本地質文献
データベース
http://www.aist.go.jp/RIO
DB/DB011/index.html

経済産業省 地熱資源図
温泉・自然噴気・地
熱井データなど

30% 30% 30% × × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 地熱地域等重力線図
地熱地域の等重力
線，噴気井，地熱井
など

10% 10% 10% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省
東・東南アジア数値地質図
200万分/1

地層・岩体の分布・
特徴・地質年代、地
質構造、鉱床分布、
重力異常等を各種
縮尺の地形図上に
図示

100% 100% 100% × × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省
東・東南アジア都市域の地
球科学情報

東・東南アジアの主
要都市の地質図，
活断層図，水資源
図など

100% 100% 100% ○ × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省 特殊地質図
地質，環境地質，地
熱地域地質，資源
図などの地質図類

100% 100% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

経済産業省
日本の新生代火山岩の分布
と産状 Ver.1.0

第四紀火山分布
図，火山画像・活動
様式・噴火記録など

100% 100% 100% × × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省
日本周辺海域音波探査デ－
タベ－ス

日本周辺海域音波
探査画像，日本周
辺海底数値地質図
など

100% 100% 100% × × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

経済産業省 日本水理地質図
日本の平野・盆地の
水資源の利用等を
地形図上に図示

5% 6% 9% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 刊行 刊行

経済産業省 日本炭田図
日本の炭田地域周
辺の地質図

10% 10% 10% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省
日本地質図索引図デ－タベ
－ス

産総研所収の地質
図の座標範囲，著
者，書名，発行所，
発行年，他書誌デ
－タ項目

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
H16年度に日本地質文献・
索引図データベースに併
合された

経済産業省 日本油田・ガス田図

燃料資源評価を目
的に作成された油
田・ガス田地域の地
質図

10% 10% 10% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省
日本陸域赤外画像デ－タベ
－ス

人工衛星の赤外セ
ンサによるデ－タの
幾何投影・輝度・分
解能変換による正
射画像と陸上デ－タ

100% 100% 100% × × × 直営 × × × × × × × × × × ×

経済産業省 北海道金属非金属鉱床総覧
北海道の新第三紀
後期－第四紀の鉱
化作用など

70% 70% 70% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

経済産業省 北海道地質ガイド
北海道の岩石，鉱
物，化石など

100% 100% 100% ○ × × 直営 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省 河川環境情報デ－タベ－ス

詳細を検討中
　魚介類調査、底生
動物調査、植物調
査、鳥類調査、両生
類･爬虫類･哺乳類
調査、陸上昆虫類
等調査の結果。
・調査箇所、確認箇
所
・調査実施日
・確認生物の和名、
学名
・体長　　等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ ○ ○
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

国土交通省
河川基盤地図（旧　河川現
況台帳の図面）

河川、河川構造物
等
（基礎となるデータ）

80% 88% 88% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × ×

国土交通省 国土数値情報
指定地域、沿岸域、
自然、土地関連、施
設、産業統計、水文

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
阪神淡路大震災復興計画策
定支援システム

対象範囲:兵庫県下
の6市(神戸市、尼崎
市、西宮市、芦屋
市、伊丹市、 宝塚
市)を中心とした、阪
神淡路大震災の被
災地域
情報を整備した主な
項目:
・数値地図1万から
取得した地形地物
に関する情報
・1/2500国土基本か
ら取得した建築物の
位置･形状に関する
情報
・都市計画学会他に
よる建築物の被災
状況に関する情報
・建築研究所による
火災に関する情報

100% 100% 100% × × × × × × × × × × × × × × ×

国土交通省 深井戸台帳
井戸位置情報、所
有者、用途、深さ、
水位、地下地質等

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 地価公示
標準地の所在地
番、住居表示、公示
価格、地積等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 地質断面図 土質 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 地籍簿
地番、地目、地積、
所有者

不明 不明 不明 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × × ×

国土交通省 都道府県地価調査
基準地の所在地
番、住居表示、標準
価格、地積等

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
土地分類調査及び水調査
（成果図及び薄冊）

土地分類調査成
果、水調査成果

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省 法人土地基本調査
法人の所有する土
地の所在地・面積な
ど

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ ○ ○

国土交通省
気象庁

レ－ダ－･アメダス解析雨量 雨量 100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

防災情報提供センター　解
析雨量
http://www.bosaijoho.go.jp
/

国土交通省
気象庁

海況解析デ－タ
海面水温、表層水
温

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
気象庁

気候系監視年報

気温･降水量･風･日
照時間、気圧(世
界)、大気循環デ－
タ、海面水温

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × ○ ○ 刊行 刊行 刊行
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

国土交通省
気象庁

気象観測平年値(メッシュ気
候値)

気温･降水量･日照
時間・全天日射量・
最深積雪の平年値
（１kmメッシュ）

100% 100% 100% × × × 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
気象庁

地震･火山月報
地震観測施設の緯
度･経度、地震観測
デ－タ

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

気象庁HP　地震・津波の
資料のページ
http://www.seisvol.kishou.
go.jp/eq/seismo.html

国土交通省
海上保安庁

海洋観測（水温、塩分、海流
等）データ

水温、塩分、海流、
潮汐など

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○
日本海洋データセンター
(JODC)ホームページ
http://www.jodc.go.jp/

国土交通省
海上保安庁

航海用電子海図

航海用電子海図の
内容のうち水深、航
路、海岸線、低潮線
以外の項目

100% 100% 100% ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
海上保安庁

水路書誌（水路誌データ）

航海に必要な航路
の状況、沿岸及び
港湾の地形・施設・
法規

100% 100% 100% ○ ○ ○ × × × × × × × × × × 刊行 刊行

国土交通省
海上保安庁

平均水面、最高水面及び最
低水面一覧表

潮汐 100% 100% 100% ○ ○ ○ × × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

NOAA植生指標デ－タ（縮尺
の概念はない）

NDVI(植生指標)デ
－タ

100% 100% 100% ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

ジオイド高 ジオイド高（全国） 100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × ○ ○

国土交通省
国土地理院

沿岸海域土地条件図（縮尺：
1/25,000）

1.陸部　標高点、等
高線、地形分類(山
地･丘陵、台地･段
丘、低地、砂丘、頻
水地形、人口地形
等)、各種機関及び
施設(道路･鉄道、官
庁署、行政界、植生
等)
2.海部　水深点、等
深線、基盤等深線、
地形分類(海岸･潮
間帯、極浅海、浅
海、海底微地形、人
工地形)、底質･堆積
層(岩、れき、砂、
泥、サンゴ礁)

7% 8% 100% × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○

国土交通省
国土地理院

火山土地条件図（縮尺：
1/15,000～1/50,000）

地形分類、防災施
設(火山地域のみ)

24%(12/
49火山)

24%(12/
49火山)

27%(13/
49火山)

× × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

国土交通省
国土地理院

重力測量成果 重力データ 100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

宅地利用動向調査(数値地
図5000(土地利用))

土地利用区分 100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 刊行 刊行 刊行

国土交通省
国土地理院

地球地図(縮尺:1/100万)

河川･海岸線･行政
界･交通網･人口集
中域･標高･植生･土
地利用･土地被覆
(全世界)

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
国土地理院

地磁気測量成果

地磁気の偏角値、
伏角値、水平分力
値、鉛直分力値、全
磁力値

50% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

国土交通省
国土地理院

都市圏活断層（縮尺：25,000
レベル）

活断層、地形分類
（都市域のみ）

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

国土交通省
国土地理院

土地条件図（縮尺：
1/25,000）　注)

地形分類、地盤高、
河川海岸工作物（平
野部のみ）

60% 95% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○
注)　平成17年度より、数
値地図25000(土地条件)と
して刊行

環境省
第1類型　ＮＯＸ総量規制指
定地域

ＮＯＸ総量規制指定
地域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　ＳＯＸ総量規制指
定地域

ＳＯＸ総量規制指定
地域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　スパイクタイヤ粉じ
ん指定地域

スパイクタイヤ粉じ
ん指定地域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　悪臭防止法規制
地域

悪臭防止法規制地
域

77% 85% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　建築物用地下水
採取規制指定地域

建築物用地下水採
取規制指定地域

75% 75% 75% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　原生自然環境保
全地域

原生自然環境保全
地域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

環境省
第1類型　湖沼水質保全特
別措置法指定湖沼、指定地
域

湖沼水質保全特別
措置法指定湖沼、
指定地域

89% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　公害防止計画策
定地域

公害防止計画策定
地域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　公共用水域水質
環境基準指定類型水域

公共用水域水質環
境基準指定類型水
域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　工業用水法指定
地域

工業用水法指定地
域

50% 50% 50% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　航空機騒音環境
基準類型指定地域

航空機騒音環境基
準類型指定地域

60% 90% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　国指定鳥獣保護
区

国指定鳥獣保護区 100% 100% 100% × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

環境省 第1類型　国定公園区域 国定公園区域 100% 100% 100% × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

環境省
第1類型　国民保養温泉地
域

国民保養温泉地域 0% 0% 0% × × × × × × × × × × × × × × ×
※H15・16の理解が間違ってい
たため、正しい数値に修正

環境省 第1類型　国立公園区域 国立公園区域 100% 100% 100% × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

環境省
第1類型　自然環境保全地
域

自然環境保全地域 100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

環境省
第1類型　自動車ＮＯＸ・ＰＭ
法対策地域

自動車ＮＯＸ・ＰＭ法
対策地域

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　振動規制法指定
地域

振動規制法指定地
域

83% 90% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　新幹線騒音環境
基準類型指定地域

新幹線騒音環境基
準類型指定地域

76% 80% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省 第1類型　生息地等保護区 生息地等保護区 0% 0% 100% × × ○ ○ ○ ○ × × × × × ○ × × ×

環境省
第1類型　騒音環境基準類
型指定地域

騒音環境基準類型
指定地域

72% 80% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第1類型　騒音規制法指定
地域

騒音規制法指定地
域

83% 90% 100% × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第2類型　ダイオキシンの汚
染状況調査

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類環境調
査結果

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/
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メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

データ項目 備　　考府省名 データ名称

インターネット提供クリアリングハウスへの登録

環境省
第2類型　海洋環境モニタリ
ング

海洋環境モニタリン
グ調査

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第2類型　公共用水域の要
監視項目水質測定結果

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ ○ ○
http://www.env.go.jp/wate
r/impure/kanshi.html

環境省
第2類型　公共用水域水質
デ－タ

公共用水域水質測
定結果（年間値）

100% 100% 100% ○ ○ × ○ ○ ○ × × × × × × × × ○ http://mizu.nies.go.jp/

環境省

第2類型　自然環境保全基
礎調査（現存植生図、干潟
分布図、サンゴ礁分布図
等）

現存植生図、干潟
分布図、サンゴ礁分
布図等

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
http://www.biodic.go.jp/kis
o/map/sy_map_f.html

環境省
第2類型　自動車交通騒音
実態調査

自動車交通騒音実
態調査

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × ○ ○
http://www-
gis.nies.go.jp/noise/car/

環境省
第2類型　臭素化ダイオキシ
ンの汚染状況

0% 0% 0% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × ×  

環境省
第2類型　水環境中の環境ホ
ルモンなどの実態調査（農薬
以外）

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ 17年度末で終了予定

環境省
第2類型　水質汚濁物質排
出量総合調査

水質汚濁物質排出
量総合調査

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第2類型　水質汚濁防止法に
基づく公共用水水域水質測
定結果(年間集計値)

水質汚濁防止法に
基づく公共用水水域
水質測定結果

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第2類型　瀬戸内海における
海砂利採取とその環境への
影響調査

0% 0% 0% × × × × × × × × × × × × × × ×  

環境省
第2類型　瀬戸内海の底質
調査

瀬戸内海の底質調
査

100% 100% 100% × × × × × × × × × × × × ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省

第2類型　大気汚染防止法に
基づく大気環境常時監視測
定結果(月間集計値･年間集
計値)

大気汚染防止法に
基づく大気環境常時
監視測定結果

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ ○ ○ http://www-gis.nies.go.jp/

環境省
第2類型　地下水の環境基
準の監視

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × ×  

環境省
第2類型　地下水の要監視
項目の測定

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × ×  

環境省
第2類型　地下水環境マップ
調査

0% 0% 0% × × × × × × × × × × × × × × ×  

環境省
第2類型　日本近海海洋汚
染実態調査結果

日本近海海洋汚染
実態調査結果

100% 100% 100% × × × ○ ○ × × ○ × × ○ × × ○ ○

http://www-gis.nies.go.jp/
電子納品、メタデータの整
備状況並びにクリアリング
ハウスへの登録はH16で
終了

環境省
第2類型　未規制発生源排
出濃度等実態調査

0% 0% 0% × × × × × × × × × × × × × × ×  

環境省
第2類型　有害大気汚染物
質モニタリング調査結果

有害大気汚染物質
モニタリング調査結
果

100% 100% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ ○ ○

＊凡例
直　 営   ：直営作業のために納品行為がないもの
刊　 行   ：刊行という形態で電子媒体での提供が実施されているもの
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内閣府 航空写真

航空機による撮
影
撮影時期　平成
12年12月

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ × × × × × × × × × 　

文部科学省
衛星画像（ADEOS）

ADEOS（地球観
測プラット
フォ－ム技術衛
星）/AVNIR(高
性能可視近赤
外放射計)、
OCTS（海色海
温走査放射計）
撮影時期
1996.8～1997.8

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

文部科学省 衛星画像（ADEOS2）

ADEOS2（みどり
２）/GLI(グロー
バルイメー
ジャー)、AMSR
（高性能マイク
ロ波放射計）
撮影時期
2002.12～
2003.10

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○
○（FY15
12月登録
依頼済み）

○ ○ × ×
○

(研究利用
に限る)

文部科学省
衛星画像（Aqua）

米国Aqua衛星・
AMSR-E（改良
型高性能マイク
ロ波放射計）
撮影時期
2002.5～
2005.5(ミッショ
ン期間終了の
見込み）

44% 70% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○（FY15
12月登録
依頼済み）

○ ○ × ×
○

(研究利用
に限る)

文部科学省
衛星画像（ERS）

ERS/AMI(Activ
e　Maicrowave
Insturument)
撮影時期　1997
～
2003.3.31
NASDAが直接
受信

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ×

文部科学省
衛星画像（IRS）

IRS/PAN(Panc
hromatic
Sensor) ,
LISS-3(Linear
Imaging Self
Scanning
Sensor)
撮影期間　1998
～2001.3.31
NASDAが直接
受信

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ×

文部科学省
衛星画像（JERS-1）

JERS-1（地球
資源衛星1号）
/SAR(合成開口
レーダー）およ
びOPS(光学セ
ンサ）
撮影時期
1992.4～
1998.10

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

国土空間データ基盤の整備状況（デジタル画像）

備　　考府省名 データ名称 データ項目

インターネット提供クリアリングハウスへの登録メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率
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H15年度末
整備

H16年度末
整備

H17末整備
見込

H15年度末
整備

H16年度末
整備

H17年度末
整備

H15年度末
整備

H16年度末
整備

H17年度末
整備

H15年度末
整備

H16年度末
整備

H17年度末
整備

H15年度末
整備

H16年度末
整備

H17年度末
整備

H15年度末
整備

H16年度末
整備

H17年度末
整備

備　　考府省名 データ名称 データ項目

インターネット提供クリアリングハウスへの登録メタデータの整備状況電子納品更新状況電子化整備率

文部科学省
衛星画像（LANDSAT）

LANDSAT/
TM(Thematic
Mapper)、
MSS(Multispect
ral　Scanner),
ETM+
（Enhanced
Thematic
Mapper Plus）
撮影時期　1979
～2002.11

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ×

文部科学省
衛星画像（RADARSAT）

RADARSAT/SA
R（合成開口
レーダー）
撮影時期　1998
～2001.3.31

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ×

文部科学省
衛星画像（SPOT）

SPOT・
HRV(High
Resolution
Visible Imaging
System)
撮影時期　1988
～2002.3.31

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ×

文部科学省
衛星画像（TRMM）

TRMM/PR(降雨
レ－ダ－）
撮影時期
1997.12～

11% 63% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×
○

(研究利用
に限る)

農林水産省
デジタルオルソ画像（解像
度25ｃｍ～30ｃｍ、カラ－）

航空機による撮
影

52% 63% 68% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × ×

経済産業省
日本陸域赤外画像デ－タベ
－ス

人工衛星の赤
外センサによる
デ－タの幾何投
影・輝度・分解
能変換による正
射画像と陸上デ
－タ

100% 100% 100% 新規 × × × × × × × × × × × × × ×

国土交通省
カラ－空中写真(縮尺1/8
千、1/1万、1/1．5万)

航空機による撮
影(アナログ)

約60％ 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国土交通省
気象庁

雲画像（電子媒体等）
可視…1.25ｋｍ　赤外…５ｋ
ｍ
ともに衛星直下点の値（0°
Ｎ，140°Ｅ）

静止気象衛星
（撮影時期　昭
和53年（1978
年）～）

100% 100% 100% ○ ○ ○ 直営 直営 直営 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

（サイト名及びURL）
気象庁HP　気象衛星
http://www.jma.go.jp/jp/g
ms/

国土交通省
海上保安庁

航空写真
当庁航空機使
用による
撮影完了

100% 100% 100% × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○

国土交通省
国土地理院

航空写真画像デ－タ
（縮尺:1/10,000～1/40,000)

航空機による撮
影

25% 33% 50% ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
http://mapbrowse.gsi.go.jp
/airphoto/index.html

＊凡例
直　 営   ：直営作業のために納品行為がないもの
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対象：平成17年度に開催したセミナー、勉強会、説明会等のうち、自省以外の者に対し公開で行っており、

　　　かつ、参加人数が数十名程度以上のGISに関係する会議。

複数省庁共催セミナー等

セミナー等の名称 主催 趣旨 内容 開催日時 開催地 対象者 参加人数

GIS普及セミナーｉｎ岐阜 国土交通省国土地理院
岐阜県

GIS基盤データをはじめとしたGISデータの地方
公共団体における有効活用の重要性を考慮する
とともに、GIS及び電子国土の理解及び利用の
促進を図ることを目的としたセミナー。併せ
て、統合型GISの普及も図る。

国の施策・標準化の必
要性・先進的な地方公
共団体事例紹介等の講
演・事例紹介

平成17年7月14日 岐阜市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

108

GISセミナー「GISのさらなる
飛躍に向けて」（第１回）

総務省
国土交通省国土計画局、国
土地理院

GISの整備・普及に際して、多くの地方公共団
体やGIS関係者等の間でニーズや諸課題の共有
並びに解決方策の企画・立案等に資するための
セミナー。

学識経験者の講演・国
の取り組み及び先進的
事例の紹介・討論会

平成17年9月20日 札幌市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

178

GIS及び電子国土普及セミ
ナーin旭川

総務省
国土地理院北海道地方測量
部

GIS基盤データをはじめとしたGISデータの地方
公共団体における有効活用の重要性を考慮する
とともに、GIS及び電子国土の理解及び利用の
促進を図ることを目的としたセミナー。併せ
て、統合型GISの普及も図る。

学識経験者・国の取り
組み・標準化の必要
性・先進的な事例紹介
等

平成17年10月13日 旭川市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

116

GISセミナー「GISのさらなる
飛躍に向けて」（第２回）

総務省
文部科学省
国土交通省国土計画局、国
土地理院

GISの整備・普及に際して、多くの地方公共団
体やGIS関係者等の間でニーズや諸課題の共有
並びに解決方策の企画・立案等に資するための
セミナー。

学識経験者の講演・国
の取り組み及び先進的
事例の紹介

平成17年10月28日 東京都 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

280

GIS普及セミナー in 滋賀 総務省
国土交通省国土地理院近畿
地方測量部

GIS基盤データをはじめとしたGISデータの地方
公共団体における有効活用の重要性を考慮する
とともに、GIS及び電子国土の理解及び利用の
促進を図ることを目的としたセミナー。併せ
て、統合型GISの普及も図る。

学識経験者・国の取り
組み・標準化の必要
性・先進的な事例紹介
等

平成17年11月 1日 大津市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

200

GIS普及セミナー in 松山 総務省
国土地理院四国地方測量部
愛媛県

GIS基盤データをはじめとしたGISデータの地方
公共団体における有効活用の重要性を考慮する
とともに、GIS及び電子国土の理解及び利用の
促進を図ることを目的としたセミナー。併せ
て、統合型GISの普及も図る。

学識経験者・国の取り
組み・標準化の必要
性・先進的な事例紹介
等

平成17年11月8日 松山市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

121

GIS及び電子国土普及セミ
ナーin札幌

総務省
国土地理院北海道地方測量
部

GIS基盤データをはじめとしたGISデータの地方
公共団体における有効活用の重要性を考慮する
とともに、GIS及び電子国土の理解及び利用の
促進を図ることを目的としたセミナー。併せ
て、統合型GISの普及も図る。

学識経験者・国の取り
組み・標準化の必要
性・先進的な事例紹介
等

平成17年11月18日 札幌市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

154

GISに関する普及啓発一覧（2005年度GISセミナー等の実施状況）

（別紙４）
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GISセミナー「GISのさらなる
飛躍に向けて」（第３回）

総務省
国土交通省国土計画局、
国土地理院

GISの整備・普及に際して、多くの地方公共団
体やGIS関係者等の間でニーズや諸課題の共有
並びに解決方策の企画・立案等に資するための
セミナー。

学識経験者の講演・国
の取り組み及び先進的
事例の紹介・討論会

平成17年11月30日 熊本市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

131

GISセミナー「GISのさらなる
飛躍に向けて」（第４回）

総務省
経済産業省
国土交通省国土計画局、国
土地理院

GISの整備・普及に際して、多くの地方公共団
体やGIS関係者等の間でニーズや諸課題の共有
並びに解決方策の企画・立案等に資するための
セミナー。

学識経験者の講演・国
の取り組み及び先進的
事例の紹介・討論会

平成18年2月10日 高知市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

121

GISセミナー「GISのさらなる
飛躍に向けて」（第５回）

総務省
文部科学省
農林水産省
国土交通省国土計画局、
国土地理院

GISの整備・普及に際して、多くの地方公共団
体やGIS関係者等の間でニーズや諸課題の共有
並びに解決方策の企画・立案等に資するための
セミナー。

学識経験者の講演・国
の取り組み及び先進的
事例の紹介・討論会

平成18年3月2日 仙台市 GISに携わる国・地
方公共団体の職
員、民間、研究機
関の職員等

170
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単独省庁主催セミナー等

セミナー等の名称 主催 趣旨 内容 開催日時 開催地 対象者 参加人数

「河川GIS・河川アプリ
ケーション標準インター
フェース」に関する説明会

国土交通省河川局 いかなるGISソフトでも共通して利用可能なイ
ンターフェース標準の策定に関して、必要性及
び標準仕様ガイドライン(案)に関する意見を広
く求め、GIS等標準インターフェースの将来普
及を図る。

GIS等インターフェース
の標準化の必要性、標
準インターフェースガ
イドライン(案)の提
示・意見収集、ディス
カッション

平成17年5月23日 東京都 GISベンダー、航測
会社、建設コンサ
ルタント会社、公
益法人、大学棟研
究者等

98

地球観測衛星データ利用セ
ミナー（基礎コース）

文部科学省研究開発局 各省庁の地球観測衛星データ利用関係者等が地
球観測衛星データの利用に必要な基礎的な知
識・技術を習得することにより、地球観測衛星
データの利用を促進する。

【講義内容】
・リモートセンシング
に関する基礎的な知識
について
・解析を行うに当たっ
てのデータ取扱手法に
ついて
【実習内容】
・基本的な解析実習の
実施

平成17年8月8日～
10日

東京 （１）国家公務
員・地方公務員
（２）現在、リ
モートセンシング
関係の業務に従事
しているか、今後
従事する可能性が
ある者
（３）コンピュー
タに関する基礎知
識・技術を有する
者

20

地球観測衛星データ利用セ
ミナー（上級コース）

文部科学省研究開発局 各省庁の地球観測衛星データ利用関係者等が地
球観測衛星データの利用に必要な基礎的な知
識・技術を習得することにより、地球観測衛星
データの利用を促進する。

【講義内容】
・SARの基本原理及び
データの取扱に関する
基礎的な知識の習得に
ついて
【実習内容】
インターフェロメトリ
技術の理論の習得及び
インターフェロメトリ
画像の作成
・SARデータの基本的な
分析手法の習得

平成17年8月29日～
31日

東京 （１）国家公務
員・地方公務員
（２）現在、リ
モートセンシング
関係の業務に従事
しているか、今後
従事する可能性が
ある者
（３）コンピュー
タに関する基礎知
識・技術を有する
者

20

GISデータの標準化実践セミ
ナー in 新潟
～あなたも製品仕様書で発注
ができる！～

国土交通省国土地理院 地理情報標準に準拠した製品仕様書を作成する
講義及び事例紹介を通して、地理情報標準の理
解及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。

・学識経験者による講
演・地理情報標準の概
要とその応用例の紹介
等

平成17年10月25･26
日

新潟市 GISに携わる国・地
方公共団体職員、
民間、研究機関の
職員等

93

統合型ＧＩＳ自治体連絡会議
セミナー

総務省自治行政局地域情報
政策室

地方公共団体における統合型ＧＩＳの理解を深
めつとともに円滑な導入の促進をはかる。

総務省の施策の紹介及
び先進団体の取組の紹
介

平成17年10月31日 東京都 地方公共団体職員 100
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地球観測衛星データ利用セ
ミナー（基礎コース）

文部科学省研究開発局 各省庁の地球観測衛星データ利用関係者等が地
球観測衛星データの利用に必要な基礎的な知
識・技術を習得することにより、地球観測衛星
データの利用を促進する。

【講義内容】
・リモートセンシング
に関する基礎的な知識
について
・解析を行うに当たっ
てのデータ取扱手法に
ついて
【実習内容】
・基本的な解析実習の
実施

平成17年11月7日～
9日

東京 （１）国家公務
員・地方公務員
（２）現在、リ
モートセンシング
関係の業務に従事
しているか、今後
従事する可能性が
ある者
（３）コンピュー
タに関する基礎知
識・技術を有する
者

20

GISデータの標準化実践セミ
ナー in 東京
～あなたも製品仕様書で発注
ができる！～

国土交通省国土地理院 地理情報標準に準拠した製品仕様書を作成する
講義及び事例紹介を通して、地理情報標準の理
解及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。

・学識経験者による講
演・地理情報標準の概
要とその応用例の紹介
等

平成17年11月28･29
日

東京都 GISに携わる国・地
方公共団体職員、
民間、研究機関の
職員等

165

GIS普及セミナー in 山形
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院 国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。参加者がパソコンを実際に使用して、電
子国土サイトを構築。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成17年12月1日 山形市 国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

35

GISデータの標準化実践セミ
ナー in 岡山
～あなたも製品仕様書で発注
ができる！～

国土交通省国土地理院 地理情報標準に準拠した製品仕様書を作成する
講義及び事例紹介を通して、地理情報標準の理
解及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。

・学識経験者による講
演・地理情報標準の概
要とその応用例の紹介
等

平成17年12月5･6日 岡山市 GISに携わる国・地
方公共団体職員、
民間、研究機関の
職員等

73

地球観測衛星データ利用セ
ミナー（上級コース）

文部科学省研究開発局 各省庁の地球観測衛星データ利用関係者等が地
球観測衛星データの利用に必要な基礎的な知
識・技術を習得することにより、地球観測衛星
データの利用を促進する。

【講義内容】
・SARの基本原理及び
データの取扱に関する
基礎的な知識の習得に
ついて
【実習内容】
インターフェロメトリ
技術の理論の習得及び
インターフェロメトリ
画像の作成
・SARデータの基本的な
分析手法の習得

平成17年12月5日～
7日

東京 （１）国家公務
員・地方公務員
（２）現在、リ
モートセンシング
関係の業務に従事
しているか、今後
従事する可能性が
ある者
（３）コンピュー
タに関する基礎知
識・技術を有する
者

20

GIS普及セミナー in さいた
ま
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院 国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。参加者がパソコンを実際に使用して、電
子国土サイトを構築。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成17年12月6日 さいたま
市

国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

50
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GIS普及セミナー in 広島
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院 国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。参加者がパソコンを実際に使用して、電
子国土サイトを構築。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成17年12月15日 広島市 国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

34

GIS普及セミナー in 名古屋
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院 国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。参加者がパソコンを実際に使用して、電
子国土サイトを構築。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成17年12月22日 名古屋市 国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

40

地球観測衛星データ利用セ
ミナー（基礎コース）

文部科学省研究開発局 各省庁の地球観測衛星データ利用関係者等が地
球観測衛星データの利用に必要な基礎的な知
識・技術を習得することにより、地球観測衛星
データの利用を促進する。

【講義内容】
・リモートセンシング
に関する基礎的な知識
について
・解析を行うに当たっ
てのデータ取扱手法に
ついて
【実習内容】
・基本的な解析実習の
実施

平成18年1月11日～
13日

東京 （１）国家公務
員・地方公務員
（２）現在、リ
モートセンシング
関係の業務に従事
しているか、今後
従事する可能性が
ある者
（３）コンピュー
タに関する基礎知
識・技術を有する
者

20

GIS普及セミナー in 那覇
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院 国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。参加者がパソコンを実際に使用して、電
子国土サイトを構築。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成18年1月12日 那覇市 国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

27

GISデータの標準化実践セミ
ナー in 札幌
～あなたも製品仕様書で発注
ができる！～

国土交通省国土地理院 地理情報標準に準拠した製品仕様書を作成する
講義及び事例紹介を通して、地理情報標準の理
解及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。

・学識経験者による講
演・地理情報標準の概
要とその応用例の紹介
等

平成18年1月16･17
日

札幌市 GISに携わる国・地
方公共団体職員、
民間、研究機関の
職員等

145

GIS普及セミナー in 福岡
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院 国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。参加者がパソコンを実際に使用して、電
子国土サイトを構築。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成18年1月19日 福岡市 国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

33

GISデータの標準化実践セミ
ナー in 名古屋
～あなたも製品仕様書で発注
ができる！～

国土交通省国土地理院 地理情報標準に準拠した製品仕様書を作成する
講義及び事例紹介を通して、地理情報標準の理
解及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナー。

・学識経験者による講
演・地理情報標準の概
要とその応用例の紹介
等

平成18年1月23･24
日

名古屋市 GISに携わる国・地
方公共団体職員、
民間、研究機関の
職員等

111
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ＧＩＳフォーラム 総務省
(独)情報通信研究機構

ＧＩＳの最新動向等に関する専門家による講
演、総務省及び情報通信研究機構におけるＧＩ
Ｓ関連研究成果の発表、実証実験の公開等を通
じて、ＧＩＳ技術の高度化。普及促進に資す
る。

・学識経験者の講演
・総務省及び情報通信
研究機構の実施する研
究開発成果の発表・展
示
・実証実験の公開

平成18年1月31日 東京都 一般参加申込者 180

GIS普及セミナー in さいた
ま
～空間情報共有のさらなる進
展に向けて～

国土交通省国土地理院関東
地方測量部

国土地理院にて取り組んでいる電子国土の理解
及び利用の促進を図ることを目的としたセミ
ナーである。参加者がパソコンを実際に使用し
て、電子国土Webシステムを構築するセミ
ナー。

国土地理院における電
子国土の取り組み。電
子国土サイトを構築し
ている団体からの事例
紹介、電子国土サイト
構築実習等

平成18年2月24日 さいたま
市

国及び地方公共団
体の担当職員、民
間企業ほか

22

ＬＢＣＳ成果発表会 経済産業省情報処理振興課 G-XML、LBCS及びｇコンテンツ関係の導入状
況、活用事例の紹介並びに今年度実施事業の成
果発表

○G-XML、LBCS及びｇコ
ンテンツの導入・活用
事例の紹介
○今年度実施事業の発
表

平成18年3月3･4日 東京都 企業・大学関係
者、自治体等

500
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広報資料名 作成省庁・部局課室名 媒体 要旨 提供方法 作成年度 備考

３次元ＧＩＳショーケース 総務省情報通信政策局宇
宙通信政策課

インターネット 平成11年から14年までに実施した「３次
元ＧＩＳの基盤技術の研究開発」の内容
を、当該技術を用いた動的アプリケー
ションなどを交えて紹介。

インターネット 平成15年度 http://www.3dGIS.jp/

統計ＧＩＳプラザ 総務省統計局統計調査部
調査企画課地理情報室

リーフレット GISプラザについての概要。　 無償で配布 平成15年度
平成17年度(改
訂版）

1枚（両面）

統合型ＧＩＳポータル 総務省自治行政局地域情
報政策室

インターネット 地方公共団体における統合型ＧＩＳの導
入をより一層推進するためのポータルサ
イトとして、統合型ＧＩＳの基礎資料、
地方公共団体の導入状況や事例集、各府
省のＧＩＳ関連ページへのリンク等を掲
載。

インターネット 平成16年度 http://www.gisportal.jp/

国土交通省国土計画局GISホーム
ページ

国土交通省国土計画局総
務課国土情報整備室

インターネット GISについての説明、国土計画局におけ
るGISに関する施策、国土数値情報ダウ
ンロードサービス等の案内。

インターネット 平成9年度 http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/g
is/index.html

GIS（地理情報システム）
－GISでつくる豊かで質の高い国
民生活－

国土交通省国土計画局総
務課国土情報整備室

パンフレット GISの説明、活用事例、政府の取り組
み、アクションプログラムの紹介等をわ
かりやすく説明。

無償で配布 平成16年度 全12頁

より便利に、より快適に、暮らし
を豊かにかえるGIS

国土交通省国土計画局総
務課国土情報整備室

ビデオ GISが、すでに様々な形で国民生活に浸
透していることを、地方自治体の行政
サービスや民間の提供するサービスの事
例を中心に わかりやすく紹介

無償で配布・貸
出

平成13年度 約20分

GIS－行政の効率化と住民サービ
スの向上

国土交通省国土計画局総
務課国土情報整備室

ビデオ 地方自治体において、先進的に業務や住
民サービスにGISを利用しているいくつ
かの事例について、システムの導入経緯
や内容、利用状況などを、自治体職員や

無償で配布・貸
出

平成13年度 約30分

ひろがるGISの世界　－GIS実証実
験データベース利活用実験から得
られたもの－

国土交通省国土計画局総
務課国土情報整備室

ビデオ 国土交通省におけるGISモデル地区実証
実験として実施した「実証実験データ
ベース利活用実験」から、さまざまな分
野において展開された実験のユニークな

無償で配布・貸
出

平成14年度 約28分

　GISに関する普及啓発一覧（GIS関係広報資料） 
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（別紙５）

提供サービスサイト名 府省・部局等名 提供開始時期 サービス内容等 URL

交通安全マップ 警察庁、国土交通省 平成14年4月1日
警察庁と国土交通省が保有する交通事故関連情報を統合
し、交通事故統計情報の提供や危険箇所情報の提供を行っ
ている。

http://www.kotsu-anzen.jp/

統計GISプラザ 総務省 平成16年1月20日
インターネットで、統計調査結果をＧＩＳと組合わせて地
図上で利用できる機能等の提供。

http://gisplaza.stat.go.jp/

国有財産情報公開システム 財務省 平成12年4月
各省各庁が所管する国有財産一件別の所在地、数量、価格
等の情報を提供している。

http://www.kokuyuzaisan.go.jp/ko
kuyu/pc/start.html

日本を学ぶ
 文部科学省

国立教育政策研究所
 平成15年7月

「日本を学ぶ」は、日本地図から都道府県別に、史跡、民
話／昔話、歴史、各地の航空写真、大学のシラバス、など
マッピングによる情報提供を行っている

http://www.nicer.go.jp/jmap/lear
n/Top.php

地すべり地形分布図データベース

文部科学省

（独立行政法人
防災科学技術研究所）

 平成12年10月

防災科学技術研究所が刊行している地すべり地形分布図
を、地理情報システム（WEB-GIS）を用いて提供。拡大・縮
小・各種検索機能のほか地すべり地形の属性などの確認が
可能。地すべりなど土砂災害の危険予測につながる基礎的
な国土情報として、自治体などの行政機関のほか道路・ト
ンネル・送電線・ダム等の建設に関わる関係機関における
防災対策・土砂災害の軽減に供する。
既往土砂災害のデータベースに関しても同様のシステムを
用いて発生範囲等がWEB上で確認できる。

http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/ji
suberi/jisuberi_mini/index.asp

地質文献データベース

経済産業省

（独立行政法人
 産業技術総合研究所）

平成8年4月

産業技術総合研究所地質調査情報センターで収集した文
献・地図類をデータベース化して書誌事項、地理情報を提
供している。
以下のデータベースから成り立っている。
・日本地質文献データベース（GEOLIS+）
日本全国の地質に関する文献をデータベース化。
地質図類が存在する文献にのみ地理情報を加え提供してい
る。
・世界地質図データベース（G-MAPI）
所蔵する外国地質図類の全てに地理情報を加えて提供して
いる。

http://www.aist.go.jp/RIODB/DB01
1/index.html

　　　　　　　　　ウェブマッピングシステムを用いた行政情報提供サービスサイト一覧                
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提供サービスサイト名 府省・部局等名 提供開始時期 サービス内容等 URL

国土情報ウェブマッピングシステ
ム

国土交通省
国土計画局

平成15年3月28日

国土計画の策定・支援のために整備した国土数値情報をブ
ラウザで簡単に閲覧することのできるシステムである。閲
覧したい国土数値情報の複数のデータ項目を選択し、地図
画面上に重ね合わせて表示させることが可能である。ま
た、地図の拡大・縮小・移動などの操作により、閲覧した
い地域の地図を自由に表示することができる。
このシステムは、国土数値情報ダウンロードサービスと連
携しており、データ内容の確認を行った後、実データをダ
ウンロードすることができる。また、国土画像情報（カ
ラー空中写真）閲覧機能により、国土数値情報を閲覧しな
がら、周辺のカラー空中写真を検索・閲覧することも可能
である。

http://w3land.mlit.go.jp/WebGIS/

土地利用調整総合支援ネットワー
クシステム（ＬＵＣＫＹ）

国土交通省
土地・水資源局

平成14年4月

国土交通省土地・水資源局は、各都道府県が定めている土
地利用基本計画のうち計画図を電子化した土地利用調整総
合支援ネットワークシステム（LUCKY）を平成14年4月に公
開した。このシステムを利用することにより、常時最新の
土地利用基本計画の計画図を、一般国民や各地方公共団体
等が容易に把握できるようになることで、情報入手の簡素
化、土地利用基本計画変更管理業務の合理化・効率化が図
られることになる。
LUCKYの公開用ホームページには現在、月平均20万件弱のア
クセス（ページビュー）がある。

http://lucky.tochi.mlit.go.jp/

交通規制・道路気象
国土交通省

道路局
平成15年4月 道路に関する規制情報や天気情報、路面情報等について情

報提供
http://www.its.go.jp/roadinfo/

路上工事情報
国土交通省

道路局

平成11年11月

地図表示形式による
提供開始時期

道路に関する路上工事や工事にともなう通行規制状況につ
いて情報提供

http://www.mlit.go.jp/road/koji-
joho/koji-joho2.html

国土交通省　防災情報提供セン
ター

国土交通省 平成16年6月30日

国土地理院の電子国土Webシステムを利用して，国土交通省
内の複数部局が保有・蓄積している観測データ（水文等，
地殻変動及び気象のデータ）を地図上に表示したり，グラ
フ・表にしたりすることができる。

http://www.bosaijoho.go.jp/

Ceis Net（シーズネット）
国土交通省
海上保安庁

平成16年2月
大規模油流出事故等が発生した際、油防除関係機関及び地
方公共団体等が行う防除活動に参考となる情報として収集
した地理情報、自然情報、社会情報、防災情報等（沿岸海
域環境保全情報）をインターネット提供している。

http://www5.kaiho.mlit.go.jp/

基準点成果等閲覧サービス
国土交通省
国土地理院

平成11年4月1日
国土地理院の三角点・多角点・電子基準点、水準点の情報
を検索・閲覧できる。配点図・行政名・基準点コード等か
らの検索・閲覧が可能。

http://cpservice.gsi.go.jp/kijun
ten2k/
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提供サービスサイト名 府省・部局等名 提供開始時期 サービス内容等 URL

空中写真閲覧サービス（試験公
開）

国土交通省
国土地理院

平成14年4月24日 国土地理院が所有する空中写真を公開している。
http://mapbrowse.gsi.go.jp/airph
oto/index.html

電子国土ポータル
国土交通省
国土地理院

平成15年7月1日

国土地理院は、数値化された国土に関する様々な地理情報
を位置情報に基づいて統合し、コンピュータ上で再現する
サイバー国土（電子国土）を実現する施策として、電子国
土Webシステムを2003年7月に公開した。このシステムを利
用することにより、地理情報提供者は、2万5千分1地形図
データ及び数値地図2500(空間データ基盤)を背景にして、
自らの持つ地理情報をホームページから発信することが出
来るなど、特別なＧＩＳソフトや地図情報を用意すること
なく、地理情報の発信や利用が出来る。
地理情報提供者は、これまでに200を超えるサイトが開設済
みである。

http://www.cyberjapan.jp/

都市圏活断層図（試験公開）
国土交通省
国土地理院

平成15年12月18日 電子国土を利用した都市圏活断層図を公開している。
http://mapbrowse.gsi.go.jp/webti
s/afmua/index.html

数値地図(空間データ基盤)の閲覧
（試験公開）

国土交通省
国土地理院

平成16年2月10日
国土地理院が刊行している数値地図25000（空間データ基
盤）および、数値地図2500（空間データ基盤）のデータを
公開している。

http://sdf.gsi.go.jp/

地図閲覧サービス（試験公開）
国土交通省
国土地理院

平成16年3月31日
カラーの2万5千分1地図情報を試験的に公開している。索引
図、地名、公共施設名、経緯度からの検索が可能である。

http://watchizu.gsi.go.jp/

電子申請用添付地図作成支援・確
認サービス

国土交通省
国土地理院

平成16年3月31日 電子申請に必要な添付地図を作成することができる。 http://tenpuchizu.gsi.go.jp/

生物多様性情報システム 環境省 平成10年7月

自然環境保全基礎調査の調査結果を始め、自然環境や生物
多様性に関する情報をインターネットを通じて提供する。
各種情報のデータベースを提供するとともに分布図等の地
理情報をウェブマッピングシステムにより提供している。

http://www.biodic.go.jp/kiso/map
/survey_map_f.html

環境ＧＩＳ
環境省

(独立行政法人
国立環境研究所）

平成14年9月

環境GISは、全国や地域の環境の状況について、地理情報シ
ステム（GIS）を用いて、提供するページである。環境省や
国立環境研究所により調査された、さまざまな環境質につ
いての測定データや法規制の状況を、地図やグラフで見る
ことができる。

http://www-gis.nies.go.jp/

3 /3



（別紙６）

（単位：百万円）

平成１７年度
予算額

平成１８年度
予算額

内閣府 696 652

警察庁 118 235

総務省 267 104

法務省 2,123 4,478

財務省 225 119

文部科学省 122 131

厚生労働省 8 7

農林水産省 1,872 4,281

経済産業省 647 693

国土交通省 18,139 14,705

環境省 68 51

合　　計 24,285 25,456

※　施策単位で額を確認できるものについて集計。交付金等を除く。

平成１８年度ＧＩＳ関係予算額



（別紙６）

内閣府 1　施策 平成18年度予算額　    652百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

総合防災情報システムの
整備

防災対策上必要な、地震防災情報システム（ＤＩＳ）、人工
衛星等を活用した被害早期把握システム（ＲＡＳ）、防災情
報共有プラットフォーム、防災情報ポータルサイトを整備す
る。

554 652

人工衛星等を活用した被
害早期把握システムの整
備

災害発生直後において迅速かつ的確な初動対応を行うため、
人工衛星画像等から得られる情報を活用して、リアルタイム
に実情報の収集、被害状況の全体把握を行うことができるシ
ステムを整備する。

142 －

警察庁 3　施策 平成18年度予算額　    235百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

事故関連データの電子化
による統合利用システム
の維持等に必要な経費

警察庁と国土交通省が保有する交通事故関連情報を統合し、
これを地図上で分析した結果をオンラインで提供するシステ
ムの改善等を行うことにより、交通事故と危険個所情報の提
供による事故の軽減を図る。

17 21

交通規制情報管理システ
ムの整備

GIS技術を活用して事務の電子化及びオンライン化を図り、交
通規制情報を全国統一のフォーマットによりデジタル地図上
で取り扱うことのできるデータベースシステムを整備するも
の。

101 151

危機管理情報統合マッピ
ングシステムの整備

大規模災害等に対する的確な対応を行うため、地理情報等を
迅速・的確に把握・整理するシステムを構築する。

－ 63

総務省 ４　施策 平成18年度予算額　    104百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

次世代ＧＩＳの実用化に
向けた情報通信技術の研
究開発

モバイル端末の利用が可能な次世代ＧＩＳの実現のために、
３次元ＧＩＳデータの圧縮技術、空間データ適応管理技術及
び空間データ伝送技術の研究開発を行い、モバイル環境にお
いて実証実験を行う。

90 －

衛星を使った測位システ
ム・時刻利用に関する調
査研究

衛星測位システム等に関する調査研究の一環として、ＧＰＳ
衛星や電子タグ、センサ等の位置情報を利用していつでもど
こでも正確な位置情報を取得できる時空間情報システムの将
来動向及び技術開発課題について、調査研究を実施する。

－
(8)

の内数

統計ＧＩＳプラザ経費
インターネット上で、統計調査結果をＧＩＳと組み合わせて
地図上で利用できる機能等の提供

59 58

センサス・マッピング・
システム背景地図

国勢調査の「基本単位区」境界とデジタル地図を重ね合わせ
て利用し、効率的な集計を行うためのシステムの運用。

118 26

統合型ＧＩＳの整備等に
関する調査研究

統合型ＧＩＳの一層の普及に向け、個人情報保護対策のあり
方等の課題について調査研究を行う。

(1,300)
の内数

20

法務省 2　施策 平成18年度予算額　  4,478百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

地図管理システムの実施
表示登記事務処理の効率化と質的向上を図るため、地図の数
値処理システムを実施する。

1,399 996

地図情報システムの整備
地図情報をコンピュータ処理し、登記簿情報と一体的な処理
を行うことにより、事務処理及び地図情報管理の効率化を図
る。

724 3,482

平成18年度（１１府省庁８８施策）予　算　額：25,456百万円（施策単位で額を確定できるものについて集計。交付金等は除く。）

平成１８年度ＧＩＳ関係予算額

※『人工衛星等を活用した被害早期把握システムの整備』は、『総合防災情報システムの整備』に統合し継続

予　算　額：24,285百万円（施策単位で額を確認できるものについて集計。交付金等を除く。）平成17年度（１１府省庁９８施策）



財務省 1　施策 平成18年度予算額　    119百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

国有財産情報公開システ
ム運用等経費

国有財産情報公開システムにおいて、国有財産に係る情報と
併せて提供している地図情報データを拡充することにより、
国有財産に係る情報提供サービスの強化を図る｡

(486)
のうち

225

(227)
のうち

119

文部科学省 4　施策 平成18年度予算額　    131百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

教育情報ナショナルセン
ター機能の運用に要する
経費

各種の教育用コンテンツや教育支援情報を検索し、教員や学
習者等が利用できる教育情報ポータルサイト等の教育情報ナ
ショナルセンター機能を、国立教育政策研究所において運用
する。

111 123

地球観測情報処理に必要
な経費

人工衛星を用いて、地球観測データを取得し提供する。ま
た、人工衛星開発機関としての知見を活かし、様々な利用方
策についての調査研究を行う。

宇宙航空研究開発機構

の運営費交付金

(131,411)
の内数

宇宙航空研究開発機構
の運営費交付金

(138,293)
の内数

遠隔探査技術等の推進

遠隔探査技術の総合的かつ効率的な推進を図るため、具体的
推進方策について調査・検討等を行う。地球観測衛星の観測
データの利用及びその高度化を図るため、観測衛星データの
利用技術セミナーを開催する。

11 8

地すべり地形分布図デー
タベース

地すべり地形分布図データベースの地理情報を、2005年度末
までに空間データ基盤・基本空間データとリンクして使用可
能な数値情報として整備する。

防災科学技術研究所
の運営費交付金

(8,745)
の内数

防災科学技術研究所
の運営費交付金

(8,495)
の内数

厚生労働省 1　施策 平成18年度予算額　      7百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

厚生労働行政総合情報シ
ステム整備費

厚生労働行政に必要な各種情報を効率よく収集・蓄積し、こ
れに適切な形に編集して、迅速に還元・提供するため、厚生
労働省のオンラインシステムの総合化・高度化を図り、もっ
て厚生労働行政総合情報システムの整備を行うために必要な
経費である。

(795)
のうち

8

(645)
のうち

7

農林水産省 10　施策 平成18年度予算額　  4,281百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

元気な地域づくり交付金
地域の農業関係団体間等の農地情報の共有化や相互利用に資
する農地情報システムの構築やデータ整備等を支援すること
により、地域の産地づくりの推進を図る。

交付金
(46,607)

の内数
－

農村振興支援総合対策事
業のうち
農地情報整備促進事業

国、県等により整備された農地に関する地図情報を一元的に
管理し、関係機関に情報を提供することにより、ＧＩＳを活
用した施設管理や営農活動等の地域での取り組みを支援。

43 33

農村振興支援総合対策事
業のうち
農地情報活用支援事業

農地情報の整備・活用に係る先進的事例を広く紹介するとと
もに地域に対する技術的な指導・助言を行うことにより、今
後行われる農地情報の整備・活用が効果的かつ効率的なもの
となるよう地域を支援。

－ 60

水土里情報利活用促進事
業

農地や利水施設等に関する情報を収集し、農業者等へ広く提
供可能な地図情報として整備することにより、農村の振興等
を目的とした多様な取り組みの円滑な推進を支援。

－ 2,400

強い農業づくり交付金
担い手への農地利用集積
の促進
優良農地確保支援対策等

農地の一層的確な管理及び効率的利用に資するため、農家世
帯の異動等を把握する台帳照合システム、合併市町村等の農
業委員会を対象とした共有ネットワークシステム、農地情報
システム（農地ＧＩＳ）の整備等を推進する。

交付金
(47,009)

の内数
その他

(1)

－

長期計画調査のうち情報
管理調査

調査結果の効果的・効率的な活用のため、農業基盤整備基礎
調査結果等のデータベース（ＧＩＳ等）の構築及びメンテナ
ンス・改良等の情報管理を行う。

79 74

特殊土壌地帯推進調査
（特殊土壌地帯データ
ベース）

特殊土壌地帯の対策事業毎に対策の成果を整理し、土壌の種
類別、地域別に把握が可能となるデータベースを整備する。

10 9

環境との調和に配慮した
事業に係るデータの整備

環境との調和に配慮した事業に係る実施事例・参考文献や農
業農村の生態系等の自然環境情報のデータベース化等を実
施。

85 78

農業競争力強化対策民間
団体事業のうち
鳥獣害防止広域対策

ＧＩＳを活用し、集落単位やほ場ごとの被害状況、鳥獣の出
没・捕獲状況、防護柵の設置状況、土地利用状況等の情報と
ＧＰＳによる鳥獣の行動範囲や移動経路に関する情報等をリ
アルタイムで地点別に統合・蓄積し、提供する地域参加型鳥
獣害情報マップを作成。

－
(1,495)
の内数

森林・山村の情報の利活
用システム整備事業

都道府県において、森林に関する多様な情報を一元的に管
理・処理等できる森林ＧＩＳの整備に不可欠な森林空間デー
タ基盤を整備するとともに、リモートセンシング法による森
林資源情報を効率的に把握・分析・利用できるシステムを構
築する。

350 327



強い林業・木材産業づく
り交付金

林業情報の一元的処理によるを林業生産活動の効率化等を図
るため、森林組合等が、林業情報処理施設として、ＧＩＳの
整備等を行う。

交付金
(7,809)
の内数

交付金
(6,990)
の内数

国有林における森林吸収
量計測体制構築のための
森林ＧＩＳの整備

国有林において、炭素吸収排出量の推計に必要な森林計測体
制を構築し、地球温暖化対策の報告・検証を可能とするため
森林ＧＩＳを整備するとともに、８９年末の森林現況情報の
デジタル化を実施。

1,305 1,300

経済産業省 １７　施策 平成18年度予算額　    693百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

情報家電における時空間
位置情報事業

屋外でユーザが利用する情報家電(携帯情報端末、カーナビ
等)を中心に、時空間情報の利活用方式の共有化・標準化を推
進する。また、必要に応じ、国際標準化提案を検討する。
(PI:Place Identidicater等)
特にユーザインターフェース(オープンインターフェース)を
重視し、誰でもが簡易に位置情報を取得し、また、時空間情
報を活用したコンテンツの取得、サービス享受等が可能とな
る仕組みを検討し、実現のために必要な諸要件を整理する。
(goSVG:g-Contents Over SVG等)

(1,500)
の内数

－

商業メッシュデータ統計
表の作成

国土交通省が提供している国土数値情報(全国の街区レベルで
の緯度・経度情報)を利用して、平成１６年度商業メッシュ
データを作成する。

10 －

社会ニーズ対応型基準創
成調査研究

Ｇ-ＸＭＬ等のＪＩＳ化・ＪＩＳ改訂・国際規格化等、ＧＩＳ
関連標準規格化に係る調査研究を行う。

(135)
のうち

1

(400)
の内数

環境に応じて行動ができ
るための高機能自立観測
技術の開発

遠隔操縦無人ヘリコプターの空撮シミュレーションシステム
を使い、注視観測による逐次的な３次元環境モデルの自動作
成実験を行う。

交付金の内数 交付金の内数

大都市大震災軽減化特別
プロジェクト(文科省)

ロボットによる災害状況センシング技術及び災害総合シミュ
レーションシステム技術を開発。ＧＩＳを用いてこれらを統
合し、総合的な災害時情報システムを構築するための技術開
発を行う。

9 9

科学技術振興調整費重要
課題解決型研究「危機管
理対応情報共有技術によ
る減災対策」

災害時における減災情報の共有のためのＩＴ活用手法を確立
することを目指し、情報共有のためのＧＩＳプロトコルの設
計及びシミュレーションによる救助計画立案支援の技術開発
を行う。

16 44

活断層データベース・活
構造図等の研究

活断層データベース整備・活構造図等の研究及びその数値化
を行う。

交付金の内数
(同額程度想定)

交付金の内数

地質情報の標準化整備 地質図作成に必要な記号等のＪＩＳ化を図る。
交付金の内数

(同額程度想定)
交付金の内数

1/5万，1/20万分の1地質
図のベクトル化と数値地
質図整備

地質図電子化を半数程度完了する。
交付金の内数

(同額程度想定)
交付金の内数

地圏資源環境に関する知
的基盤整備

地質図類の電子化を半数程度完了する。
交付金の内数

(同額程度想定)
交付金の内数

日本周辺海域の地質情報
整備とその数値化

地質図電子化を半数程度完了する。
交付金の内数

(同額程度想定)
交付金の内数

地球科学メタデータ整備
メタデータの整備と地理情報クリアリングハウスへの登録を
進める。

交付金の内数
(同額程度想定)

交付金の内数

国際地質情報整備
自然災害、地球資源探査、地球環境問題の対策等事業等に資
するため、国際地質情報整備を行う。

交付金の内数
(同額程度想定)

交付金の内数

地質図類データベースの
整備と活用

自然災害、地球資源探査、地球環境問題の対策等事業等に資
するため、各国の地質図・地球科学図メタデータ等を作成す
る。

交付金の内数
(同額程度想定)

交付金の内数

東・東南アジア地質情報
ネットワークシステムの
国際共同構築

自然災害、地球資源探査、地球環境問題の対策等事業等に資
するため、東・東南アジア地質情報ネットワーク・システム
を国際共同で構築する。

交付金の内数
(同額程度想定)

交付金の内数

「アジアにおける遠隔地
地球科学情報の統合解析
技術の研究」、「アジア
の地球科学図情報ネット
ワークの研究」及び「東
アジアにおける資源開発
研究協力・技術協力」

自然災害、地球資源探査、地球環境問題の対策等事業等に資
するため、東・東南アジア地質情報ネットワーク・システム
を国際共同で構築する。

交付金の内数
(同額程度想定)

交付金の内数

先進的ソフトウェア開発
事業

先進的な社会基盤として機能し、様々なユーザに利用される
ような大規模なソフトウェア(プローブ情報プラットフォーム
ソフトウェア)開発を実施する。

612 640



統合型GISサーバ－の導
入

数値地質図等の一般公開のためのネットワークサーバを整備
する。

－ 交付金の内数

Web-GISに関する共同研
究

数値地質図等の認証及びセキュリティ技術を整備し、一般公
開システムに関する調査研究を行う。

－ 交付金の内数

国土交通省 43　施策 平成18年度予算額　 14,705百万円

施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

災害情報を活用した迅速
な防災・減災対策に関す
る技術開発及び推進方策
の検討

切迫性が懸念される東海地震等、また、頻発する豪雨災害な
どに対して、安全・安心な社会を構築するため、最新の科学
的知見に基づいた自然災害の危険情報をできる限り迅速に発
信することにより被害の軽減・防止を行う。

(192)
の内数

－

グローバルマッピング
パートナーシップ事業

地球地図データ第１版を完成させ、幅広い分野での地球地図
データの活用を促進するために、国際社会への地球地図プロ
ジェクトの重要性をアピールし、未参加国の参加促進、及び
データの活用促進のための施策を実施し、我が国が主導する
本プロジェクトを持続可能かつ実り多い国際貢献の成果とす
るとともに、地球規模の環境問題等の解決に寄与するもので
ある。

16 14

次世代国土数値情報の作
成調査

新たな国土計画の策定・推進・評価に不可欠な国土のモニタ
リング等に資する国土情報の整備を推進する。また、既存の
データについても国土計画の逐次見直しが可能となるように
データ内容の更新を行うとともに、新たな計画の策定に向け
て、今後の国土計画の主要課題に関連するデータの拡充を行
う。

106 193

街区レベル位置参照情報
の整備

空間データ基盤の提供を推進するため、都市計画区域におけ
る街区レベル位置参照情報の更新を行う。

101 101

国土数値情報利用・管理
システム開発調査

国土数値情報利用・管理システムについて、解析や作図等の
機能拡充を行うとともに操作性の向上を図る。また、国土数
値情報ウェブマッピングシステムについても操作性の改良や
サービスの拡充を行う。

60 60

画像処理システム開発調
査

国土計画における画像データの活用方策について検討し、画
像処理システムの今後の整備のあり方をとりまとめる。

7 7

リモートセンシングデー
タによる土地利用情報等
整備調査

土地対策、国土計画の検討等に資するため、リモートセンシ
ング技術を応用した土地利用情報の更新を行う。

38 38

航空写真等画像情報の有
効活用の推進及び画像情
報の充実

保有する航空写真画像情報（デジタルデータ）を地図等との
重ね合わせ利用が可能なようにデータの補正を行い、国土計
画の評価等に活用するとともに、一般への提供を進める。

289 289

地理情報システム(GIS)
の整備及び普及の促進に
関する調査

ＧＩＳの整備及び普及の促進を図るため、国土空間データ基
盤の管理流通体制の検討、民間活力を利用した空間情報整備
に関する調査、セミナーの開催等の取組を実施する。
また、国・都道府県・市町村等が相互に連携し、国土空間情
報データ基盤等を全国的に整備・相互利用し一般提供するた
めの共通基盤情報整備方策を検討する。

94 94

地理情報共用Webシステ
ムの整備

政府の各機関が個別に提供している地理情報やＧＩＳサービ
スを、誰もが容易に検索､相互利用できるよう､府省横断的な
地理情報の利活用のためのシステム構築を推進する。
さらに、国民各層の参加と協働による国土計画の策定、推進
を促進するため、国民からの諸情報が蓄積され、国が提供す
る情報も含めて分析する等の利活用が、双方向で行える仕組
みを構築する。

32 67

ＧＩＳ利用定着化事業

国民生活にかかわる様々な場面において、多様なユーザーに
よる利用を通じて、ＧＩＳの利用によって得られる利便性の
向上や国民生活の質の向上を明らかにし、社会と生活へのＧ
ＩＳ利用の定着を促進する。

161 －

取引価格等土地情報の整
備・提供の推進

土地市場の透明化・取引の円滑化・活性化等を図るため、取
引当事者の協力により取引価格等の調査を行い、物件が特定
できないよう配慮して土地取引の際に必要となる取引価格情
報等の提供を行う。

339 318

地域振興情報整備事業

地方公共団体等による地域振興に関するプロジェクトを収
集・整理し、公開している地域振興ライブラリーを整備し、
各種地域振興プロジェクトの企画立案西することを目的とす
るものである。今後、他のデータとの連係を強化することで
省力化、より詳細な検索・分析を可能とする。

(59)
の内数

－

土地利用基本計画費

土地利用調整総合支援ネットワークシステムを運用するにあ
たって、整備済みハードウェア及びソフトウェアの定期保守
点検、障害復旧等を行う。
また、既存の土地利用調整総合支援ネットワークシステムの
改良を行い、土地利用基本計画の変更管理業務の合理化・効
率化を図る。

49 69

都市再生街区基本調査
全国の都市部における地籍整備を推進するために必要な街区
座標等の調査を行い、その成果の電子化を図る。

9,992 9,692

主要水系調査
主要な一般水系の利水現況図及び調査書の更新を行い、電子
化を進める。

66 50



大深度地下利用に関する
情報の整備

事業者等が個別に保有しているトンネル等の地下施設の埋設
状況や地盤状況等の地下情報のワンストップサービスを図る
ため、大深度地下に関する情報システムの整備を行う。

22
(23)

の内数

ＧＩＳを活用した防災ま
ちづくり手法の検討

地震時における火災延焼、避難行動に係るシミュレーション
機能を活用して、事業効果を視覚的に表現し、事業計画策定
手法、地域住民との合意形成手法を模索し、事業の円滑且つ
迅速な執行に資することを目的とする。

17 15

３Ｄ電子地図による国土
保全の推進

微地形を反映した氾濫・浸水シミュレーション技術の開発や
土砂災害に対する適切な危機管理対策、効率的な砂防設備の
整備、東南海・南海、東海地震時の避難警戒システム（いわ
ゆるハザードマップ策定等）に活用するため、航空レーザ測
量等により、河道、氾濫域、崩壊地、海岸、背後地域等の詳
細な微地形データを取得し、データベースを整備する。

300 50

砂防ＧＩＳ基盤整備
各種台帳等の電子化を推進し、土砂災害対策の高度化を図
る。

砂防事業費
(231,835百万円)

の内数
－

道路関係図面の電子化
道路関係図面については、電子化の仕様等に関するガイドラ
インに基づき、道路整備データに係る課題検証のための実証
実験を行うなど、その電子化に向けた取組みを進める。

道路事業費
(6,244,737百万円)

の内数

道路事業費
(5,878,446百万円)

の内数

事故関連データの電子化
による統合利用システム
の開発

警察庁と国土交通省が保有する交通事故関連情報を統合し、
これを分析した結果をオンラインで提供するシステムの改
善、拡充等を2002年度以降継続的に行い、事故の危険が高い
箇所等の情報を道路利用者に提供する。

道路事業費
(6,244,737百万円)

の内数

道路事業費
(5,878,446百万円)

の内数

総合交通分析システム
（ナイタス）の拡充に関
する調査

総合交通体系の整備状況を分析し、効果的で効率的な交通体
系の推進に役立つ本システムの高度化を行う。

13 11

河川等環境中における化
学物質リスクの評価に関
する研究

環境中に放出される化学物質の実態について、ＰＲＴＲ制度
の化学物質排出届け出量を参照しつつ、モデル河川流域で現
地調査を行う。その結果から、重点的にリスク管理に取り組
むべき物質や、解明すべき環境中での現象、リスク情報の的
確な公開方法を提示する。

(21)
の内数

－

地球規模水循環変動に対
応する水管理技術に関す
る研究

地球規模の水循環変動に起因する洪水や水不足に機動的に対
応できない従来の経験的水管理を打開するため、精度が向上
しつつある降雨量の予測情報を新たに活用した水管理技術を
開発する。

(71)
の内数

－

土壌・地下水汚染が水域
に及ぼす影響に関する研
究

特に未解明な部分の多い、土壌からの浸透、地下水を経由し
た汚染物質の水域（河川や湖沼など）への移動に着目し、そ
の実態把握、モデルによる機構解明及び影響評価等を行うと
ともに、土壌・地下水汚染対応マップの作成とその活用方法
を提案することで、土壌・地下水の化学物質汚染を介した河
川・湖沼汚染に対して河川管理者が予防的措置も含めて適切
に対応するための枠組み、対応法のひな型を提案する。

(0)
の内数

－

四次元GISデータを活用
した都市空間における導
線解析技術の開発

四次元GISデータが活用・普及されることによって情報提供や
事業計画といったフェーズで国土交通行政の効率化が促進さ
れることを最終目的に掲げ、①四次元GISプロトタイプとして
の人の動線解析技術の開発、②四次元GIS技術普及のためのプ
ラットフォーム構築（最小限の仕様の提示、公開型ミドル
ウェアライブラリーの整備）を行う。

44 36

高度利用に資するための
地理情報標準の拡充

国際標準化機構（ＩＳＯ）における地理情報システム（ＧＩ
Ｓ）の高度利用のための規格について、国内においてこれと
整合した地理情報標準を作成するとともに、その実用性・有
効性を検証するための実証実験を行う。

10 10

国土基本情報リアルタイ
ム整備

国土基本情報リアルタイム整備は、全国を対象に、基礎調査
等で収集した最新の地理情報をリアルタイムに修正図化を行
うものであり、これを基に国土基本情報データの更新を行
う。

306 297

2500ﾚﾍﾞﾙGIS基盤情報構
造化

産業経済活動及び住民生活等、広範な分野でのサービスの向
上に資するため、平成１２年度までに整備された２５００レ
ベルＧＩＳ基盤情報を、国土の変化に併せて更新を行い、最
新の情報をインターネットによって提供する。

195 177

25000ﾚﾍﾞﾙGIS基盤情報構
造化

産業経済活動及び住民生活等、広範な分野でのサービスの向
上に資するため、平成１３年度までに整備された２５０００
レベルＧＩＳ基盤情報を、国土の変化に併せて更新を行い、
最新の情報をインターネットによって提供する。

396 357

基本地名情報整備

基本地名情報は、全国の地名を均一な精度で整備した唯一の
データベースであるとともに、25000レベルＧＩＳ基盤情報の
データ項目の一つでもある。そのため、土地利用の変化、市
町村の合併、住居表示の変更等による様々な地名の変更に対
応して、継続的に地名情報を更新し、最新の地名情報を提供
する。

13 13

ＧＩＳ地理情報整備
国土地理院の保有する土地条件、活構造等の過年度地理情報
をＧＩＳ地理情報とリンクして使用可能な数値情報として整
備する。

8 8

写真情報入力
ＩＴ社会における国土の基礎的な地理情報を提供するため、
空中写真のデジタル化を迅速に実施し、インターネットによ
る閲覧・提供を可能にする。

10 10



メタデータ整備

国土地理院が整備し、保有する全ての情報（ＧＩＳ基盤情
報、国土基本情報データ更新・国土基本情報構造化、基本図
作成（地図画像）、土地条件情報、火山情報、宅地利用動向
調査等）についてのメタデータ（データの所在情報）を整備
する。

16 15

電子国土Webシステムの
機能拡充

平成１５年度に試験公開した電子国土Webシステムを、国土交
通省防災情報センターをはじめとする国の機関及び地方自治
体での利用に資するため、システムの機能拡充と配信用デー
タの更新を行う。

32 32

国土変遷アーカイブ整備
国土地理院が保有する空中写真、旧版地図、地名及び土地景
観に関する資料を明治から現在に至る時系列的に管理された
デジタルアーカイブとして整備を行う。

50 29

電子基準点測量

電子基準点は、ＧＩＳの位置情報基盤として有効であり、測
量、航法等の各種の分野で、位置決定を行うための参照点と
して活用されることが期待されている。また、地震や火山活
動など地殻変動のリアルタイム監視の実現が推進され、迅速
で効果的な安全対策を的確に実施することが可能となる。

947 969

基準点GISデータ整備
GISの位置情報基盤となる基本基準点（電子基準点・三角点・
水準点）情報の基準点GISを構築し、より効率的な測量行政の
推進と円滑なデータの流通・利用を図る。

9 9

アジア太平洋ＧＩＳ基盤
整備

アジア太平洋地域で共通に利用できるＧＩＳ基盤の整備を促
進するため、アジア太平洋ＧＩＳ基盤常置委員会（PCGIAP）
の事務局として、参加国との連携調整、委員会資料の規格・
制作等を行う。

4 4

地球地図データ作成
地球環境問題の解明のため基礎的な地理情報である地球地図
を整備し、地球環境保全、持続可能な開発及び自然現象の予
測等のための基礎情報として広く提供を行う。

35 35

開発途上国における地球
地図データの円滑な維持
管理に関する調査

　地球地図においては、技術や人材、地理情報活用の経験な
どが不足している開発途上国が自主的にデータ整備し、持続
的な開発に利用できることが重要である。このため、開発途
上国において、地球地図データの円滑な維持管理に向けて整
備されたデータを各国の実状に応じて活用する手法の調査を
行い、利用の推進を図る。

17 17

国土の時系列地図情報の
高度利用に関する研究

国土の変遷を明らかにするため、「国土変遷アーカイブ整
備」事業により整備されつつある複数時期の地図情報を有効
に利用する必要がある。これらの情報をＧＩＳ技術によって
高度に処理するとともに、全国どこの地域でも、均一の精
度、基準で国土変化の定量的な議論が可能となる時系列的な
空間データの作成と利活用の手法の開発を行う。

8 8

位置情報の利活用の高度
化対応

セミ・ダイナミック測地基準系を導入し、測地成果2000の維
持管理、測地基準点体系の効率的な管理を行う。

6 6

公共測量の共有化支援の
推進

公共測量成果を共有化する仕組みを構築し、ＧＩＳの普及支
援を行う。

－ 14

海域地理情報システム
(ＧＩＳ)基盤情報の整備

我が国の沿岸詳細基盤情報を整備する。 155 151

気象資料総合処理システ
ムの運用経費

気象業務に関する国内、国外の各種資料を迅速･効率的に収
集･配信するとともに、数値予報等各種支援資料を作成･配信
する。

1,543 268

土砂災害警戒情報作成シ
ステムの整備

気象及び国土情報を一体化した土砂災害警戒情報の提供によ
り、土砂災害の危険性が高まった時に市町村が行う住民の警
戒避難行動の迅速･的確な判断を支援する。

94 －

高性能数値予報モデル用
スーパーコンピュータの
整備

数値予報モデルの高性能化を図り、きめ細かく、正確な予測
資料を基礎として、注目すべき気象の時間･場所を特定した気
象情報をより早い時点で発表し、防災機関の的確な対応を支
援する。

145 －

次世代気象情報通信網
（東日本アデス）の整備

最新のIT技術を導入して気象情報通信システムを刷新し、市
単位程度の気象警報など決め細やかな防災気象情報を迅速に
作成･提供し、防災機関の的確な対応を支援する。

737 －

大規模自然災害に備えた
初動･危機管理対応の強
化

ナウキャスト防災情報等を官邸等の防災関係省庁に迅速･確実
に提供する環境整備及び開発を行い、官邸等の初動･危機管理
体制の迅速な立ち上げを支援する。

419 294

防災情報提供センター業
務

国土交通省内の各部局が保有する防災に関する情報を、防災
情報提供センター（平成１５年６月１２日開設）で集約し、
国民にわかりやすく利用しやすい情報に加工してインター
ネットを通じ同センターＨＰより提供する。

83 83

次期気象レーダー観測処
理システムの整備（東日
本）

従来の面的レーダーデータを防災情報の高度化に資するため
多仰角高分解能レーダーデータを処理できる本装置を整備す
るとともに、GISに標準対応させ、レーダー情報の防災活動へ
の利用促進に寄与させる。

309 －

地震津波観測業務等
地震活動の的確な監視と適時・適切な地震情報、津波予報・
警報を発表すると伴に地震予知の推進を図る。

838 795

気候・海洋情報処理業務
（海洋データ即時国際交
換体制の運用経費）

気候変動の監視・予測の高度化等を図るため、気候変動に関
する気候・海洋情報の収集・処理及び提供業務を行う。

8 －

環境省 ２　施策 平成18年度予算額　     51百万円



施策名 施策の概要
平成１７年度

予算額
(百万円)

平成１８年度
予算額
(百万円)

環境ＧＩＳ整備運用事業
全国の大気環境監視データ集計値及び公共用水域水質データ
集計値についてデータベース化を進めるとともに地図やグラ
フ表示を行い可視化する。

(9,255)
の内数

(9,616)
の内数

生物多様性情報システム
整備推進事業

生物多様性条約、新・生物多様性国家戦略等に基づき、自然
環境保全基礎調査等のデータとともに生物多様性保全に必要
な関連情報の収集・管理・提供を行う「生物多様性情報シス
テム」の整備を行う。

68 51


